
 

  

 

 

              

 

 

 
ＳＩＣニュースレター「論説・寄稿」集 （第２巻） 

（２０２１年度掲載分） 

                 

 

 

 

 

 

 

      

      





i 

 

 

 

   

はじめに 

 

 本書は２０１９年１月設立の一般社団法人システムイノベーションセンター（ＳＩＣ）

発行の広報誌「ＳＩＣニュースレター」（月刊：web 発行）に掲載された２０２１年度

(２０２１年１月～１２月)の記事を、「特別企画 対談 新しい山に登ろう！」を巻頭

に、ＳＩＣ会員からの「論説」７編、非会員からの「寄稿」４編を掲載時の内容を改変

することなく集約したものです。それぞれの掲載順は「ＳＩＣニュースレター」への掲

載順となっており、各著者の所属先名および肩書は掲載当時のものです。 

なお、「ＳＩＣニュースレター」のアーカイブに関しては、ＳＩＣのホームページ

https://sysic.org/ に公開しています。 
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Ⅰ 特別企画 対談 

 新しい山に登ろう！ 齊藤 裕 ＳＩＣ代表理事・センター長に聞く 

                            ＳＩＣ理事・副センター長 木村英紀 

 

 

 

 

 

木村 齊藤センター長には、今日は本当にお忙しいなかで時間をとって頂きまして、あ

りがとうございます。 

これまでいろいろな機会に、大局なお考えを聞かせて頂いていまして、それには、私は

常々感銘を受けております。そこで、ＳＩＣ全体でも、齊藤センター長の壮大な展望を

共有する必要があると思いました。そのため、今回は、私がセンター長に色々お話を伺

いするという形式で、センター長のお考えを理解していきたいと思っており、このよう

な場を企画いたしました。どうぞ宜しくお願い致します。 

最初に、お伺いしたいことは、先日、雑談で伺ったことですが、センター長は、「今、

新しい山ができつつある。この山に登る必要がある。ところが多くの人は、もうすでに

ある山に、更に高く登ろうとしている」とお話をされていました。そして、「このまま

では、やはり日本は良くないならない」というお考えをおっしゃいまして、私もその新

しい山という表現に、新鮮さを感じました。その時、その新しい山とは何であるかのご

説明は頂いたのですが、今日は、それについて、もう少し詳しくお考えをお伺いするこ

とから、この対談を進めていきたいと思っています。さらに、その新しい山は非常に大

きな山で、頂にまで日本が進めば、日本がかつて江戸時代から明治維新に向けて大きな

変革をしたと同じぐらいのレベルの変革になるだろう、という話もされました。「１０

木村英紀 SIC副センター長 齊藤 裕 SICセンター長 
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０年に一度の変わり目」というような言説が流布していますが、センター長のお考えは

単なるキャッチフレーズを超えた具体性を備えておられました。是非その辺もお伺いし、

その中での、システムのあり方という視点から、その明治維新レベルの変革がどういう

風な形でとらえられるのかということも、お話をお伺いしたいと思っております。 

そして、このことは日本における企業の企業文化、特にデジタル化の中での経営の在

り方に大いに関係するということも、おっしゃっておられました。そこで、これについ

て、第二に、お伺いしたいと思っています。また、今日は、ＤＡＤＣ(Digital 

Architecture Design Center) の会議室をお借りしてこの対談を進めているのです

が、ＤＡＤＣのセンター長として、ＳＩＣとの連携を強めていきたいとの話も頂いてい

ます。これは、ＳＩＣにとっての大事な課題ですが、これまで議論をする機会が無かっ

たので、今日はこれについても、具体的なお話を伺いたいと思っています。 

この三つのことについて、今日は時間の許す限りお話を伺いたいと思います。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 

 

―新しい山に登るー 

齊藤 まず、新しい山についてです。私は、日立製作所やファナックに勤務し、技術者、

経営者として、様々な仕事を担当してきました。また、色々な日本のお客様との付き合

いも多くありました。そうした経験を通じて、そういう考えに至りました。 

その背景の一つは、ご存じの通り、現在、各社、各所でデジタルトランスフォーメー

ション（ＤＸ）というデジタル時代に向けた変革が進められていますが、期待した成果

が出ず、試行錯誤が続いているのが実態です。そういう現実を見るにつけ、現在のやり

方が少し違うのではないか、と考えたからです。 

それともう一つは、最近のＧＡＦＡ（Google, Apple, Facebook, Amazon）など、い

わゆる、プラットフォーム企業のビジネスを学ぶと、世の中のデジタル化という観点だ

けではなく、これまでとは違う企業のあり方やビジネスのやり方で作り直されているこ

とを実感するからです。例えば、アマゾンは、自身で作り上げた電子商取引（EC）のプ

ラットフォームをベースにして、各種サービスを提供するエコシステムを拡大しながら、

社会にサービスを提供しています。さらに驚くのは、自らのエコシステムの競争力を産

み出す技術開発力を活かし、新たにＡＷＳクラウドサービスという多種多様なインフラ

ストラクチャーサービスまで産み出したことです。 

私は、現在起きているグローバル社会のデジタル化という変化は、社会のあり方を根

底からひっくり返すような変化と感じています。そして、この変化に適応するために、

日本社会が目指すべき変革は、これまでの歴史の中でも、豪族中心から天皇中心の形へ

と変えた大化の改新や幕藩体制を新しい形に変えてきた明治維新に匹敵するぐらい大

変なことではないのか、つまり、旧来の社会の概念を変革し、新しい社会のあり方を考

えて、社会の構造、やり方などのシステムを作り変えるレベルに相当するほど大変かも
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しれない、と考えています。 

産業界を例にして、現在、日本が陥っている状況と「新しい山」のイメージをお話し

ます。 

明治以降、色々な会社が生まれました。日立製作所やファナックもそうでしたが、そう

いう会社が小さいベンチャー企業としてスタートして徐々に大きくなり、戦後の復興を

契機に、大企業になりました。 

そして、そのように発展した企業の集合体としての産業界、そして経済界の総合力で、

日本はある時期に“ジャパン アズ ナンバーワン”と呼ばれる国になりました。そこで

の多くの日本企業は、モノづくりにイノベーションを起こし、改善活動を繰り返し、世

界をリードする良い性能や高い品質の製品を安く、効率良く産み出す独自のシステムを

創り上げました。それが、世界から称賛されたことはご存じの通りです。 

しかし、現在の状況は、どうでしょうか。そうした過去の経験をしてきた企業、そし

て産業界、また、それをベースにしている日本社会の現状は、今、ここで何か新しいこ

とをやろうとしても難しいし、時間もかかる硬直化した会社、業界、社会になったのが

実態ではないでしょうか。また、一方、米国、中国他、海外では、先程のＧＡＦＡに代

表されるプラットフォーム企業を始めとして、新興ＩＴ企業が次々と生まれ、ネットワ

ーク効果やアルゴリズムを活用して、限界コスト“ゼロ”のサービスで急成長していま

す。 

こうしたグローバルで起きているビジネスの急激な変化、これまでの日本にはない、

新しいビジネスモデルに全く対応できていないのが、日本の産業界の現状と思います。

多くの企業が、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）にトライし、従来のビジネ

スモデルを変革しようとしてきました。また、多くのベンチャービジネスを立ち上げよ

うとしていますが、海外と比較すると、日本の社会においても、そして、企業において

も、新しいビジネスがどんどん生まれるような情況にはなっていないのではないでしょ

うか。 

そもそも旧来の社会や企業といった組織が、デジタル社会に向けた変革への取り組み

に合致しないシステム、仕事のやり方なのに、その古いシステム上で、新しいシステム

を実現しようとしているのではないのか、だから変えることも難しく、ベンチャービジ

ネスなども育ちにくい環境になっているのではないか、と私は考えています。 

それを比喩的にコメントしたのが、「古い山」、「新しい山」に登る話です。 

これは、日本政府、経済界が実現しようとしている、新たなデジタル社会「Socety5.0」

についても同じです。そもそも、その社会像は、現在の社会とは違うものになるはずで

すので、社会のあり方も、システムの構造、機能も、それを実現するやり方も、既存の

ものとは違うものになっていくはずです。 

そうした場合に、もしも、あり方が異なる社会の実現に向け、その旧来の社会のシステ

ムの構造ややり方で、出来上がっているシステムに部分的な機能修正を逐次加えていく

ような方法で進めると、どうなるでしょうか。私のシステム開発の経験からすると、数

多くの矛盾、様々な障害が発生し、少なくともスムーズには進まないと思います。「古
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い山」にいながら、「新しい山」に登ろうとしているというのが、まさにこのイメージ

です。 

企業でも、次のデジタル時代に生き残るためにＤＸプロジェクトを推進していますが、

旧来の組織とシステムを部分的に変えるだけのアプローチが多くみられます。これも、

同じイメージです。特に、「古い山」が、これまでパッチワークで出来上がっていると

なると、これはもう大変です。 

これまでの日本の産業界は、得意とするやり方を見出して、システムを創り出して、

産業立国を目指し、国を挙げて、「モノづくり」という山を目指し、高度成長期を経て、

世界のモノづくりにおいては他の国に比べても、はるかに高い山に登ったと思います。

しかし、現在、その山を登ることは、以前ほど難しくは無くなったのは事実です。こう

した情況で、日本が、引き続き産業立国を目指すのであれば、これからのデジタルの時

代の産業分野の中心になる「新しい山」を目指して、みんなで登る、ことを覚悟すべき

ではないか、と考えています。 

個人的には、今後、産業界の目指すべき「新しい山」は、これからのバーチャルとリ

アルな世界、サイバーとフィジカルの空間が融合していくＣＰＳ(Cyber Physical 

System)で、作り上げる「コトづくり」、「サービスづくり」の山ではないか、そして、

新たな産業立国として、社会課題の解決と経済発展を両立する各種サービスで、グロー

バルでのビジネス競争に勝ち残っていくことではないか、と思います。 

木村 その山とは、ＧＡＦＡ達が作った山とは違う、日本独自の山と考えてよろしいの

でしょうか？ 

齊藤 私は、そのように考えています。私が、これまでに経験してきた制御システムや

情報システムのシステムエンジニアとして見てきた、日本のモノづくりは、ＩＴ

(Information and Communication Technology)からうまれたデジタル技術を活用

し、モノを産み出す設備を的確に運用・保守するＯＴ(Operation Technology)のシス

テムを、それぞれの現場での改善を繰り返しながら作り上げ、現場の固有のシステムに

なってしまったという反省はあるものの、競争力のある様々な良い製品をグローバルに

提供してきました。そして、当初は、業務処理を行う汎用コンピュータとしてメインフ

レームを中核において、企業内外の各種業務をうまく連携、処理できるようにして、Ｏ

Ｔのシステム同様に、グローバルでも競争力あるビジネスを展開するための独自のＩＴ

システムを作り上げてきました。 

ただ、このシステムは、２０００年以降、ＩＴ分野のハードウェア、ソフトウェアの

進歩、技術の汎用化に伴い、メインフレームという集中型から分散型システムへ、汎用

ソフトパッケージの活用という時代の変化の中で、欧米に追従したシステムに再構築さ

れていきました。これが私からみた歴史です。 

現在、プラットフォーム企業がサイバー空間で作り上げ、取り敢えず成功しているビ

ジネスは、ソフトウェア中心のインターネットを含めたＩＴシステムを活用したサービ

スビジネスですが、そうした今後のデジタルかつネットワーク社会における様々なサー

ビスは、ハードウェアも含めたＣＰＳを活用したサービスに向かいます。このＣＰＳの
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世界では、自律型のロボットなどのモノや人がお互いに繋がり、いわゆる、知識処理や

機械学習といったＡＩなど、様々なデジタル技術を活用した、自動化、自律化されたシ

ステムにより、良いサービスが次々に産み出されていきます。そして、変化のスピード

もこれまでにないものとなる社会になると予想されています。 

このＣＰＳは、制御システムに似ていると思います。だから、現在の新興ＩＴ企業が

ビジネスで作り上げている、人と人、人と会社、会社と会社を繋ぐシステムよりも、何

倍も難しいシステムのはずと考えています。なぜなら、自律移動ロボットなど、モノま

で繋がり機械化、自動化される新しいシステムで提供されるサービスのレベルが、現実

空間の実生活にとって不可欠なサービスになればなるほど、電力や鉄道といったライフ

ラインのシステムのように、安全で信頼性の高いサービスをできるだけノンストップで

提供することが求められるからです。 

こうなると、この世界に近づけば近づくほど、もともと日本の産業界が発展してきた、

日本のモノづくりで世界を席巻したやり方が活きてくる、日本が得意とする現場主義の

強みが発揮されてくると思います。過去のモノづくりの時代に経験したＯＴやＩＴのシ

ステムでの失敗や反省を活かしながら、現場主義を実践し、サイバー空間を活用して、

社会に貢献する「コトづくり」「サービスづくり」という山に登って行けば、再び、日

本は世界をリードできる国になることができるのではないか、と考えています。 

加えてコメントすると、そもそも上記のプラットフォーム企業が提供している各種サ

ービスが、必ずしも以前よりも良い社会を創り出しているわけでは無いのも事実です。

現在、これらのサービスが、個人の孤立や社会の分断など、様々な社会課題を産み出し

ていると聞いています。相手よりも優位に立つという戦略ですので、当然かと思います。 

そうした、新たなサービスが産み出している社会課題を含めて、日本人の特質である、

相手を思いやり、きめ細かくサービスする「おもてなし」のデジタル化のモデルを上記

のシステムに組み込んだ日本型の社会システムが、現在のネット社会の課題も解決でき

るのではないのか、とも考えています。 

私は、今の時代でも、先程申し上げた、過去の日本で何度かあった変革を実行し、も

う一回、ゼロベースで考え直して、みんなが一致団結して、新しい山の頂を目指せば、

将来、ＣＰＳで実現されるデジタル社会においても、日本独自の新しい山で、グローバ

ル社会を牽引する国になれるのではないか、と考えています。 

木村 日本がＧＡＦＡをしのぐ新しい価値を生み出せるということですね。素晴らしい

と思います。ＧＡＦＡも日本に追いつけとばかりに今、モノに相当傾注し始めています

よね。 

例えば、 Googleは自動車、自動運転に相当に注力をしている。そういう意味では、彼

らもモノの世界に入って来ようとしています。それとの違いは何ですか？ 

齊藤 現状では何も違いはないと思います。 

モノづくりでは日本が勝ってきたというけれど、世界の国でも同じ事は出来るのに日本

は勝ち残ってきました。つまり、それが違うものになるかどうかというのは、これから

の人達がどれぐらい真剣に考えるか、ということだけと思います。 
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これまでのモノの時代で、日本は産・官・学が連携して、世界トップを目指して、しっ

かりとやってきました。ところが、現在、デジタル社会でのコトの時代に向けて、その

連携があまり出来ていないように思います。 

特に、日本では、ＩＴ関連の産業界には、過去から課題があり、それが現在にも影響し

ていると思います。そもそも、ＩＢＭ事件以降、日本のＩＴ産業は、米国を手本にせざ

るを得ない情況になりました。結果としては、学術界も含めて、米国のＩＴ企業に追随

するだけになったように思います。そして、２０００年以降、欧米が、カスタマー中心、

サービス中心へと視点を変えてＩＴのビジネスを変え始めたときにも、日本の多くのＩ

Ｔ企業は、自ら考えることをしませんでした。それが、大きな要因と思います。そして、

現在のクラウドシステム、ビッグデータ、ＡＩなど、ＩＴ技術をコアとしてビジネスが

変革されていく時代、新たな技術開発において、いつの間にか周回遅れになっていた、

というのが私の見解です。 

本来、社会の発展は産業分野の発展で起きる。その産業分野の発展は、技術の発展で

起きる。つまり、社会の発展はテクノロジードリブンです。過去、技術立国として発展

してきた日本の産業界では、自らの製品やサービスのグローバルでの競争力確保のため

に、コア技術の開発を進めてきましたが、もともと各社がベンチャー企業の頃は、日本

社会、産業界の発展という大義をもって、自らの技術を開発した、と聞いています。 

しかし、現在、Amazon、Google などのプラットフォーム企業は、エコシステムの参

加企業が、社会に、優れたコト、サービスが提供できるように、量子コンピュータなど

のハードウェアも含め、体系的、戦略的なデジタル関連の技術開発に取り組んでいるの

に対して、日本では、自社のモノを意識しただけの取り組みに留まって、社会や産業界

の発展という大義からはほど遠い技術開発になっているように思います。 

今後、日本の社会、産業界での変革の遅れは、産業競争力に必須の技術開発の遅れにも

繋がり、将来のデジタル社会でのデジタル経済において、日本の産業界が生き残れない

ことにも繋がります。これからのデジタル社会でのビジネスのグローバル競争力の強化

に向けて、今、産・官・学の出来るだけ多くの人たちが、現状のモノづくり中心の社会、

産業のあり方やそのシステムが昔のままでは拙いということに早く気付いて、一体とな

って、速やかに変革していくことが肝要です。 

木村 大変よくわかりました。今までのようなモノづくりではだめだと、そこから脱皮

しなきゃいけないと、このことは一応言われていますね。では、どう脱皮するかと、ど

うやって今までのモノづくりの成功体験を乗り越えられるのかということについて、セ

ンター長のお考えをお聞かせください。 

齊藤 全部捨てることでしょう。一回捨てて、スクラップ・アンド・ビルドという発想

になるべきと思います。やっていることが、間違っているわけではなく、次の時代でも、

ある部分は正しいと思います。だからと言って、今までのやり方に固執しながらやって

いたのでは、新たなやり方への脱皮もできず、現在のビジネスも何れ儲からなくなって

行くという、どうしよう無い状況に陥るのではないかと思います。 

私が今いるファナックのロボットやＣＮＣ(Computerized Numerical Control) 
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などのシェアは、現在、トップですが、プロダクトの利益は徐々に落ちてきています。

ただ、こうした現象は必然と思います。過去、コンピュータの世界でも、同様に、技術

の汎用化に伴い、ダウンサイジングが起こり、メインフレームから、サーバー、ワーク

ステーション、そしてＰＣベースにだんだん置き換わっていったのと同じです。 

モノの世界では、技術の汎用化に伴い、それまでは、技術、つまり、機能と品質で差

別化している会社のモノでないとダメ、という時代から、この程度の機能や品質だった

ら別の会社の安いモノでもいいとされる時代に変わっていきます。そして、置き換えた

会社のモノが、使われるうちに、改善を重ね、機能や品質が徐々に高まる中で、もとも

と優れた技術で勝負してきた会社の利益は、どんどん減ってきます。これがモノのビジ

ネスの歴史です。  

木村 ということは、ユーザーにも、ちょっと高いニーズを、高い価値観を持たせて、

ニーズとして要求させるということですか？ 

齊藤 ニーズとしてというか、今のＤＸは、ユーザー視点、つまりお客様視点という従

来のモノのメーカーという提供者とは、反対の視点で、ビジネスを再構築しようという

方向です。そして、ユーザーに対して良い経験価値を提供することが大切だと言われて

います。つまり、製品を使った時の良い経験、例えば心地良い生活シーンが経験できる

とか、そういうモノ、生活を提供してくれる会社の世界観に共感し、一緒に実現を目指

すとか、ユーザー自身の価値観に、それは本人も気が付いていないニーズに訴えること

もあるビジネスです。製品を選ぶというよりも、その会社の世界観に共感して選ぶ、ユ

ーザー自身が充実した生活とか人生を送れそうな、メーカーを選ぶというビジネスの世

界になります。 

こうしたビジネスの世界は、「アフターデジタル」という概念で既に存在し、そのビジ

ネスのやり方を、「カスタマージャーニー」の企画から始めています。 

顧客、つまり、サービスを利用する人たちにどんな経験をしてもらうか、をジャーニ

ーと呼び、満足してもらえるサービスを考え、提供していくビジネスが主流になるとい

うのが、アフターデジタルで言われているデジタル社会です。そこでは、サイバー空間

での顧客接点というだけではなくて、フィジカル空間も含めた全ての顧客接点において、

顧客体験を最適化するサービスを提供するビジネスモデルが主流になります。 

木村 それは、日本で、ということですか？ 

齊藤 そうですね。日本でも、これから変わっていくと思いますが、既に、中国では、

随分と進んでいて、そういうサービスがどんどん生まれているようです。例えば、アリ

ババなどは、サイバー空間でのオンラインの電子商取引（ＥＣ )に、「フーマー」とい

うオフラインの実店舗を組み合わせて、両面をビジネスに活かす、つまり、現在、オン

ラインのビジネスだけではなくて、オフラインのビジネスを融合したＯＭＯ(Online 

Merges with Offline)という顧客体験重視のマーケティングの概念を用いたビジネス

の方針に転換しています。 

既に、日本でも、いくつかの企業が、実店舗で経験してもらいながら、買うのはサイ

バー空間を活用するような販売のやり方も出てきていると聞いています。 
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リアルとデジタルの世界を行ったり来たりしながらお客様を獲得するというビジネス

が、どんどん出てきている時代に突入したと言っても過言ではありません。そして、そ

うした変化は、全ての業界、例えば、製造業の分野にも波及していきます。そうした中

で、従来のモノづくりだけでやってきた企業は、そのままでは苦しくなると思います。 

木村 その話は非常に良く分かるのですけれど、企業としては何をすればいいのでしょ

うか？ 製品というよりは、は製品群が必要であると。そこで何か、こう、生活空間に

なんか寄り添うような、そういうような製品群を生み出さなければいけないということ

でしょうか？ 単独の企業ではなく、単独の製品ではなくて、企業群が連携しながらそ

う言うユーザーの消費文化を作り上げていくという、そんな感じですか？ 

齊藤 今のプラットフォーム企業が展開するビジネスにヒントがあると思います。そこ

では、プラットフォーム上のエコシステムにて、消費者と生産者のマッチング、インタ

ラクションを活発にさせながら、ネットワーク効果という現象を拡大させてビジネスを

拡大しています。プラットフォーム企業自身は、優れたエコシステムを実現することが、

ビジネスのコアです。 

品質を高めるやり方、キュレーションの仕掛けなどに外部、３rｄパーティも活用し

ながら、エコシステムの経営を改善しています。個人的には、そのエコシステムは、プ

ラットフォーム企業に統治されている植民地のイメージですが、欧米らしいやり方と感

じています。 

私は、日本はそうした形ではなく、「やっぱりみんなで一緒にやりましょう」という

ような、「共生・共助」の日本社会の特徴を活かすことで差別化してはどうか、と考え

ています。 

「競争」というよりは、「みんなで一緒に頑張ろう」という「共創」のモデル、もと

もと日本の現場がそうであったように、イノベーションが起きやすい社会にもなると思

います。製造業界を例にあげると、少し前の東日本の大震災で世界が絶賛した日本の国

民性を活かした「モノ・サービスづくり」の観点での「共生・共助」のやり方がメーカ

ーやベンダーの間で実現できれば、良い製品とか良いサービスをグローバルに展開する

日本型のエコシステムによるビジネスモデルが創れるはず、ということです。これは、

「和を以て尊しとなす」という、十七条憲法ではないですけれど、日本の企業が、社会

に向けて、良いサービスをすることを一緒になってやるエコシステムを作り上げる、「和」

の世界のモデルです。私は、今後のデジタル経済の中で、日本の企業が大きな和(やま

と)をベースにして世界のビジネスをグローバルに展開することも、あり得るのではな

いかと思いますね。さらに言えば、これからのデジタルかつネットワーク社会では、「人

を中心とした社会」になる、と言われていますが、これを私は、「日本人を中心とした

日本社会」という社会システムのモデルは、世界の他の国との差別化が実現できるので

はないか、といった妄想をしています。 

木村 なるほど、そうですか。それは非常に面白いですね。 

齊藤 いろいろな意味で、モノとコトの世界は別々のあるように見えることがあります

が、ＣＰＳの世界では、モノとコトが合わさっていきます。日本企業は、現在、コトの
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世界では、デジタル関連を含めて、若干遅れをとっています。しかし、モノとコトが共

存することになった時に、どうするかを考え始めると、螺旋階段を一つ上がって、「み

んなで一緒に頑張ろう」ということになると思います。そうすると、日本の強みがコト

の世界でも発揮されると思います。日本は、昔、「やまと」という日本社会を作りまし

たが、現在のデジタル社会の時代を迎えて、そんな世界に近づいているような気がしま

す。一度、そもそも原点に返って考え、日本、日本人、日本の企業とはどうだったのか

という歴史を見つめ直し、それを共有し、日本社会として目指す姿や概念を再考すべき

時期かもしれないと思っています。 

木村 なるほど。 

 

 

          

木村 古い山が依然として高いという、要するに、１９８０年代の日本のモノづくりが

その頂点を極めたという、この成功（戦勝）体験を克服するということはものすごく大

変ですよね。 

日本の産業界の経営者の中に、やはり品質だと、日本の製品の命は品質が高いことだ

というのは常日頃聞かされるのですけれども、その古い山を越えさせるにはどうしたら

いいのか。新しい山に気づかせる。確かにおっしゃる通りです。新しい山についてはい

まよく理解しました。この前にセンター長が書かれたＳＩＣニュースレターを読んでも、

本当にそう思いますが、文化の問題ですよね、非常に難しいです。 

齊藤 私は、モノづくりで勝ってきたと言っても、なぜできたのか、「なぜ？」の追求

が少ないと思います。漠然としたイメージでしか捉えられていない。勝ってきたのなら、

本当にそうなのか、そして、なるほど、そういうことだったのか、といった分析が無い

ように思います。現状/as is の分析がなくて、過去もイメージの世界になっているよ

うに思います。モノづくりといっても負けた例はいっぱいあります。 

木村 今のままでは危ないところまでは通じますね。確かに。 

しかし、どう実行したら良いのかが、分らない。 

齊藤 分からないのは、それぞれの現場の過去から現在までの事実を認識し、それを分

析していないからではないかと思います。私が制御システムをアナログからデジタルに

―経営者に望むことー 
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変える、デジタルにリプレイス(更新)した時に、まず分析したのは as is のシステム、

機能です。現状はこうなっているから、それを次にどう変えてくという to be は必要

ですので、当然 to be も作りました。そして、as is の中でやっていることを理解し

た上で、拙ければどう変えるか考え、その実現に向けてきちんと手当をしてきました。

だから、まずやることは、制御システムの現状を理解し、分析した上で、そもそもの新

しいシステムにする目的、やりたいことをお客様に確認しながら、それを実現するには、

どんなアーキテクチャにすべきかを考えることでした。そして、その具体的な仕様につ

いては、お客さまと一緒に考えていきました。ここをこうするにはどういう既存の機能

を活用し、どういう新しい機能を追加したら良いか、そして、どのような手順、プロセ

スで変えてったら良いか、といった議論をしながら、チームとして決定、決断しつつプ

ロジェクトを進めるわけです。数多くのリプレイスをしながら、苦労を共にした、数多

くの仲間ができました。これを、例えば、現状のＤＸに当てはめると、もしも本気で、

現状の経営モデルを変えたいのであれば、同様のシステム設計のアプローチを、今の経

営のＤＸに取り入れていかないと、そして、そういう設計を変えていきたいと考えてい

る経営者が一緒に検討して行かないと、単に指示してやらせるだけでは無理だと思いま

す。きちんと手順を踏んで、プロジェクト的に進めて、初めて本当のＤＸは実現出来ま

す。モノづくりを否定せず、モノづくりでも勝っていくためにも、今のやり方を変えて

いくことが必要です。現在、それをちゃんと設計しなければと思う人間がいないのかも

知れませんし、そう思っても、システム設計ができる人やチームがいないかもしれませ

ん。でもそのスタートラインに、まず経営者の皆さんが立たないと難しいと思います。 

木村 ＳＩＣでは今の諸悪の根源はそういうことができない中間管理職にあるという

意見があります。 

齊藤 それなら、トップが覚悟を決めて、バッサリやるようなつもりでやらないと、難

しいと思います。バッサリできる人は、やっぱり力のある人で、そういう変革ができる

が人です。そういう人達は、まだ居ると思います。今まで作ってきたシステム（構造や

やり方）が固まっている企業でも、これまで企業を作り上げてきた人たちは変えること

ができるはずです。それに乗っかっているだけで何もやってこなかった人が変えること

は難しいですが。 

木村 企業では、今、事業部縦割り全盛であって、その上に経営者が乗っかっていると

いう、こういう体制をどうやって崩したら、また、崩せるのかが一つの課題ではないか。

センター長の前のご発言でピンと来たのは、今の中間管理職は、自分は自分が会社員で

いる間はもつだろうと考えているから危機感がない。この中間管理職の問題を経営者が

何とか出来ればと思いますね。 

齊藤 やるのだったら、自分でその中間階層を抜きにしても自分がやる、つまり、経営

者、自らがＤＸを指揮してやるという覚悟を持って、本気度を示さないと、それは難し

いと思います。 

木村 やはり経営者が踏み込んで、いざとなったら俺がやるぞという覚悟でやらないと

駄目だっていうことですよね。 
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齊藤 それは本当に感じますね。変える時は、「やれ、やれ！」という掛け声だけでは

上手くいきません。トップがコミットして、自分なりの達成後のイメージをもって、口

を出すようにしないと。例えば、組織の働き方をこういう風にしたいとか、こんな働き

方をして欲しいとか、自分なりのビジョンと達成後のイメージを持っていないと、単に

ＤＸやれとか、効率上げろと言う、言葉だけでは、担当者もどうしたら良いか分からな

いと思います。 

コスト低減を目指すとコスト下がりました、と成果を報告することがあります。実は、

下がったのはそこだけで、他にコストを付け替えているようなことも多々あります。結

果、苦しくなる人が他にできる。これが、本来の姿か、と感じることも多く経験しまし

た。 

木村 もう一つは、やはり、新しく山を作らなければいけないという、その山のイメー

ジを鮮明にさせることですね。それはとても重要ですね。 

齊藤 ビジョンや何とか像といった自分なりの概念、イメージがあると、あそこはこう

したい、ここはこうなっているはずだ、いう会話も出来るし、そのイメージを持ちなが

らであれば、多面的に発するメッセージでも、一貫したメッセージとなって伝わるとお

もいます。経営者ではなくても、変革をリードする人間は、そのイメージを自分で持っ

て、みんなと会話を始めるようにしないといけないと思います。断片的に話をするだけ

では、バラバラに行動する集団を生み、結局、うまくいきません。 

 

                                               

 

ＤＡＤＣは何をするためにあるのかという話ですが、産業界でも皆で共通的なインフラ

を作って新しいビジネスを始める時に、それをオーソライズする場としてＤＡＤＣの活

用ができると思います。 

ある産業界の一部がやっていても、これをＤＡＤＣの場に持ってきて、逆にＤＡＤＣ

がメッセージから出していけば、後ろに官の意見も反映されたという形にもなり、オー

ソライズされる訳ですね。標準化を含めて、業界の皆さんに問うといった話もできます。

そういう場として使うことは出来ますし、逆に、自分たちが新しいことをやりたい時、

今の制度、規制の上では実現できないということが出てきたとします。その際に、こん

なことをやらなければいけない、ということを検討してＤＡＤＣを経由で、そういう制

― ＤＡＤＣとの連携について ― 

 

木村 よく、分かりました。経営者であるＳＩＣの理事の皆さんにもセ

ンター長のお考えを共有して頂くことを期待します。最後にＳＩＣとＤ

ＡＤＣとの連携についてお話し頂けないでしょうか？ ＳＩＣ中でもそ

れほど議論もしていないので具体的にどうしたらいいかということを、

お話ししていただけたらと思います。 

齊藤 ＤＡＤＣのセンター長の立場で、少しコメントさせてもらいます。 
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度、規制に作り変える動きもできます。そうした形で連携するＳＩＣからのＤＡＤＣの

活用法はあると考えています。 

自分達はこういう社会を創りたい、その中でビジネスをやりたい、そこは共通的な話

だからそこの議論をしよう、というのが、ＳＩＣで、今、やっていることですよね。 

木村 はい、その通りです。 

齊藤 産とか官の課題でやりたいことを聞いて、中立・透明な場をつくり、必要な人材

に参加してもらって、そこで議論しながら世の中にメッセージを発信する、そして、フ

ィードバックを得て社会実装に向けてアーキテクチャを固めていく、それがＤＡＤＣミ

ッションの一つです。 

私は、官への政策提言についても、業界に問うことも含めて、それをワンストップで

進めることがＤＡＤＣではできるようにしたい。ＤＡＤＣに持ち込み、関係者と検討し

て、必要な書類（ホワイトペーパーなど）を作成し、業界にヒアリングしながら、ルー

ル化、標準化などを進めるようなことが、整然と効率的にできる「場」にＤＡＤＣをし

ていきたいと考えています。だから、ＳＩＣがこういう協調領域のインフラをとか、ビ

ジネスを作りたいと言った時に、ＤＡＤＣとうまく連携すると、それが実現する可能性

はある、と考えて頂いて良いのではないかと思います。パワフルでないという話を、先

日、ＳＩＣの理事の方がされていましたが、ＤＡＤＣは人数が少ないのも事実です。し

かし、ＤＡＤＣに人が少なくても、外部の人たちとのネットワークを活かして、必要な

チームを作ることもできます。その方たちの協力を得ながら、インキュベーションラボ

やワーキングの形でプロジェクトを進めながら、そこでの成果をみなさんに問うという

形で、いろいろなことをオーソライズするということはできると思います。 

木村 そのオーソライズするということは、どういう意味でしょうか？ 

齊藤 現在、オーソライズする場としては、経団連会長など、経済界の重鎮に加えて、

経産省やデジタル庁を所轄する大臣も出席する「デジタル市場基盤整備会議」がありま

す。それ以外にも、アドバイザリーボードという仕組みで、有識者を集めて、意見を聞

きながらアーキテクチャに反映し、それを関係者の皆さんに問い、フィードバックを折

り込んで、求められるアーキテクチャを確立していくような仕掛けと仕組みもあります。 

何れにしても、デジタル社会に不可欠の業界の協調領域、準公共的なインフラなどの

産と官の両方に関係するアーキテクチャのデザインには、これからの社会像を描き、そ

のシステムとしてのあるべき姿をフラットに議論できる「場」が必要ですので、私は、

そういう「場」にするためにも、社会を変えられるかもしれない、と思ってもらえる、

まずは、そんなＤＡＤＣにしたい、というメッセージを出しています。そして、皆さん

に認めて頂けるようになれば、一番のオーソライズになっていくと思います。 

木村 新しい山の話のことかもしれませんが、公共制度を、一度、確立してみて、シミ

ュレーションの上でいろんな政策をやってみる、と言うお話を以前されたと思いますが、

その辺りはどうでしょうか。 

齊藤 今後、そのような社会シミュレーションを実現するアーキテクチャ設計は必要と

考えています。ただ、それが実現できる環境を、まず作らないといけません。 
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例えば、サプライチェーンやバリューチェーンを全て掌握しているような統合的なビ

ジネスを展開する企業では、必要なデータも揃うので、そういうシミュレーションをや

ろうとすれば出来ると思います。しかし、実際の社会には、多くの企業が存在している

ので、現実を反映した社会のモデルは、いろいろなビジネスの業界に跨るレイヤー構造

でもあり、同じ業界でも、いろいろなサービスが乗っかってくるモジュール構造でもあ

ります。そして、現在のモノの世界では、産業クラスターを構成しながら、それぞれの

企業がビジネスを行っています。そういう現在の産業構造の中でも、これからのデジタ

ル時代、サイバー空間に現実空間を再現するようなデジタルツインというモデルが出来

上がれば、そうしたシミュレーションも可能になると思います。そのためには、現実社

会のシミュレーションに必要なデータを利用できるような環境、協調領域、共通領域が、

サイバー空間に必要になります。そういう社会システムのアーキテクチャを設計するの

がＤＡＤＣです。 

因みに、こういうやり方は、既に欧州では進んでいます。例えばＩＥＣなど国際規格

を作り、そこに則ってやると変なことが起きないというように、きちんとフレームワー

クも決め、一連のシステムを作っているではないですか。それに準拠しておくと、全体

としてきちんとできあがる。しかも、何か変えたかったらこの部分だけ変えればよいと

いう形で。しかも、運用の際のガバナンスのシステムも含めて、作り上げています。認

定機関を設けるわけです。 

現在のインダストリー4.0 の実現に向けても、データ駆動型の社会を目指して、アー

キテクチャを規定し、フレームワークをはめ込んで、その部分を認証する、例えば、品

質を良くするためにはどういう仕掛けと仕組みが必要かを考え、アーキテクチャを規定

し、フレームワークを決め、認証機関を設けながら、社会全体のシステムを作り上げる

プロジェクトを推進しているように聞いています。 

ＤＡＤＣでも、現在、そういうやり方で、将来の社会像を描きながら、アーキテクチ

ャ設計をしていくことにトライしています。具体的には、ドローン社会の実現を目指し

たアーキテクチャ設計です。ドローンという自律移動ロボットに焦点を当てて、その利

用するシーンを考えながら、社会実装までを視野にいれた検討を進めています。そこで

の必要な技術やビジネス分野を区別し、整理していくと、機体、運行管理、それらを利

用する各種サービス、つまり、物流サービスやエンドユーザーに向けたサービスなどに

区分されます。ＤＡＤＣでは、そういう全体アーキテクチャが区分されたレイヤー構造

で出来上がると仮置きし、全体と個別レイヤーのアーキテクチャをアジャイル的にデザ

インして行く予定です。 

例えば、フィジカル空間の状況をサイバー空間内で把握するために、まず機体のＩＤ

他の情報の扱いとか、運行管理のシステムを各種サービスと連携して、リアルタイムで

最適な意思決定をするかとか、そうした社会で想定される様々なリスクの把握とその対

処をどうするかとか、さらには、ドローンの運行中に獲得したいろいろなデータの様々

なサービスでの活用をどうするのかとか、そんなことを議論しながら、実現したいドロ

ーン社会において、産業分野が、時代を超えて成長できることも含めて、レイヤー構造、
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モジュール構造を有したアーキテクチャ設計に挑戦しています。 

まさに、このアーキテクチャには、ドローンで得られる様々なデータを利用して、社会

レベルでのシミュレーションを実現できるようなデジタルツインの概念を含めたデザ

インが必要になると考えています。 

木村 それは、コンピュータのアーキテクチャの時代の考え方と、非常に近いですね。

アーキテクチャをベースにして、いろんなコンピュータ部品とかデバイスが変わってい

って、その変わっていったときにどうなるのかというのを、アーキテクチャを使って探

索していきました。 

齊藤 これが社会に埋め込まれないと、何かが変わったら、あらゆるところを変えなけ

ればならないという、今のＩＴのシステムみたいになって、リスクも高く、ものすごく

コストの掛かる社会システムになります。 

木村 一つも変えられない例は、日本では沢山ありました。世界的に優れたものでも、

一つ変えると全部を作り直さなければならなかったこともあります。 

齊藤 日本のモノ作りの特徴ですね。日本のもの作りは、欧米のモデルを参照しながら、

現場合わせ的に片端から全体を作り上げた例が多いように思います。出来上がったら、

試行錯誤しながら作ったのだから良いものなのだけれど、何かあったらもう１回全体を

作り直しになるようなことが多いように思います。ここを変えるだけ、いった設計が不

得意です。システム視点でアーキテクチャを考えたモジュール化ができていないのです。 

木村 ＤＡＤＣの考え方がよく分かりました。そういう意味では非常に重要ですね。今

までの日本の不可能を可能にするかもしれない。 

齊藤 ＳＩＣとしては、そこをうまく利用したら良いのではないかと思います。これか

らの社会をイメージして、何人かで社会を作り替えていくようなことを検討する、その

結果をＤＡＤＣの「場」に持ち込んで、アーキテクチャをデザインしていく、そんな連

携でしょうか。いろいろな人たちの話を聞いて、フィードバックして、社会に問いかけ

ながら固めていくというのがＤＡＤＣのミッションですから、ＳＩＣもＤＡＤＣをうま

く利用したら良いのではないかと思います。 

木村 固めていくというか、ここまで固まったって言う、そういう提示というのは、い

ろいろな段階でやられて行くのですね。そういうことですと、日本も少し変わるかもし

れませんね。 

齊藤 それはまだ分かりませんが。とにかく、ＳＩＣの良いところは、誰かの意見で動

くと言うところではなく、皆の意見を尊重するということなので、うまく内部で調整を

して、それを基にＤＡＤＣとの連携を図っていったら良いと思いますよ。 

木村 今日は、ＳＩＣが何をやるべきかについていろいろ伺うことが出来て、大変あり

がとうございました。 
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＜対談＞を終えて 

 コロナ禍中にもかかわらず、あえて対面での対話をお願いしたが、センター長の迫力

と熱気に圧倒された１時間半であった。対談というよりはもっぱら私が聞き手に回った

センター長の「独談」であったが、おかげでセンター長が考えられている日本の産業の

未来像、それに至る道筋をこれまで以上にはっきりと理解できた。私には何物にも代え

がたい機会であった。今後のＳＩＣの活動の中で、センター長の持たれている危機感と

ビジョンを共有し、センター長の強いリーダシップの下に日本の産業界の再生と発展を

目指して努力していきたいと思う。                                                                 

                              文責： 木村英紀 

記録：ＳＩＣ事務局：出口光一郎事務局長、久保忠伴事務局次長 

 

           （SICニュースレターVol.3.6、2021 年 6月 8日発行に掲載） 
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Ⅱ 論説（ＳＩＣ会員） 

 

論説１ 

    システムイノベーションセンター（ＳＩＣ）３年目を迎えて 
 

      ＳＩＣ理事・副センター長 木村英紀 （東京大学・大阪大学名誉教授） 

 

１．コロナ対策とシステム思考 

本年（２０２１年）１月からＳＩＣの活動は３年目に入ります。２年目であった２０

２０年度は活動の本格的な開花期のはずでしたが、残念ながら新型コロナウィルスのた

め、計画した活動が思うように出来ない一年でした。しかし、コロナが強いるオンライ

ン化を実施していく過程で活動の様々の局面でそのノウハウを獲得し、ＳＩＣの活動の

全面的なオンライン化が可能であることを確認出来ました。さらに、オンライン化には

これまでの来場方式にはない利点が存在することを発見し、それを取り入れることによ

って新しい活動のスタイルを確立する可能性を見出しつつあります。ポストコロナの

「ニューノーマル」時代でこれまで以上に活動を強化できる態勢を築きつつあります。 

２０２０年１２月までの２年間の活動を通してＳＩＣの存在は少しずつではあります

が社会に注目されるようになってきました。しかし、まだその認知度は十分ではありま

せん。２０２１年度からの第二期２年間の活動によって、ＳＩＣが日本の産業社会にと

って必要不可欠な存在であることを世の中に広く認知させたいと思っております。例え

ばＳＩＣの主張の一つであるシステム思考の強化によって産業社会のレベルを向上さ

せることは、ますます重要になりつつあります。私見ではありますが、このことを政府

や自治体のコロナ対策に例を取って述べます。 

皆さんは２０２０年の春から、政府や自治体のリーダから「ここ〇週間が勝負時だ」

という発言を何度か聞かれたはずです。これまで遭遇したことのない大きな危機に国全

体が置かれていることへの緊張感からこのような発言をしたくなる気持ちは分かりま

すが、実際はいたずらに国民に焦燥感をあおり、事態に対する冷静で合理的な対応を阻

む結果をもたらす、政策の未熟さを示すものでしかありませんでした。このことは「勝

負時」が終わっても勝ったか負けたかの判定は誰からも下されず、あいまいなままに終

わってしまっていることからも明らかです。 

このような発言をリーダが連発することの背景には日本人の行動様式に深く根を下

ろした「短期決戦主義」と「精神論」があります。思えば第二次大戦時の日本軍は、こ

の二つが行動の規範となっていたために負けを早めました。対コロナという「戦争」で
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再び過去の亡霊が姿を変えて現れてきたような気がします。 

システム思考は短期決戦主義とは無縁です。短期決戦主義は「感染防止」と「経済活

動持続」の両極の間を揺れ動く政策のブレを招きました。政府だけでなく、世間もこの

二極間で揺れ動き、どちらが大切か、という不毛の議論を招きました。少し冷静に考え

れば、「感染防止」も「経済活動持続」もともに必要であることあることは自明の理で

す。やるべきことは長期的な展望に立って状況に応じて両者のバランスを調整していく

ことであり、これがシステム思考の教えるところです。 

システム思考は空虚な「精神論」を支持しません。正確な状況把握にもとづいて合理

的な政策を選び、そのもとで人々の協力を仰ぐことがシステム思考の教えるところで

す。「今が勝負時」を連発すると、狼少年の故事が示す通りそのうち効果が薄れていく

だけでなく、いたずらに人々の恐怖心をあおっただけの結果に終わってしまいます。あ

り得ない仮定の下で悲観的な予測を科学の名のもとに開示することも、別の意味での精

神論の動員であり、システム思考とは無縁のものです。 

パンデミックはすべての国を襲った新しい脅威であり、その対策に過去の模範解答は

ありません。それぞれの国はそれぞれのやり方で対応せざるを得ません。他の国でも

様々な失敗をしています。その成功と失敗はそれぞれの国のありようを否応なく映し出

します。日本ではそれがシステム思考の未成熟として示されたと私は思っています。日

本におけるＳＩＣの存在の重要性を示しているのではないでしょうか？  

なお、コロナ問題についての私の考えは、ＳＩＣニュースレターの２０２０年４月号

(Vol.2.4)と５月号(Vol.2.5)に「コラム」として書かせて頂いたので、興味ある読者は

ご参照下さい。 

 

2．アーキテクチュアとシステム 

２０２０年度のＳＩＣにとっての最大の出来事は、経産省の外郭組織であるＩＰＡ(情

報処理推進機構)に作られた「デジタルアーキテクチュアデザインセンター（ＤＡＤＣ）」

のセンター長に齊藤裕ＳＩＣセンター長が就任されたことでした。ＤＡＤＣは経産省が

システム化の推進を目指して行った様々な調査や政策模索のプロセスの一つの着地点

であり、そのプロセスでそれなりに協力してきたＳＩＣにとって、齊藤センター長がそ

のトップになられたことはＳＩＣの事業を進め日本のシステム化を実装していくうえ

で大きなプラスです。 

ＳＩＣの実行委員会でこのことが報告されＤＡＤＣとの連携の方向が議論されたと

き、そもそもアーキテクチュアとは何かがよく分からない、という発言が何人かの方あ

らありました。ＤＡＤＣの使命である「システム化」とＤＡＤＣが目指すアーキテクチ

ュア設計とはどう結びつくのか、という疑問であったと思います。これについて以下私

見を述べたいと思います。 
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よく知られているようにアーテクチュアのもとの意味は建築物の構造・様式です。出

来上がった建築物の構造を指すだけでなく、建造物を設計する行為という意味も含んで

いるようです。素材とは別に様々の構造の違いに注目し、その中から一つを紡ぎだす設

計に焦点を合わせるアーキテクチュアという概念が生み出されたのは、建造物が近代工

業以前の世界で人々が利用する人工物としては、その複雑さが抜きんでていたからでは

ないだろうかと思われます。ご存知のように家を建てるには、大工以外の様々な業種が

力を合わせることが必要になります。設計を担当する大工（工務店）は、表具屋、水道

屋、とび職、電気屋、瓦屋、植木屋など多くの異なった業種を統括することが必要にな

ります。ＳＩＣの文脈ではシステムインテグレータでありプロジェクトマネージャーで

す。建築家に与えられる「アーキテクト」という呼称は、難しいシステム構築のマネー

ジャーとしての敬意をこめた言葉ではないでしょうか？  

アーキテクチュアという言葉が建築学以外で初めて使われたのは計算機の分野です。

計算機は、大量生産される工業製品の中でその複雑さが群を抜いているだけでなく、そ

の用途も実に多様なシステムです。建築の次にアーキテクチュアという概念が浮かび上

がったのも自然の成り行きでしょう。文献[1]によると、計算機アーキテクチュアとい

う言葉が初めて使われたのは、１９６１年に最初の全トランジスタ型計算機として作ら

れたＩＢＭ７０３０の開発だそうで、計算機科学ではその黎明期からアーキテクチュア

の概念が存在していたことになります。 

その後計算機アーキテクチュアの正確な定義がＩＢＭ３６０の開発担当者の G.M. 

Amdahl によって与えられたとのことです。その時の定義は計算機の設計に関する限定

された範囲の技術を指すものでしたが、その後技術の進展に伴って定義の幅は広がり、

[1]では計算機アーキテクチュアを「計算機システムの設計または構造」あるいは「ハ

ードウェアおよびソフトウェアに関する基本設計」としています。建築の場合もそうで

したが、「アーキテクチュア」という概念自体に「設計」という行為が内包されている

ことを[1]では示しています。ＩＰＡに設置されたセンターの呼称「ＤＡＤＣ」にはア

ーキテクチュアと設計（デザイン）が独立なものとして並列されていますので、アーキ

テクチュアのとらえ方が本来の語義から少し離れているようです。 

計算機の科学および技術の発展でアーキテクチュアの概念はきわめて重要な役割を

果たしただけでなく、アーキテクチュアの概念も様々な形で進化発展をしました。プロ

グラム言語の開発はアーキテクチュアの進歩と軌を一にしていますし、タイムシェアリ

ングやマルチタスク、キャッシュメモリの導入など計算機技術の初期の進展はアーキテ

クチュアの革新によるものです。パイプライン方式やデータフローマシンなど様々の並

列計算方式の開発は新しいアーキテクチュアの開発そのものであり、オブジェクト指向

など深いレベルでのソフトハード両面での計算機の原理的な革新もアーキテクチュア

の革新にかかわることであるといってよいでしょう。 

計算機アーキテクチュアにおける様々の成果を一般の工業製品の製造に適用しよう

としたのがＭＩＴの Boldwin らです[2]。[2]では計算機アーキテクチュアの技術の本
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質をモジュール化にあると捉えており、その実例としてＩＢＭ３６０のアーキテクチュ

アとその開発の過程を詳細に分析しています。ご存知の通りＩＢＭ３６０は最も成功し

たメインフレームで、その特徴は周辺機器も含めた計算機のすべての部品を一つの原理

で統合し、ユーザーのすべてのニーズをその枠内で充足させる巨大なシステムを構築し

たことにあります。この計算機がメインフレームのマーケットを独占し他の追随を許さ

ないＩＢＭ王国を作り上げたことはよく知られています。ただし、この成功がＩＢＭを

新しい技術の波に乗ることを妨げ、後にＩＢＭが存亡の危機に立たされた原因となりま

した。 

文献[2]ではモジュール化が計算機だけでなく一般の巨大で複雑なシステムを設計・

構築するうえでのほとんど唯一の解決策であることを主張しています。そしてモジュー

ル化の利点を挙げるとともに、そのための有力なツールとして「設計構造行列（DSM）」

を詳しく紹介しています。実はこの重要な著書ではアーキテクチュアと言う言葉はほと

んど出てこないのが不思議です。この本の内容をシステム構築におけるアーキテクチュ

アの視点から発展させたのが文献 [3]です。 

[2]によってモジュール化がアーキテクチュアの本命であることが多くの人々に受け

入れられて来ました。経済学からの詳細な分析もされています[4]。オープンシステム

とクロースドシステムにかかわるビジネスモデルの問題が多くの人々の関心をあつめ

たのも、モジュール化が工業製品の付加価値を高める市場戦略に有効であることから来

ています。また、日本の工業製品の世界シェアの喪失がモジュール化の遅れによるもの

であるとの指摘もありました（例えば半導体製造機械など）。ドイツ発の Industrie 4.0 

でもモジュール化の推進が標榜されています。 

モジュール化が支配的であったアーキテクチュアの議論に一石を投じたのが東京大

学ものづくり経営研究センター（ＭＭＲＣ）の藤本隆宏教授です[5]。彼は工業製品に

はモジュール化が難しいものもあることを指摘し、そのような製品を「すり合わせ型」

とよびました。日本のモノづくりは「すり合わせ型」を得意としており、その代表が自

動車であると主張しています。すり合わせ型とモジュール型の区別を、機能と部品の相

関グラフから定量的に捉えられることを示した藤本らの議論はそれなりに説得力もあ

ります。藤本ら以外にもモジュール化の支配的な傾向に疑問を呈している研究者もあり

ます[6]。 

以上述べたアーキテクチュアの議論はその範囲が工業製品に限られていました。アー

キテクチュアは工業製品をシステムとして捉えた時に、要素をつなげシステムとして統

合する方式全般を示すものとして使われてきたことはすでに述べた通りです。これを産

業・社会の組織、政策に適用し、技術だけでなく経営や産業構造、さらに社会の仕組み

全体にまで拡張し、アーキテクチュアにもとづく政策展開につなげようとするのがＤＡ

ＤＣ設立の趣旨と理解します[7]。そうなるとアーキテクチュアの対象はＳＩＣが対象

とするシステムと同じレベルの広さと深さを持つことになります。従って、アーキテク

チュアはシステムのありかたを表現するものとなります。そうなればＤＡＤＣとＳＩＣ
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の目標はほぼ重なり合います。 

ＳＩＣの定式化によると、システム化は次の三つを含みます[7]。 

  ① システム思考 

  ② システム構築 

  ③ システム運用 

これまで述べてきたことから、アーキテクチュアは②のシステム構築に主にかかわっ

ていると考えられます。②はこれら三つの課題の中でもっとも困難で重要な問題ですが、

すでにこの文の冒頭に述べたように、日本の社会では①も大変重要です。レガシー問題

や危機対応などで明らかになったように、③も極めて重要な課題です。従って、アーキ

テクチュアをベースとするＤＡＤＣよりもＳＩＣはさらに広い問題領域を扱うといっ

てよいでしょう。これがＳＩＣとＤＡＤＣの最も大きな違いです。 

一方、ＤＡＤＣには行政組織として現実の日本の課題状況の下で政策を実行する力を

持っています。産業界の状況に即して頭で考える頭脳集団としてのＳＩＣに対して、現

実に手足とある程度の権限を持つＤＡＤＣは、互いに補い合う側面を多く持っています。

新しいシステム構築の提言をＳＩＣが発出し、そのための環境づくりをＤＡＤＣが進め、

両者が協力し合ってその最終的な実現に取り組む、というのが一つの理想的な連携の姿

ではないかと思います。 

 

3．２０２１年度計画されている企画の紹介 

２０２１年度企画されているＳＩＣの催しについて、主なものに限って以下簡単に紹

介しておきたいと思います。これらはすでに先月末の実行委員会と理事会で承認されて

おります。日程はまだはっきりしないものが多いのですが、一応計画されている順に述

べます。 

３．１ 「システムイノベーションのケーススタデイ講座」の開催 

すでに受講生の募集要項が発出されていますが、２０２１年１月２３日に表記の第

一回講習会が人財育成協議会で実施される予定です。システム構築の能力を実際に獲

得するには、そのプロセスをケーススタデイを通して体験することが不可欠です。そ

の場合も、ＭＢＡなどで実施されている様式化された現実感が希薄なケースではなく、

困難を乗り越えてシステム構築を達成し、実際に稼働しているシステムを題材とする

ことが望ましいことが人財育成協議会で確認され、この講習会を企画しました。題材

はＪＲ東日本の首都圏運行システムです。ともに会員企業であるＪＲ東日本と日立製

作所が緊密な連絡を取り合ってこの企画が実現しました。今後もできれば会員企業か

ら題材を提供して頂き、この新しい形の講習会を継続していきたいと考えております。

ご協力をお願い致します。 
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３．２ 「戦略委員会」の設立 

これまでＳＩＣには長期戦略を議論する場がなく、本来はその任にあたる実行委員

会では差し迫った案件の処理に追われ思うようにその議論が進みませんでした。その

ため、ＳＩＣが目指す目標や理念の環境変化に応じた課題提出やその具体化について

の議論が不十分で、外部に対する発信力に乏しい面がありました。この反省の上に立

ち、今年度から「戦略委員会」を理事会直下の組織として立ち上げ、ＳＩＣの活動の

戦略を議論し、その内容を発信していきたいと考えております。ＤＡＤＣとの連携の

具体化も考えられる主なテーマの一つです。センター長はじめ理事の方々も時間的な

余裕があればご参加をお願いする予定です。 

 

３．３ 「経営者啓発のための研修会（仮題）」の開催 

ＳＩＣの目標の一つとして企業、業界を超えた連携活動の強化があります。今の日

本の現状は、個企業の利害だけを価値基準とした部分最適では全体の落ち込みを避け

ることが出来ません。対応するＳＩＣの活動は主に分科会活動として実施されていま

すが、この活動を強化するにはどうしても企業全体の意思決定を担う経営者の積極的

な同意と参画が必要です。そのためには経営層の意識変革が必要であることは２０１

９年度の理事会で強い意見が出され、その結果表記の研修会が企画されました。本来

は２０２０年の夏に実施予定でしたがコロナのために無期延期になってしまいまし

た。オンライン化、あるいはハイブリッド化の技術にそれなりに熟達した協力者を得

ましたので、状況が許す限りこの研修会を実施したいと考えております。時期として

は東京オリンピック・パラリンピックの後あたりになるのではないかと考えています。

すでに、研修会にご登場予定の理事の方も決まっております。 

 

３．４ 国際シンポジウムの開催 

これも２０２０年度企画されていましたが、実現できなかったものです。ポストコ

ロナの状況を踏まえてシステム化の要請が国際的なＤＸの潮流の中でどのような形

をとるか、を議論していきたいと考えています。海外のこの面でのオピニオンリーダ

をゲストとしてお迎えし、講演を頂くこと、ゲストを囲んでパネル討論を行うことが

主な内容になると思いますが、シンポジウムのテーマやスローガンはまだ決まってお

りません。すでに述べた「戦略委員会」で詰めていくことになると思います。ゲスト

の候補としては、ＭＩＴのＩＤＳＳ（Institute for Data, Systems and Society）

の教授たちやＳＩＣ理事であるＴＲＩ(Toyota Research Institute)のギル・プラ

ット氏などが考えられます。オンラインかハイブリッドになるかまだ分かりませんが、

大勢の聴衆を集めたキャンペーンとしたいと思いますので、技術的な課題が多く出て

きそうです。これについても会員企業の方のご協力をお願いする次第です。 

以上、２０２１年の年頭に当たって感じるところや企画などを述べさせて頂きました。
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コロナの攻撃は休むところなく続いています。年末には新手の攻撃が仕掛けられ、対

策の成否は予断を許しません。試練はまだ続くと思いますが、それを乗り越えていく

ことを通して新しい世界が開けつつあるような気がしています。皆様のご健康を心よ

り願っております。 
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論説２    

DX と システム・アーキテクチャーの諸課題 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 執行役常務 亀田浩樹 （ＳＩＣ顧問） 

 

コロナ禍で人々の行動やニーズが変化し、デジタルトランスフォーメーションが加速

する中で、システムの役割も一層多様化している。 

システムの技術・データ・ネットワークといった物理的要素、それを支える戦略・ルー

ル・ガバナンス、更にそれを支える組織・人材等、いずれのコンポーネントも変革のス

ピードが上がり、多様な対応が求められている。 

ここでは、散発的ながら、自社におけるいくつかの取り組みと課題に触れたい。ＳＩ

Ｃの立ち位置や社会的意義と比較すれば極めて狭いが、一つの会社が直面する課題は、

社会全体の課題の写像であるとも考え、参考になればと思う次第である。 

 

１．ＤＸ戦略全般 

（ア）自社の取組み 

✓ 自社ではＤＸ戦略を、①既存プロセスをベースとした改善（ＲＰＡ、ＡＩ活用

等）、②非連続・全く新しい技術に基づくビジネスそのものの創出、③その中間

にあるビジネス・プロセスの変革に分類し、活動を進めている。 

 

✓ 特に大きな変化をもたらすのは様々なプラットフォーマーとの連携だろう。金

融の世界でも、例えば、米国のプラットフォーマーと連携したブロックチェー

ン技術を使った新しい決済ネットワーク構築が、ほぼ完成しつつある。これは

Fintech 企業やペイメント企業による新たなサービスの展開、データ駆動型ビ

ジネス、一層のＩｏＴ拡大を展望し現在の数百倍以上の小口大量トランザクシ

ョンをセキュリティ面でも安全に支える構造、等を目指したものであるが、活

用次第で新しい付加価値を生み出せると思う。ブロックチェーン技術は契約ス

キーム等、多方面での活用が見られるが、更に多様な用途で活用が進むと思わ

れる。 

 

✓ また、アジアの配車・宅配プラットフォーマー、アジアのグループ銀行との連

携を進めている。プラットフォーマーの持つオンライン顧客接点・サービスお

よびデータ分析力と、自社が培ってきた金融業務ノウハウとを掛け合わせ、全

く新しいチャネルを通じて、新しい顧客への新たな金融サービス展開が可能と

なりつつある。 
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（イ）課題と対応 

✓ ＤＸにおける課題の一つは、「アイデアを形にする実践力・推進力の向上」だと

思う。ビジネス・サービス・社会全体のプロセスに対する深い課題認識・考察・

戦略が無い、もしくは中途半端なまま、技術のみ先行で議論がされ、ＰｏＣが

実施され、それで終了してしまっているケースも散見される。また、手段の一

部であるはずのＤＸ化自体が目的化して、本質的な意味を失っているケースも

あるように思われる。ビッグ・ピクチャーは必要だが、小規模でも実際に使え

るＩＴサービスを早期に世に出す、そして状況を見てサービスを拡充するとい

う「実践・実装にこだわった」アジャイル的アプローチが必要であると思う。 

 

✓ 次の課題はバランスである。技術的な実現可能性のみが先行するが、実際にＩ

Ｔサービスを提供するにあたって必要となる要素、セキュリティ、コンプライ

アンス、安定性、パフォーマンスなどについて検討ができていないケースも多

い。それらが「後追い」で議論される結果、スピード感を損ねることもあり、

複合的な検討体制が必要である。 

 

✓ もう一つの課題は、不確実な中でチャレンジに対するリソース配分の在り方と

だと思う。ビジネス・技術を結合させるアイデアは多様であり、何が結実する

かの選定は難しい。自社でも米国をはじめテクノロジー・ラボを設置し、技術

のサークルに入ることでトレンドを把握する取り組みを続けているが、見極め

は容易ではない。社会全体として協調するエリアと、戦略として独自に進める

エリアを従来以上に明確化し、前者を共同して推進する仕組・枠組みが更に強

化されることが望ましい。 

 

２．システム・アーキテクチャー戦略 

（ウ）課題 

✓ ＤＸ戦略は、顧客接点など目に付きやすい部分での技術・変化にスポットがあ

たることが多いが、その大半は既存システム資産との連携を抜きにしては語れ

ない。既存資産がＤＸ化の阻害要因とまでは思わないが、足かせになるケース

も無視できない。ただ、最大の課題は、ＤＸ戦略とシステム戦略は線引き・役

割が曖昧になりがちになる、と言うことだろう。担当セクションが分離されて

いるケースも多いと思うが、役割分担や分掌を超えて一体的な運営をすること

が必要になる。 

 

✓ また、バックエンド、ネットワーク、データ等、既存資産は膨大であり、一朝

一夕に入れ替えることはコスト・システムリスク・人材の面で容易ではない。
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更に既存資産システム群は、一定の標準化やアーキテクチャー思想のもとで構

築されてきているはずだが、技術や歴史的な制度・環境の変化の中で、結果と

して統一できていないものが多い。サイロ型システムも複数あり、結果として

重複した機能・データの併存、非統一なＵＩ/ＵＸなどの課題がある。もっとも

ベーシックなＩＤ管理や情報共有の仕組みもバラバラな結果、セキュリティ・

脆弱性高度化の障害になっていることも多く、課題は山積している。社会、業

界内でも必ずしも標準化や再利用化が進んでない領域も多く、生産性の阻害要

因になっている。 

 

（エ）対応 

✓ 自社ではこれらを段階的に改善、課題解消していくため、「アーキテクチャー

戦略」を１０年の計画で推進している。「個別最適」のシステムを積み上げるこ

とにならないよう、ビジネス、アプリケーション、データ、基盤、セキュリテ

ィといった主に５つのアーキテクチャーを軸に、「全体最適」の観点で中長期

的なアーキテクチャーロードマップを策定、それに沿ったシステム構築・更改

を進めている。 

 

✓ アーキテクチャーの観点でも、業種・業態、官民を超えた枠組みが更に活性化

することが望まれる。ＡＰＩのＯＰＥＮ化等による業態連携は進みつつあるが、

更に進めて社会全体のアーキテクチャーロードマップ策定と、各処に存在する

機能やデータの「オープン化・カタログ化」、それに基づく共同化・共通利用が

進むと良いと思う。これらはＳＩＣの重要な役割の一つであると考えている。 

 

３．個別トピック 

（オ）データ活用 

✓ データ活用・データビジネスも多くの手法が確立されつつある。オープンデー

タに加えて、ＩｏＴやＡＩなど技術進展によって活用が可能となるオルタナテ

ィブデータ、更に多種多様な業態が保有するデータを結び付け、ＡＩを活用し

た動態管理や将来予測により、新たなサービス展開を目指している。 

✓ ただ、「思い」と「実態」にはまだ乖離があることは否めない。データ活用とい

う目標は高く、ビッグデータ基盤は構築済、それを活用するためのＡＩ、ＢＩ、

ＥＴＬのツールなども種々試しているものの、真に意味のあるデータ活用に向

けてはハードルが未だ高い。データ分析人材・スキルの枯渇も課題ながら、何

をそこから導き出したいか、という目的が明確でないケースが散見される。 

✓ 人材については、サイバーセキュリティエリアとデータ分析エリアが最も枯渇

しているエリアとも言われる。各主体に分散するまでのリソースが十分でない
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段階では、Center of Excellence として知見を活かして課題を解決する仕組

みが欲しい。 

 

（カ）クラウド活用 

✓ 自社のクラウド活用の発端は、基盤提供の迅速化、データの一時的・季節性変

化への柔軟性の確保、定期的に発生するＥＯＳ(End Of Service/Support)対

応からの脱却、コスト効率化、などを意図したものであり、ＩａａＳ

(Infrastructure as a Service)的活用が主だった。大量トランザクション

のための装備は、ホストコンピューティングに未だ優位性が多いが、近い将来、

立脚する技術は異なるが、安全性・安定性の面では比肩しうるものと思う。 

 

✓ この３年程度はＩａａＳ的活用からアプリケーション的活用に変化している。

マルチクラウド化は、何と言っても多様なクラウドネイティブサービスの利用、

他業態との連携にメリットがある。特にＡＩ活用、ビッグデータ分析など技術

進展の速いエリアにおいて、複数のサービスと連携しての効果が期待できる。

ここでは、コンテナ技術、セキュリティ面での担保がカギとなることは言うま

でもない。 

 

✓ ＳａａＳ(Software as a Service)的活用としては、既に複数の業界で活用

が進んでいるが、例えばアジアで展開される農業サプライチェーンでは、農家・

仲介業者・加工業者・商社・メーカーなどを結び、商流・お金の流れ・各種情

報をクラウドプラットフォームで一元管理し、流通経路や収穫状況の把握、収

穫物のネット販売の代金管理など多様なアプリケーションが開発・提供されて

いる。クラウドが社会全体、業界・業種横断的な基盤となることは明らかとも

思われ、サービスの更なる拡充に向けて、構築者・利用者双方の立場からも声

を纏めていくことが必要と考える。 

 

（キ）標準化・ルール・ガバナンス 

✓ 標準化の仕組みを真に定着させることは、永年の悩みでもある。自社で言えば、

海外地域や個別グループ銀行のＩＴガバナンスは容易ではない。ルールはあっ

ても、各地域の制度に応じた個別対応をしていく中で、標準化をコントロール

することは困難を極める。 

 

✓ 標準化の方法としては、①ルールだけを作る、②ルールに加えて部品・ツール

も作って提供する、③もっと大きくパッケージやコンポーネントを丸ごと構築

して全て集権管理する、など様々だろうが、目標達成までのスピード感、対応

リソースとのバランスで、内容に応じた最適化を実施していくしかない。 
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✓ 幸いなことに、標準化団体による標準化が進み、クラウドネイティブの中で各

種のツール・パッケージは急速に洗練されており、造るシステムから、利用で

きるものは徹底的に使うことができる時代となった。その意味で標準化が容易

になりつつもあるが、標準化自体の変化がリスクにもなっている。 

 

（ク）人材育成 

✓ 自社では２０１６年に「ＩＴアカデミー」なる組織を立ち上げた。プログラム

ミング言語やソフトウエアの基礎・設定等に関する座学的な研修は外部への依

存度を上げてきたが、内製化と継承が必要な要素は多い。システムは、プロセ

スの変化やその時々の戦略、ルールを積み上げた歴史に外ならず、そういった

情報を組織知として継承していく必要性から創設したもの。大規模プロジェク

ト知見共有や実践アジャイルなども含めて、戦略的内製化を進めている。 

 

✓ ただ前述の通り、真のＤＸ人材の育成は試行錯誤。これが正解というものも未

だ無い。技術、環境、学際的な視野の広さ、制度・法務に関する理解、チャレ

ンジ精神、好奇心、プロセスやビジネスへの深い理解、そして変革を成し遂げ

る精神力など、経営トップに求められるものであり、より多くの人材を、多角

的なキャリアパスを経験してもらう中で育成していくしかない。 

 

４．連携の重要性 

（ケ）社会的連携・共通インフラの検討 

✓ 先にも述べたが、各主体における優先領域・競争領域にシステム資源を集中さ

せるためには、社会的に汎用的な仕組みは、極力共同化を図ることが効率性の

観点で望ましい。既に業界内での共同化や共同システムも多く存在するが、更

なる業態・業界横断の社会的インフラの高度化が望まれる。例えば、セキュリ

ティ・ＤＤｏＳ(Distributed Denial of Service)攻撃への対応、災害対策

のためのインフラ・ネットワーク、アンチマネーロンダリングやＫＹＣ(Know 

Your Customer)に関する仕組みなどはその対象となると思う。デジタル庁が

創設され、官公庁や地方自治体、民間との連携の標準化、データ連携も大いに

促進されるだろう。 

 

✓ また、ＩＳＯ２００２２対応などグローバルとの連携をする上で、各国の定め

た税務、制度、報告等の要件、データの持ち出し規制やクラウド利用規制を遵

守する必要がある。まさに社会インフラを構成するデータの標準化を含めた

「連結」「共有」の必要が望まれる。 
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（コ）産学連携 

✓ 自社におけるシステム・ＩＴエリアでの産学連携は、いまだ大きく拡充の余地

がある。ＡＩによる制定帳票の読み取りモデルや、高速分散トランザクション

台帳処理など、今後拡大が想定される先端技術への取組みを実施している。ま

た、大きなものとして、量子コンピューティングへの取組も開始している。簡

単にご紹介したい。 

 

✓ 自社では、東京大学・慶應義塾大学・ＩＢＭ等と共に、産学連携で研究を進め

ている。社員を研究者として大学に常駐させ、大学の専門家、企業の研究者と

共に進めることでより一層のイノベーションを目指している。 

 

✓ 量子コンピュータは現在のコンピュータとは異なる原理で動き、一部の計算で

は、本質的に高速な計算が可能となる。その為には、大規模で長時間計算がで

き、エラー耐性がある量子コンピュータが必要である。現在の量子コンピュー

タは、小規模でエラー耐性が限定的で隔たりがあるが、将来の活用にむけて、

基礎研究から取り組んでいる。萌芽期であり不確実性の高い技術であったとし

ても、時間軸と実現した際の影響度合いを鑑みながら、プロジェクトを進めて

いくことが重要である。攻めの面では、デリバティブの価格算出やリスク計算

等へ適用を検討中である。現在最も時間を要する計算の一つであり、量子コン

ピュータを用いることで、高速化・高精度化を期待している。また、ポートフ

ォリオ最適化を始めとした最適化計算や、様々な機械学習への応用も見込まれ

ている。一方で守りの面では、暗号への影響が大きな課題である。大規模な量

子コンピュータが実現した場合には、現在、共通鍵で用いられているＲＳＡ暗

号等が今までより短時間で解ける可能性があると知られている。金融機関のシ

ステムを安定稼働させながら、暗号方式の変更を行うには、膨大な時間・コス

トがかかり、前広に対策を検討していく必要がある。 

 

以上脈絡ない内容で恐縮ながら、社会的アーキテクチャーの確立と推進のため、いく

つかの課題を述べさせて頂いた。ＳＩＣが、関係各位と連携し、これらの課題への対応

の扇のかなめとしての役割を果たしていければ、と切に思う。 

                                   

（SICニュースレターVol.3.2、2021年 2月 5日発行に掲載） 
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論説３    

ニューノーマル時代に向けた IT企業の変革 

ＳＩＣ理事・実行委員長 松本隆明 （元ＩＰＡソフトウェア高信頼化センター所長） 

 

はじめに 

報道によれば、２０２０年１０月～１２月期における米国ＩＴ大手企業の決算は、ク

ラウドサービスの伸びなどによりいずれも過去最高益を更新したとのことである。グー

グル親会社のアルファベットは売上高が２３%増で純利益が４３%増、アップルは売上高

が２１%増で純利益が２９%増、フェイスブックは売上高が３３%増で純利益が５３%増、

アマゾンに至っては売上高が４４%増で純利益は２２０%増という好調さである。一方、

我が国のＩＴ大手企業４社（ＮＥＣ、ＮＴＴデータ、日立、富士通）のＩＴ部門の業績

は、２０２０年４月～１２月期決算で、売上高が同等か数％のマイナス、営業利益は数％

から１０%程度の増加に留まっている。決算時期が異なっているため単純な比較はでき

ないが、明らかに米国企業より日本企業の方が成長率は低いと言わざるを得ない。 

新型コロナウィルスの世界的な感染拡大により、社会はニューノーマルとも呼ばれる

新たな時代を迎えており、従来の生活様式や働き方、消費者の購買行動は大きく変化し、

リアルからバーチャルへのシフトが急速に進み、企業もこれまでのビジネスドメインや

ビジネスモデルの修正を求められつつある。こうした転換期に当たり、ＩＴ企業にとっ

ては、ディジタル化の流れが大幅に加速することで、大きなビジネスチャンスを得るこ

とになるはずであるが、ＧＡＦＡに代表される米国企業に比べて日本のＩＴ企業の出足

は芳しくない。本稿では、これまでＩＴ業界に身を置いてきた筆者の経験から、ニュー

ノーマル時代に向けたＩＴ企業の変革について私見を述べてみたい。 

  

１．共同開発 

潮目が変わりつつある時期においては、変化に迅速に対応し効率的にシステムの開発

を行うことがより一層求められる。そのためには、アプリケーション開発といった付加

価値を出すべき部分（競争領域）に開発リソースを集中し、基本ソフトウェアやデータ

流通基盤などのミドルウェアに相当する部分は非競争領域として、既存パッケージの活

用や、新たに開発する場合でも他社と共同で開発して開発や運用のコストの効率化をは

かるべきである。しかしながら、ＩＴ業界ではこの共同開発ということが従来からほと

んど行われていない。最近、大規模なシステム障害の発生により社会的に大きな影響を

与えた某大手銀行のシステムでも、４社のＩＴベンダが開発に関与しているが、それぞ
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れ基幹系業務、預金業務、為替業務、対外接続業務などの業務ごとに分担して開発して

いる分担開発の形態であり、共同開発という形態ではない。 

ＩＴ開発はしばしば建築と相似の形で語られる場合が多いが、建築ではジョイントベ

ンチャー（ＪＶ）方式という形で、複数の企業が１つの工事を共同で実施する形態が一

般的に用いられている。ＩＴ業界でなぜこうした共同開発形態が行えないのか、その最

大の理由は作業手順の共通化が図られていないからではないかと考える。ソフトウェア

開発においては、テーブル設計書やモジュール設計書等の詳細仕様書のフォーマットや、

ラベルや変数の付与基準といったコーディング規約などをあらかじめ作業標準として

詳細に決めておく必要がある。この言うなればソフトウェア開発のお作法とも呼ぶべき

作業標準がＩＴ企業ごとにバラバラであるために、なかなか共同で同じソフトウェアを

開発するということができないのである。作業手順を共通化し共同で開発することで、

非競争領域における開発コストや開発に伴うリスクを低減することが可能となる。また、

こうした手順が共通化できれば、ＩＴ企業間でのエンジニアの融通も柔軟に行えるとい

う利点も期待できる。 

競争領域と非競争領域の境界をどこに定めるかは難しい問題ではあるが、技術的な視

点からＡＰＩをどこに切るかと考えるのではなく、ビジネスの視点からサービスで競争

すべき領域とそうでない領域とを区分けすることが重要となろう。いずれにしても、Ｇ

ＡＦＡに伍していくためには、非競争領域にかかわる開発については複数の企業で連携

体制を組んで共同で開発し、成果はなるべくオープン化しプラットフォームとして共用

するということも必要となってくるであろう。 

 

２．アーキテクチャー設計 

システムは、企画、設計、開発、運用・保守、廃棄というライフサイクルをたどるが、

ニューノーマルの時代においては、このサイクルはますます短縮化する。企画、設計に

割り当てられる期間や検討リソースも絞らざるを得なくなり、本来は企画、設計時に、

運用・保守や廃棄に至るまでの考慮をすべきところが疎かになりがちとなる。サイクル

が短縮化する時こそ、ライフサイクル全体で品質確保を考えるというシステム思考で進

めることがより求められる。 

ライフサイクル全体でシステムの品質を確保するためには、運用・保守や廃棄のこと

も含めて最初にきちんとライフサイクルを踏まえた全体のアーキテクチャーを設計し

ておくことが重要となる。特に見落としがちになりやすいのがセキュリティである。シ

ステムを一通り設計してからセキュリティ要件を入れ込むのは多大なコストを要し、得

てして設計してしまったシステムの制約から不十分なセキュリティ対策となる場合が

多い。セキュリティ・バイ・デザインの考え方に従って、あらかじめセキュリティ要件

をアーキテクチャーの中に入れ込んで設計すべきである。 
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運用・保守を考慮した設計ということでは、昨今 DevOps［注］も注目され、例えば

運用時に様々な記録を取っておいて更改時の開発に役立てるといった取り組みも進み

つつあるが、大規模なウオーターフォール型開発での適用はまだまだの状況である。ま

た、セキュリティもフォレンジック技術と組み合わせて開発に役立てる等の取り組みも

まだ十分に浸透しているとは言い難い。さらに、廃棄という点では、特にデータの廃棄

をどうするかということをあらかじめ設計しておくことなど、あまり考えられていない

ケースが多い。 

アーキテクチャーという用語は、元々は建築業界で使われていた用語であるが、建築

物のようなハードウェアは一度作ったら改修するのは大変なので、最初からアーキテク

チャーをきちんと考えておく文化であったのに対して、ソフトウェアは一旦完成後も比

較的容易に改修が行えてしまうためアーキテクチャー設計への配慮が疎かになってい

たことを反省すべきであろう。アーキテクチャーの重要性が認識され、建築物のように、

ソフトウェアもその設計者の名前が後世まで残るようにしたいものである。 

さらに、ＩＴに比べてはるかに長い歴史を持つ建築の世界では、技術の継承について

の配慮がなされているという点もＩＴが見習うべき点であろう。伊勢神宮の２０年ごと

の遷宮も、古くなったので建て替えるということもあるが、一番の目的は技術の継承で

ある。また、東京駅の復元プロジェクトにおいての目標は、「安全」、「強靭」そして「継

承」となっており、特に「継承」については、漆喰や銅板葺など現在はその職人が極め

て少なくなってしまった技術をどう引き継いでいくかについても配慮してプロジェク

トを進めたということである。技術継承のためには、きちんとアーキテクチャーを設計

し、それを設計思想も含めて設計図として残し、引き継いでいくことが重要である。 

ＩＴの世界では、プロジェクト管理のための世界的な標準としてＰＭＢＯＫがあるが、

ＰＭＢＯＫでも、品質管理、リスク管理、リソース管理などの方法論は謳われていても、

継承管理については何も言及されていない。ＩＴシステムが更改時期を迎えモダナイゼ

ーションを行いたいのだが技術者が居なくて苦労するという話が後を絶たない。システ

ムのアーキテクチャーをきちんと残し、それを継承管理していく仕組みを予め入れてい

くべきであろう。 

 

３．Why から始める 

利用者の行動変容が激しさを増す時代にあっては、何を開発するのかからではなく、

なぜ開発するのかから始めることがより求められる。米国の著名なコンサルタントであ

るサイモン・シネックの著書『ＷＨＹから始めよ！』では、ゴールデンサークル理論と

して内側からＷＨＹ、ＨＯＷ、ＷＨＡＴの 3層からなる輪が示されており、多くの人間

は外側のＷＨＡＴから考えてしまうが、ビジネスを成功に導くには内側のＷＨＹから考

えを始めて、徐々にＨＯＷ、ＷＨＡＴと外側に考えを広めていくべきと述べられている。
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この考え方は米国の多くの企業や政府機関で採用されており、アップルの成功も実はこ

うした考え方で製品開発を行ったからだと言われている。 

優れた技術力がありながら、最近日本において iPhone や iPad あるいはお掃除ロボ

ットやサイクロン扇風機などの世界を席巻するような革新的な製品が先んじて出てこ

ないのは、日本は課題解決型の思考が中心で、課題探索型の思考になっていないからだ

という意見もある。確かに、ＤＸを実践せよ、ＩｏＴを構築せよ、ＡＩを導入せよとい

った何をやるかといった議論ばかりが先行して、何のためにやるのかといった議論が不

足しているようなケースが多々見受けられるように思う。 

ＩＴの開発においても、ＩＴによって何ができるかという発想で開発するのではなく、

そもそも「何かやりたい」というアイディアがあって、それをＩＴでどう実現するかと

いうＩＴを手段とした発想で開発を進めるべきで、ＩＴ化を目的とするべきではない。

“ＩＴ doesn’t matter”がハーバード・ビジネス・レビューに掲載されたのは２０

０３年５月で今から１８年も前のことであるが、今まさにＩＴ化そのもので価値を見出

す時代から、ＩＴ自身はコモディティ化して、それをうまく活用して創発的な価値を生

み出す時代になってきたと言えよう。 

 

４．プログラミング能力 

システムにおけるソフトウェアの役割は今後とも増大していくことが想定され、迅速

にかつ効率よくソフトウェアを作成することがより一層求められていく。マイクロサー

ビスを活用して、業務プロセスを形式知化し、適切な単位でサービスとして分割して部

品化し、それらを柔軟に組み合わせることで、様々な業務アプリケーションが迅速に開

発できるような動きも進みつつある。しかしながら我が国の多くの業務アプリケーショ

ンでは現場最適に対応した暗黙知が数多く存在し、そのためＥＲＰパッケージの普及率

も海外に比べて低いという状況にあり、どうしてもスクラッチでソフトウェアを開発せ

ざるを得ない場合が多々存在することも事実である。また、開発の迅速化に伴って、今

後はアジャイルによる開発が多く採用されていくことになろうが、アジャイルの場合一

般的に開発はスモールチームで行うため、必ずしもプログラミングを専門に行うコーダ

がチームにいるとは限らず、高度なプログラミング能力も兼ね備えたＩＴエンジニアが

必要となるケースが増えていくと想定される。 

最近は「作らないソフトウェア開発」といって、要件定義さえ行えばコーディングレ

スで後は自動的にソフトウェアが作成できるといったツールや、「超高速開発」といっ

てリポジトリを使って業務ルールを管理することで派生開発や維持管理でのソフトウ

ェア開発を迅速化するツールなども出てきてはいるが、まだ適用対象の業務が限定され

るなどの制約があり、現時点では依然として人手に頼らざるを得ない部分が多い。 

ソフトウェアは人間の知的創作物であるため、同じ機能を実現するためのソフトウェ
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アは無数に存在すると言っても過言ではない。その際、重要となるのは「美しいプログ

ラム」であるかどうかだと思う。「美しいプログラム」とは、アルゴリズムが分かり易

い、プログラムの構造がシンプル、プログラム言語が持つ特性を活かしたコーディング

がされているなど、何をもって美しいと判断できるかはいささか難しい問題ではあるが、

少なくとも「美しいプログラム」ほど品質が高く、保守性が高いのは疑いようのない事

実である。 

ＩＴ業界は、膨大かつ巨大なレガシーシステムをどう更改していくかという大きな課

題に直面している。レガシーシステムを構成するプログラムの多くは、ＣＯＢＯＬやＰ

Ｌ/Ⅰなどのレガシー言語で記述されており、その開発者もすでに退職して分かる人間

がいないことが課題の大きさに拍車をかけていると言われている。ただ、この課題はレ

ガシー言語で書かれていることが根本的な原因ではなく、他人に分かり易い「美しいプ

ログラム」となっていたかどうかが主たる原因ではないかと思う。レガシー言語で書か

れていても、分かり易いプログラムであれば、多少文法を復習すれば理解可能のはずで

ある。いずれにしても「美しいプログラム」を書けるプログラミング能力を磨くことも

当面の間は必要になるのではないだろうか。 

 

５．検証・評価 

昨今、新型コロナウィルス接触確認アプリの不具合の問題が大きな注目を集めてい

る。「適切にテストが行われていなかった」、「業者任せにしていた」等の課題が明らか

になりつつあるが、要はシステムとしての検証がきちんと行われていなかったというこ

とに尽きる。利用者の行動変容が激しい時代になればなるほど検証の重要性は増大する。

開発時には想定していなかったような使い方を利用者が行うケースが増大することで、

開発工程での試験内容が容易に決められなくなってくるため、今後は第三者による検証

の重要性が増大してくる。開発者が行う検証では、どうしても開発物の動作や機能に着

目して検証項目を策定しがちであるため、利用者の動向や世の中の慣習といった全く異

なる視点から、開発に関与していない第三者が機能の検証を行っていくことがより求め

られる。こうした第三者検証を行う独立した検証事業者を産業として育成していくこと

も急務となろう。 

さらに、検証と合わせて、評価ということも今後はより重要となってこよう。米国の

各政府機関は、法律によってＣＡＯ（Chief Acquisition Officer）を設置すること

が義務付けられている。Acquisition とは、事業を実施する意義があるのか、目標を達

成できる見込みがあるのかを評価するとともに、その事業の執行状況をチェックして達

成に導く活動全般のことを指す。事業実施可否の判断にあたっては、目標とする成果を

アウトプットではなく、アウトカムで評価することが重要であるとされている。ＩＴシ

ステムもややもすると成果の目標を例えば平均レスポンスタイム○○秒と定め、それが

達成できれば評価がＯＫとなるケースが多いように感じる。本来は、ＩＴ化により、業
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務の効率化が図られ利用者の利便性がどれだけ良くなったかなどの価値でシステムを

評価すべきであろう。 

 

おわりに 

新型コロナウィルスの世界的な感染をきっかけとして社会は大きく変わろうとして

いる。この転換期を好機ととらえて企業も新たな改革に取り組んでいかなければなら

ず、ＩＴ企業も従来の設計・開発のスタイルを見直していくことが求められる。アー

キテクチャー設計への一層の取り組みなどよりシステム的な視点から設計・開発を進

めていく必要がある。ＳＩＣはこうした改革に少しでもお役にたてるよう今後とも取

り組んでいく所存である 

 

 

［注］ (Development) と運用 (Operations) を組み合わせた用語であり、開発担当者と

運用担当者が連携して協力する（さらに両担当者の境目もあいまいにする）開発手

法をさす。ソフトウェアを迅速にビルドおよびテストする文化と環境により、確実

なリリースを、以前よりも迅速に高い頻度で可能とする組織体制の構築を目指して

いる。 

 

              （SIC ニュースレターVol.3.5、2021 年 5月 11日発行に掲載） 
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論説４    

コロナ禍を日本復活の契機に 

株式会社野村総合研究所 専務執行役員 立松博史 （ＳＩＣ顧問） 

 

１．コロナで苦しむ日本経済 

２０２１年４月、日本は再び緊急事態宣言が発出され、COVID-19 の感染拡大の影響

から抜け出せないでいる。緊急事態宣言の対象地域は拡大し、対象期間も延長を繰り

返している。 

人口千人当たりの病床数は先進国で最多水準であるにも関わらず、日本の医療は逼

迫している。ワクチン接種率でも先進国中、最下位のレベルである。２０２０年４月

７日に日本国内で初めての緊急事態宣言が発出されてから一年が経過したが、この一

年でパンデミックに打ち勝つための抜本的な手立てが講じられることはなかった。医

療提供体制だけでなく、日本の様々な社会システムの欠点を露呈した形となってい

る。 

米国や英国はコロナ感染が拡がり始めた当初は、対応が鈍く、多くの死者を出して

しまったが、その後は緊急時の体制を敷くことで、今やワクチン接種では世界の最先

端をいっている。一方で、日本では有事に対する準備が不十分であり、法的拘束力を

持たずに、外出自粛や飲食店の休業等を行政が国民にお願いするしかない現状は、Ｖ

ＵＣＡ(Volatility、Uncertainty、Complexity、Ambiguity の４つの頭文字から

とった言葉)の時代における日本モデルの脆さを映しているのではないだろうか。 

２０２０年１０月に公表されたＩＭＦ（国際通貨機関）の予測によると、コロナ禍

により落ち込んだ先進地域の経済活動は、２１年いっぱいはコロナ前の水準に戻らな

い見通しであり、その中でも日本経済の回復力は最も鈍く、コロナ前水準に戻るのは

２０２３年頃と予測されている。２０２０年度の上場企業の決算発表を見ると、この

コロナ禍により経済活動が減速したことにより、幅広い業種に影響が現れている。生

活者の行動変容の影響をダイレクトに受けた運輸業、旅行業、飲食業などの減益額の

大きさが目立っている。ところが、今回の決算の結果を詳しく見ると、「K字回復」と

呼ぶべき状況が読み取れる。コロナの影響により、同じ業界の中でも Kの字のように

上昇していく企業と下降していく企業が両極端に存在するという状況で、強いところ

がより強く、厳しいところはさらに落ち込んでいくというものである。行動制限の影

響を直接受けた業界かどうかという単純なものだけではなく、同じ産業セクターの中

でも業績の明暗がはっきりと分かれ始めている。企業業績の明暗を分けた要因を見る

と、業績好調な企業は、テレワークなどの新常態に素早く対応するだけでなく、営業

活動においてもＥＣや非対面などのオンラインの活用、行動変容により生じた新しい
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市場ニーズへの対応など、危機下においても自らを素早く変革させて成長市場を掴

み、開拓していることが特徴である。 

 

２．日本のプレゼンスの低下はコロナ前から始まっている 

このような日本経済の苦境は、コロナ禍の厄災による突発的なものではなく、２０

年以上も前から続いている。中国の世界経済における存在感の高まりなど、近年、世

界経済の勢力図が大きく塗り変わっている。その変化の中で、日本のＧＤＰの世界に 

 

占めるシェアは低下の一途を辿っている。ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）加盟諸国の

国民一人当たりＧＤＰは３６ヵ国中１８位であり、２０００年代は主要先進７カ国の 

中でも下位グループが日本の定位置となっている。また、ＩＭＤ（国際経営開発研究

所）が発表した世界競争力ランキングをみても、日本は調査が始まった１９８９年か

ら１９９２年までは１位を維持していたが、その後のバブル経済の崩壊とともに徐々

にランクを落とし、２０２０年には調査対象の６３カ国中の３４位まで転落してい

る。 

このランキングは、「インフラ」「経済パフォーマンス」「政府の効率性」「ビジネス

の効率性」の４つの項目により分析されているが、この中でも「ビジネスの効率性」

に関する評価が低く、日本の総合順位の低下の主な要因となっている。企業の意思決

定やデジタル化対応などの指標に課題があり、今回のコロナ禍において不振に陥った

企業では、これらへの取り組みの遅れが露呈したところも多かったのではないだろ

か。 



37 

 

個別企業で見ても、世界の時価総額の顔ぶれは大きく変化してきた。１９８９年に

は、上位５０社の中にトップのＮＴＴを始め３２社の日本企業が占めていたが、２０

２０年末には、トヨタ自動車が唯一４９位にランクインしているだけとなっている。

バブル経済崩壊、リーマンショックへの対応など、さまざまな構造改革の努力を行な

ってきたが、日本経済の世界経済における存在感は圧倒的に低下したと言わざるを得

ない。 

 

３．コロナによって見えてきたニューノーマルの姿と日本復活の 
可能性 
 

以上のように COVID-19感染拡大以前より日本経済の衰退は始まっており、我々は

そのことを改めて認識する必要がある。今回の感染拡大は、そのことに追い討ちをか

けたことは間違いないが、私は、「それだけではない」と考えている。感染拡大によっ

て、ニューノーマルの世界が透けて見えており、ここに日本復活の可能性があると信

じている。 

COVID-19 の感染拡大によって、対面での会話や食事、自由な移動など、これまで日

常生活で当たり前と思っていたことが制約を受けて、私たちは行動変容を余儀なくさ

れてきた。マズローの欲求５段階の区分である衣食住の「生理的欲求」や、身体的・

経済的な安定を指す「安全欲求」が突如として満たされなくなり、生活者の将来に対

する不安が拡大することになった。コロナ前は、生活者の自己実現欲求を充足させる

ための高付加価値な商品やサービスを供給することが重視されていたが、感染予防が

重視される状況では、低次の欲求の充足が大きな価値を生むようになってきている。

生活リスクの高まりにより、生活者は安全性を高める機能や性能を有する商品・サー

ビスに対して、高い価格を支払うようになってきている。また、非対面を前提とする

行動様式が主流になってきたことにより、デジタルを効果的に活用することで個人を

縛っていた時間と空間の制約が大幅に縮減されることになった。生活者は、テレワー

クの普及により通勤時間がなくなり、ある意味で個人の可処分時間が大幅に増加し、

この産み出された余剰時間を自らの生活の質の向上などに活用することが可能になっ

た。 

他方、ビジネスの面をみると、コロナによる最大の変化は、「急速で強制的なデジタ

ルシフト」であろう。急速なＥＣへの対応、電子決済の活用など広範かつ非連続的な

デジタルシフトが行われた。社員の働き方も、従来の想定を超えた規模とスピードで

テレワークを導入して、社内だけでなく顧客とのミーティングの多くがオンラインで

実施される状態が定着しつつある。訪問や打ち合わせのために投入されてきた膨大な

移動時間が節約され、それを本来の営業や事業活動に投入することが可能となった。

業務効率を革新的に改善する機会となり、これまで改革に二の足を踏んでいた多くの

日本企業が、コロナに背中を押される形で変革に踏み出してきている。変革に踏み出
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すことには慎重で臆病である傾向が強い日本企業ではあるが、一旦、デジタル化に踏

み込むと決めれば、きめ細かくチューニングし素早く適応するという強みも持ってい

る。戦略の優先順位をはっきりとさせることが苦手な傾向が強い日本の経営者も、今

回のコロナ危機では思い切った意思決定を行い、変革に舵を切ったのではないだろう

か。 

生活者も企業も、こうした状況から生じた変化をチャンスとして活用することが求

められるが、変化の捉え方、活用の度合いによって、アフターコロナの世界でのパフ

ォーマンスや幸福度が大きく変わってくると考えられる。 

 

４．コロナを長期停滞打開の糸口に 

突如やってきたパンデミックが人類の力の限界を突きつけ、将来に対する不確実性

と不安感を高めている。しかしながら、コロナ禍後の未来の世界がどうなるかを予測

するのではなく、望ましい未来の構築のために能動的に働きかけていくことが必要で

ある。 

今回の危機で露わになったデジタル化の遅れを取り戻し、日本低迷の根本的な原因

を明確にし、ニューノーマルに向けて社会システムを再構築していく必要がある。コ

ロナ禍への克服を契機として、日本を２１世紀型にトランスフォームしていく必要が

ある。戦略の優先順位を明確にして、泥縄式に対応してしまう体質から脱却する。さ

らに、優先順位が定まらない要因となっている縦割り組織の弊害を克服できるような

リーダ人材を育成していく。そして、「何とかなる」という根拠なき楽観思考を払拭し

て、意思決定に対してデータに裏打ちされた科学的アプローチをしっかりと取り入れ

る。脅威に対して目を瞑ることなく必要な危機管理体制を整備することが求められ

る。今回のコロナ危機は日本が引きずって来た各種システムの欠点を露呈させた。ア

フターコロナを見据えて、日本企業が様々な変革に向けて動き出していることを勘案

すると、今こそ、官民一体となって、起死回生を図るラストチャンスではないだろう

か。 

 

                                               

            （SIC ニュースレターVol.3.6、2021 年 6 月 8 日発行に掲載） 
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論説５    

量子コンピューティングがもたらす社会システムの変革 

富士通株式会社 代表取締役副社長 ＣＯＯ 古田英範 （ＳＩＣ理事） 

 

１．前書き 

科学技術とＩＣＴの急速な発展に伴い、これまでに見られなかった様々なサービス

が登場している。これらは行政や商取引、社会生活などあらゆる場面に波及し、我々

の生活を豊かで便利に変えてきた。同時に社会課題解決など、より専門性の高い領域

にもＩＣＴの積極的活用が議論されるようになってきた。 

例えば物流分野の課題としては、ネット通販などの拡大にともなう配送需要の急増

とドライバー不足の深刻化、これを解決するための輸配送システムの徹底的な効率化

などが挙げられる。医療分野では、特定の病気に効果のある医薬品候補をできるだけ

短期間で見つけ出すことはもちろんのこと、未曾有の事態に対応するための病床や機

材の割り当てなども大きな課題となる。また、脱炭素社会の実現に向けては、再生可

能エネルギーとして期待される太陽光などの再生可能エネルギー発電の効率を向上さ

せる新素材などを効率良く探索することが求められる。 

これらは複雑化・多様化する社会における新たな意思決定の問題で、旧来システム

を想定した人の経験と勘によるすり合わせ、しかも部分最適化では到底太刀打ちでき

ない。膨大な情報空間の中から最善の一手を見つけ出し、サステナブル社会を実現す

るための新しいコンピューティングが必要となってくる。 

そうしたコンピューティング技術の筆頭となるのが量子コンピューティングである。

量子力学的な重ね合わせを利用した演算は古典コンピューティングを圧倒的に凌駕す

る可能性を秘めており、それゆえ世界中で精力的に開発が進められている。量子性の

制御や保持など、量子ならではの様々なブレークスルーが求められるため長期スパン

の研究と捉えられがちだが、一方で量子に着想を得つつ、ターゲットとする問題を古

典半導体で上手く扱う “量子インスパイアード計算機” も新世代コンピューティン

グの新たな潮流として注目を集めている。 

本稿では、新世代のコンピューティング技術によって実現される社会システム変革

の潮流として、量子に着想を得たコンピューティング技術について概説したのち、物
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流・創薬システムの刷新に繋がる事例を紹介し、将来技術であるゲート型量子コンピ

ュータがもたらす社会変革像までを示したい。 

 

２．量子に着想を得たコンピューティング技術 

スケジューリングや配送計画など意思決定を必要とする問題の多くは組合せ最適化

問題という数学的な問題に帰着される。組合せ最適化問題では、変数の数が少し増え

るだけで組み合わせの数が膨大となり、従来のコンピュータで解くことが困難とな

る。量子コンピュータの一つである量子アニーリングマシンは、イジング模型という

統計力学上の形式で組合せ最適化問題を表現し量子効果により高速に解く次世代コン

ピューティング技術とされるが、大規模化には課題も多く本格的な産業応用はまだ先

と言われてきた。 

こうした中、量子効果を使わない古典半導体で組合せ最適化問題を効率良くデジタ

ル回路ベースのコンピュータ、いわゆる量子インスパイアード計算機が近年注目を集

め、各社による開発が進んでいる。富士通が開発した「デジタルアニーラ」もその一

つで、大規模の並列技術や局所解脱出の仕組みなどさまざまな高速化手法がデジタル

回路に取り込まれている[1,2]。２０１８年にいち早くクラウドサービスが始まったこ

とからさまざまな産業分野への適用も増えてきており、以降ではその中から物流・創

薬分野での事例を紹介したい。 

 

３．事例 1 物流システムの変革 

物流分野において、輸配送ルートの最適化はコストや業務効率に直結する非常に重

要な課題である。従来は現場の経験と勘によりルート立案がなされることが多かった

が、昨今の輸送量激増でその手法も限界に達しつつある。さらに、溢れる業務量をこ

なすだけでなく、ＣＯ2排出量の削減など新しい業務課題にも取り組む必要に迫られ

ている。これらの諸問題を解決するため、新たなコンピューティング技術を使って、

物流システムそのものの変革に繋げていく取り組みが始まっている。 

ここで示すのは、大手自動車関連企業 A社と行われた、部品物流ネットワークの最

適化事例である。数百を超える仕入れ先から部品を仕入れ、数か所の中継倉庫を通

り、数十の工場へ配送する３００万以上のルートを探索する問題で、単純な組み合わ

せ数は３００京にせまる膨大な規模となる。これに対して「デジタルアニーラ」を活
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用してトラック数、総走行距離、仕分け作業などを含めた物流コストが削減できる配

送ルートの最適化を行ったところ、算出時間として従来、人手では数ヶ月かかってい

た大量の最適化計算をわずか 30分以内で完了できた。さらに業務効率化の観点でも、

今まで見つけ出すことができなかった有効な物流ルートの発見等により、配送に関わ

るコストを従来と比較し 2～5%削減できる効果も実証された。 

本技術が業界全体に展開されれば輸送効率化とＣＯ2排出量低減の両面から非常に

大きな効果が期待される。 

 

図 1: 大規模物流ネットワークのイメージ 

 

４．事例 2 創薬システムの変革 

次に創薬分野での事例を紹介する。低分子医薬品と高分子医薬品の中間サイズに位

置する中分子医薬品(ペプチド薬)は、低い製造コスト・副作用の低減など両者の利点

を併せ持つことから高い注目を集めている。だが課題となるのは開発期間の長さで、

医薬候補化合物を絞り込む過程において数多くの実験を繰り返す必要があることか

ら、数ヶ月から年単位での時間が必要とされてきた。 

ここで示すのは、バイオベンチャー企業Ｂ社と行われた、候補化合物の高速探索に

必要な安定構造計算を量子インスパイアード計算機により高速化する事例である。コ

ンピュータを用いた候補化合物の探索は従来から行われてきたが、アミノ酸残基が配
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列するペプチド薬は、例え１５残基程度でも配列種類が１,６００京にも及ぶためＨＰ

Ｃ（ハイパフォーマンス・コンピューティング）を用いても候補を絞り込むのが容易

ではない。これに対して、ペプチド化合物を構成するアミノ酸 1つ１つをそれぞれ大

きな塊としてとらえて空間格子点上に配置するようモデル化することで「デジタルア

ニーラ」が得意とする組合せ最適化問題に落とし込み、さらにＨＰＣによる精緻な計

算と組み合わせることで創薬の候補化合物となる環状ペプチドの安定構造探索を僅か

１２時間以内で実施できることを実証した。 

本事例は、新世代コンピューティングが従来の創薬プロセスを一新できる可能性を

示唆しており、健康不安のない持続可能な社会が先端ＩＴ技術により実現される未来

像を予見させるものと言える。 

 

図 2： 「デジタルアニーラ」による中分子環状ペプチドの安定構造探索の流れ 

 

５．オープンイノベーション 

旧来のＩＣＴの枠を超える新しい技術においては、利用の裾野を拡大し幅広い領域

での社会課題解決を実現するため、オープンイノベーションを活用してシーズ研究か

ら応用探索、ビジネス化までを繋げていく仕組みを構築することも重要である。「デジ

タルアニーラ」においては、トロント大学や早稲田大学と連携し、各ドメインの専門

家とコンピューティングの数理を理解している専門家が連携してワンチームで問題解

決に取り組む体制が構築された。 

それらの成果の一つとして、トロント大学では脳腫瘍などの放射線治療計画時間を

従来の数十分の一にまで短縮する技術が発表された[3]。これは大学の現役医師がもつ

知見と「デジタルアニーラ」のテクノロジーが融合することで初めて可能となったも

のである。 一方、早稲田大学でもエネルギー・電力分野において従来のソルバーで解

くことが難しかった１MWh/h の電力需給の調整を３０分以内で可能にするエネルギー

アグリゲーションが実証されている[4]。本結果も、エネルギー分野における第一線の

研究者と連携することで初めて得られた成果である。  
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このように産学連携に根ざしたオープンイノベーションを活用することで、新世代

コンピューティングの応用領域が拡大し、さまざまな社会課題の解決に繋がるビジネ

ス創出が加速していくと期待される。 

 

６．将来のゲート型量子コンピュータに向けて 

量子インスパイアード計算機は量子に着想を得た革新的なコンピューティング技術

であるが、ハードウェア自体は既存半導体であるため量子現象そのものを利用してい

るわけではない。さらなる将来に向けては、量子効果を高速化の源泉とするゲート型

量子コンピュータの実現にも注目が集まる。量子コンピューティングでは、従来のビ

ットの代わりに、０と１の重ね合わせの状態を取れる量子ビットを利用する。重ね合

わせた状態を同時に計算できるため、Ｎビットあると、２Nという状態を同時に扱うこ

とができる。そのため、これまで実質不可能であった計算が可能となったり、ある種

の計算が指数関数的に加速されることが期待されている。 

ゲート型量子コンピュータで加速が期待されている計算の１つは量子化学計算であ

る。量子化学計算は、材料の物性を予測したり、材料の反応過程をシミュレーション

する上で非常に重要であるが、現在のコンピュータでは、実験で扱うような大規模な

系になると、高精度、高速な計算が難しくなる。ゲート型量子コンピュータにより大

規模な系を扱えるようになると、実験のシミュレーションによる置き換えが進み、化

学産業などに革新をもたらす可能性がある。さらに、金融、経済で扱うような複雑な

問題のためのアルゴリズムも提案されており、将来的な社会変革に大きく貢献するこ

とが期待される。 

一方、実用化に向けては１００万量子ビット級を実現するための量子デバイス技

術、量子状態制御技術、エラー訂正技術など、克服すべき課題は多い。これらを克服

しブレークスルーを達成するには、各分野スペシャリストの叡智を結集することが求

められる。富士通では、理化学研究所と２０２１年４月に連携センターを設立したほ

か、図３に示したような国内外の研究機関と共同研究を進めている。将来的には、ゲ

ート型量子コンピュータをＨＰＣや「デジタルアニーラ」と合わせて使うことによ

り、社会システムの変革に寄与していきたい。 
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７．むすび 

富士通は「デジタルアニーラ」を通じて実社会に存在する様々な意思決定問題を解

決し、全体最適化の観点から社会システムを刷新していくことを目指している。その

過程にあっては、データやアプリケーションを一体的に構築したうえで、さまざまな

産業上の実問題に適用していくための手法を習得したり、オープンイノベーションな

どの場づくりを推進し、コミュニティの仲間と一緒に課題解決に貢献していくなど、

テクノロジーカンパニーとしての社会的位置づけも変化しつつある。こうした経験

は、さらに長期のゲート型量子コンピュータの実用化に向けた研究開発にも大いに活

かすことができると考えている。 

これらの革新的コンピューティング技術が、人々の生活に豊かで健康な暮らしをも

たらし、持続的な社会の発展に貢献していくことを願ってやまない。 
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論説６ 

２１世紀の知識集約型企業を目指して 

            技術コンサルティングファームの軌跡 

株式会社構造計画研究所 取締役 代表執行役会長 服部正
太（SI 株式会社構造計画研究所 取締役 代表執行役会長 服部正太 （ＳＩＣ理事） 

 

Design & Engineering Firm を目指して 

私ども株式会社構造計画研究所の原点は、１９５６年に東京工業大学建築学科助手で

あった服部正（はっとり まこと）が構造設計の専業の事務所を設立したことに始まり

ます。目蒲線沿いの東京工業大学大岡山キャンパスに近い目黒駅から徒歩圏の品川区上

大崎１丁目の借家を借りて、所員２名でスタートしました。 当時ブームとなっていた

日本の城郭建築再建の構造設計を東京工業大学の建築史の大家藤岡通夫教授と組んで、

和歌山城、小倉城、熊本城と手がけながら業務を拡大させました。１９５９年には、服

部正自らが、半年ほど米国視察出張に出向き当時建築構造にコンピュータを活用してい

たイリノイ大学のニューマーク教授の研究室を訪問し、コンピュータ導入の必要性を痛

感しました。通産省（現・経産省）の輸入許可を得て、１９６１年ＩＢＭ１６２０を導

入しました。服部正のバックグラウンドは、山梨高専で電気通信を専門としており、建

築と学問分野の融合がしやすかったと思われます。  

その後、オペレーションズ・リサーチ

（ＯＲ）の必要性を感じ、１９６３年に

ノルウェーオスロの世界会議に松田武彦

元東京工業大学学長らと参加するなど、

建築構造設計から始まって幅広いエンジ

ニアリングの領域を拡大していくことを

試みました。さらに日本のソフトウェア

産業の振興を目指した協会の設立やミニ

コンピュータ会社米国 Data General 社

の日本法人をシャープ株式会社やタケダ

理研（現・株式会社アドバンテスト）と立ち上げたり、積極的なビジネス展開をすすめ

ましたが、１９８３年６月に肝臓癌で５６歳で生涯を終えました。 

その後継として、東京工業大学から大卒第一期で入社した富野壽が社長職を継ぎまし

た。服部正が夢見たテクノポリス構想を実現するために熊本県大津町にサテライトオフ

ィスを建築し、ソフトウェア製造の拠点を開設し、全所員数も１５年間で２２０名から

５５０名まで増えました。 

売上高は増えましたが、３割が大手通信キャリアのシステム開発の仕事で外注比率も
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高く利益性も悪く、給与待遇も低い状況でした。社内で新しい価値創造を目指していま

したがなかなか新分野への展開が滞っておりました。 

 

社長職を引き継いで 

２００２年７月、富野壽から社長職を４６歳で引き継いだ私服部正太は、当時の状況

からどのような改革を進めたら良いのか、皆目わからない状況でした。学生時代からの

友人で当時リクルート社のフェローをしていた藤原和博さん（後に杉並区和田中学校校

長となる）に依頼して、新卒採用の改革を進めました。まず彼は当社のビジョンやミッ

ションがわかりやすく描かれているリクルート冊子を作成し、オープン型の一般公募の

方法で、従来の大学研究室推薦主体だったやり方を変えました。新入社員の出身大学の

偏差値が平均で１０ほど上がりました。  

また、ＭＢＯ制度を導入し、才能ある

技術者がやりがいのもてる制度設計、個

人の目標管理を徹底しました。現在、多

摩大学教授の徳岡晃一郎さんにこうした

人事、ビジョン、ミッションの定義の方

向性を示してもらい、KKE WAY 個のあり

方を打ち出しました。 

残念ながらエンジニアリングのバック

グラウンドのない私は、２００２年に就

任して以来、プロジェクトの不良化にも

悩みました。 

大型ソフトウェア開発の不良化、納期の遅延 あるいは構造設計業務での外部発注社

の偽装問題などへの対応に追われ、なかなか業績の回復が出来ないままでおりました。                            

経営数値の一つの指標であります Z スコアでみると、社長職２００２年の就任以来

２０１１年まで１０年間で５回ほどは企業業績が危険水域の数値となっておりました。

（参考資料１参照） 

 

新たな経営目標を設定して 

２０１０年以降は、全社目標を総付加価値の増大という指標に統一し、所員の人件費

とフリンジ・ベネフィットおよび営業利益の合計を増大させ、労働分配率にも配慮しな

がら所員の待遇改善もはかりつつ、株主への利益還元も四半期ごとに配当できちんと出

すという原則を維持しております。結果として過去１０年間の総付加価値の年平均成長
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率は５.８％という持続成長可能な数字となりました。 

ビジネスの展開では、出来るだけ規模の小さいプロジェクト、継続性のあるプロジェ

クト、区切りをつけて進められるプロジェクトを優先して受注し、それぞれの分野の経

験知を活かした、経験曲線による価値向上を目指しております。また品質に関しても、

ソフトウェア開発及び構造設計業務のプロジェクトでは社内の品質管理部門が第三者

的なチェックを継続的に行うようになりました。こうした組織的な対応が現在の当社の

価値向上に貢献しております。 

ガバナンスの観点からは、２０１３年大株主がファンドに売却した構造計画研究所株

式を全株買い戻し、それを所員に５０％から１００％の奨励金を付与して購入してもら

う、いわゆる従業員持株会制度ＥＳＯＰを立ち上げました。その成果として、現在では

株式はＪＡＳＤＡＱ市場に公開しておりますが、所員、経営陣、ＯＢらが合わせて５０％

以上を所有する形態にいたりました。 

当社は、２１世紀に日本を代表する知識集約型企業を目指すと、ミッションで述べて

おります。そのミッションを実現するためのビジョンとして、独立性、自律自立分散機

動力、および多様性を展開することを組織に共有しております。これらのビジョンは、

創業者服部正が掲げてきた組織運用原則でもあります。 

まず多様性のビションとしては、当社ではジェンダーの区別なく１９７０年代初めか

ら女性の技術者を採用しております。また、現在の所員の構成では、女性職技術者は２

８％であり、結婚、出産後の職場復帰率も非常に高く、女性管理職も１０％を超えて増

加しております。 

また１９８０年代から外国籍の日本の大学院卒業学生を採用してきましたが、２０１

４年からはシンガポールでの外国籍学生のリクルート活動を開始して、日本で日本語を

前提としたエンジニアリング業務を提供しております。現在、外国籍所員は３９名、全

体の６.４％となっております。昨年以来、コロナ禍でなかなか増やせないのが残念で

す。 

多様性確保の為に中途採用においても、近年の業績回復により当社の給与およびフリ

ンジ・ベネフィットも上昇し、大企業からの転職希望者が入社しやすい条件になりまし

た。（参考資料２参照）  

現在中途入社の所員は全体の約２割まで増大しております。特に転職組は、新しいチャ

レンジの場があるプロジェクトの立ち上げと技術普及に興味を持って入社しています。 

自律分散の機動的な組織運営は、それぞれの業績部門の判断で目標を設定、部門毎の

業績チャレンジ度と達成度で評価されます。個人の異動希望は直接人事部門が調査から

判断することが多く、希望の約７割が希望を叶えることが出来ます。 

独立性の観点では、業務の運営を出来るだけ経験曲線が効くように進めることで付加

価値を高めることが出来ます。どこかの一定の大企業の下請になり安定受注は出来ても、

担当者が新しいチャレンジを出来る環境にはありません。其の点、当社ではさまざまな



49 

 

顧客と対峙しながら、真の価値提供を目指します。 

また、知識集約について技術分野にも強い、多くの弁護士・弁理士から支援を受けな

がら、自らの立ち位置を知財においても確立されつつあります。 

最後に、当社のガバナンス体制についても述べさせていただきます。２０１７年まで

はいわゆる監査役会設置会社でしたが、２０１７年９月から監査等委員会設置会社に移

行し、２年前の２０１９年９月からは指名委員会等設置会社となりました。３つの委員

会の委員長は全て社外取締役にお願いしており、また２０２１年９月開催予定の株主総

会で承認されますと、社外取締役が過半の構成となります。今回からは取締役候補のス

キルマトリックスも作成し、評価項目としても当社らしい独自の視点で、知識集約型企

業経営、採用人才評価制度、企業文化の継承と醸成などの評価項目をくわえております。 

 

新規事業の立ち上げ 

続きまして、現在の事業の

現況とその展開についてお

話しします。 

当社ではこの８年間にＩ

ｏＥ、ＩｏＴに関する新規事

業を立ち上げてきました。そ

れらは、Mail 配信の Twilio 

SendGrid、入退室管理の

RemoteLOCK、および点群デ

ータ集積サービスの NavVis

です。これらの新規ビジネス

の売上高は全売上（図１参

照）の９％にまで成長しまし

た。 

Twilio SendGrid は年間

５０％以上の成長を続け、米

国ＮＹ市場に上場しており

ます。全世界の代理店として

も構造計画研究所の存在は

高く評価されており、今後の

成長が楽しみです。またいわ

ゆるサブスクリプションモデルとしても新しいビジネスモデルを組織として学習中で

す。 

図１ 直近 13 年間の業績の推移 
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他の２つのビジネスでは、構造計画研究所は米国コロラド州にある RemoteLOCK の開

発元 Lock State 社に出資し、独ミュンヘンにある NavVis 社にも出資しております。

これらの投資は戦略的パートナーの関係を維持する為です。 

RemoteLOCK ビジネスの展開では地方自治体の建物管理に当社独自開発の「まちかぎ

リモート」と連動して予約から運営まで手がけております。また他の多くのスタートア

ップ起業とオープンイノベーションで組んで、ハードウェア連携をすすめており、将来

が楽しみです。この分野では、Akerun を担ぐ Photosynth 社や BitKey 社などがあり、

競合が存在することで市場が顕在化して大変ありがたいと考えます。クラウドサービス

で管理しているデバイスは２０２１年８月末段階で、日本国内で６５００個となってお

ります。 

NavVis 社も創業から８年を迎え、昨年発売された NavVis VLX が高い評価を得て、

日本の自動車産業、建設業へ浸透しております。構造計画研究所でもこの装置を販売す

るだけでなく、当社のＢＩＭ(Building Information Modeling)ビジネス等にも展開

が期待されております。東京電力ＨＤ株式会社が２０２１年６月の記者会見で発表され

た NavVis VLX を活用した福島原発第３号機でのシェル壁点検作業への活用の事例等

があります。 

こうした新規事業とともに既存事業の拡大も当然目論んでおります。両輪の経営はな

かなか難しい面もありますが、これからもきちんとマネジメントしていきます。 

その一つの事例が構造設計部門に風力発電の部署を設立したことです。風力発電の構

造設計と環境評価を合わせて価値提供して参ります。 

また２０２１年７月に設立したアンリツ株式会社との共同出資会社 AK Radio 

Design 社も当社のシミュレーション技術とアンリツ様の計測、実測の優位性を組み合

わせることを狙ってローカル５G 市場を獲得していく心づもりです。 

三番目の取り組み例としては、独フランフォッファー研究所の技術導入を日本で展開

し、製造業向けのお客様へ新しい方法による非破壊検査手法を提供しております。 

 

産学連携では、日本国内でも、東京大学生産技術研究所におられた現在特別教授の合

原一幸教授との共同研究の成果が気象防災分野で実践されております。日本での異常気

象対応で河川氾濫は大きな課題の一つです。それらの課題にプロダクトサービスとコン

サルティングの両面から貢献出来る成果をだしつつあります。東京都の高潮対策のコン

サルティングもそうした例となりつつあります。 

 

既存ビジネス、新規ビジネスともにスタートアップ起業への投資により戦略的なパー

トナーシップの関係が築ければと目論んでおります。  

 



51 

 

最後に 

今後の新規展開には、技術を深める

人、マーケティングで技術を広める人

以外にも、社会との関わり合いに関心

をもって、好奇心で新しい技術が当社

となんらか繋がらないかという直観

を持って、フックをかけられる人才を

求めております。 

ただし冒頭で申し上げた、３つの原

則も両刃でもあります。自律自立が進

みすぎると組織の連携がなくなり、独

立性ばかりではオープンイノベーシ

ョンが進みません。多様性もバラバラ

にもなりかねません。今後とも謙虚な姿勢で所員達が対応出来るように企業風土の伝播

にも力をいれていくつもりです。 

今回システムイノベーションセンター（ＳＩＣ）の活動に参加させていただき、システ

ム研究の素晴らしい価値を木村英紀先生（ＳＩＣ副センター長、東京大学・大阪大学名

誉教授）から学ばせていただいております。 

今後もＳＩＣの活動を通じて、我々の業務の価値が高まるように努力を重ねる所存です。 

 

以上、私ども技術コンサルティング業務の活動をご報告申し上げました。 

 

服部正太（はっとり しょうた） プロフィール 

・１９５６年生まれ、６５歳  

・１９８０年東京大学教養学部教養学科国際関係論卒 指導教官 公文俊平教授 

・専攻 社会システム論 世界システム論 

・社会学大学院進学後、１９８２年よりフルブライト奨学金で MIT 博士課程留学、中退 

・他方、学生時代からスタートアップ組織立ち上げに関心高い 

     ■高校時代 陸上ホッケー部創設し、高校３年時に佐賀インターハイ出場 

     ■大学時代 自治会委員長、コンパ幹事役等で修業を積む 

・MITでは、Political Science 専攻、文書の自然言語処理研究、第２次 AIブーム不発 

に終わる 

・１９８３年 父服部正急逝後、The Boston Consulting Group に勤務 

・２０歳代は研究者ドロップアウト、出来の悪い経営コンサルタント 

・３１歳で株式会社構造計画研究所入社、２００２年から１９年間社長職 

・現在 同社取締役 代表執行役会長 
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論説７ 

システム志向の修得 

―システムイノベーションのケーススタディの試みー 

株式会社日立システムズ 執行役員 赤津雅晴 （ＳＩＣ人財育成協議会委員） 

 

１．システム志向 

昨年来の新型コロナウイルス感染症をめぐる政府の対応を見ていると、給付金の配布、

ワクチンの割り当て、緊急事態宣言の発動など、すべからく局所的かつ場当たり的な印

象を受ける。もう少し全体を俯瞰して長期的視点で政策を考えるべきだと素人ながらに

思ってしまう。こうした政府の対応を議論するのは本稿の趣旨ではない。このような対

応に終止している根本原因は、我が国の指導層にシステム志向の人財が欠如しているこ

とにあるのではないかという点について、話を掘り下げていきたい。 

ここでシステム「志向」という言葉を使った。これはシステム「思考」の誤植ではな

い。話し言葉ではいずれも「しすてむしこう」であるが、筆者はあえて「志向」という

漢字を当てている。試しに、「システム志向」で Web 検索して見ると、ほとんどヒット

しない。ご丁寧に、「システム思考」の誤りではないかというコメントもついてくる。

システム思考については、本ニュースレターの読者ならよくご存知であろうが、一言だ

け説明しておく。様々な要素が関連しあっている複雑な状況において、その全体をシス

テムとして捉えて、全体を俯瞰して要因間の関係や相互作用を理解して、真の課題や解

決策を導くアプローチがシステム思考である。確かに、「いまの政治にシステム思考が

欠如している」と述べてもおかしくはない。しかし、これは筆者の偏見かもしれないが、

「システム思考」というと、問題解決のテクニックという印象を強く感じてしまう。も

ちろん、システムダイナミクスなどのモデリングや分析技術を習得することは重要であ

る。しかし、現実の複雑な問題に立ち向かうためにはそうしたスキル以上に、対象とす

るシステムに対しての強い目的意識を持つというマインドセットがより重要であると

筆者は考える。すなわち、単なる考え方ではなく、そこに強い意志が必要である。そこ

で、「志向」という単語を使っている。 

そもそもシステムという単語は人によって捉え方は様々であり、システムの専門家集

団であるＩＮＣＯＳＥ（International Council on Systems Engineering）のフェ

ローたちの間でも完全に共通の認識は得られなかった[1]。が、筆者自身は、長らく産

業界において、人間がある目的を持って設計する人工物のシステムを対象に研究開発を

行ってきたので、人間が価値の創出を目的として作る仕掛けを対象としたい。これは、

最近上梓された木村英紀先生の「現代システム科学概論」[2]にも記載されているが、
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ＳＩＣ参加の多くの皆様の共通認識だと考える。ここで大事なポイントは、価値創出と

いう目的を持っているということである。したがって、単に対象となるシステムを客観

的に分析すれば事足りるものではない。分析する以前に、そこには、そのシステムに対

峙する人の思いといったものが大きな意味を持つ。システムの設計や開発においては、

人間性も問われるものであるといえる。システム思考に加えて、そうした要素も含めた

ものがシステム志向である。 

少し横道にそれるが、昨今、ＤＸの推進に向けてデジタル人財の不足が課題の一つに

挙げられている。デジタル人財というと、ＡＩやセキュリティなどのいわゆるデジタル

技術に精通している人というのが多くの人の理解だと思う。確かに、デジタル技術はＤ

Ｘ推進に向けて必要不可欠であることは論を待たない。しかし、「デジタル人財＝デジ

タル技術に精通した人財」という定義には異論を述べたい。ＤＸの本質は、既存の枠組

みにとらわれずに、新たな価値を創造することにある。その価値を実現するための道具

としてデジタル技術が必要なだけであり、デジタル技術というのは手段に過ぎない。も

っと重要なポイントは、どのような価値を実現しようとするのかというビジョンを描く

ことである。これはシステムにおける目的志向に通ずる。次に、そのゴールを実現する

実体を設計することである。これはアナリシス（分析）とは真逆のシンセシス（綜合）

という行為である[3]。そのプロセスにおいては、システムの重要な特質である出現

（emergence）、すなわち、システムが動作することによって新しい機能が出現すると

いうことを理解しておくことも重要である[4]。システムには設計段階では予期できな

かった出現が必ず存在する。そうしたシステムの特質を理解していれば、“想定外“と

いうことはありえない。まさにシステム志向こそが DX 実践の本質である。すなわち、

「デジタル人財＝システム志向を有する人財」というのが筆者の意見である。 

 

２． システム志向の修得 

冒頭にも述べたように、システム志向を有する人財は、明らかに不足している。では、

そうした人財はどのように育成すればよいのであろうか。モデリングや最適化手法とい

ったシステムを考える上で必要な技術は、いわゆる講義形式の学習によってある程度対

応できる。しかし、１章で述べたようなシステムに対峙するときの「心構え」は、やは

り机上で勉強するだけでは真には身につかない。システム志向は、純粋なスキルではな

いので、学習を通じて習得するものではなく、実践を通じて修得するものだと考える。

ある具体的な課題を前にしたとき、それを解決する唯一絶対の正解となるシステムは存

在しない。どのようなシステムにもメリットとデメリットが共存する。そういう意味で、

１０人のシステム設計者がいれば１０個の違うシステムができあがる。まさに設計者の

個性、大げさに言えば、人生観がシステムには反映される。「システム研究は誰がやる

かで全く様相が異なるものになる。その意味で、多様な人財の養成、確保が最重要であ

る。」これは筆者の尊敬する先輩が残された言葉で、私がシステム研究のマネージャー
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をしていたときに常に意識していたことである。画一的な教育では、実現できない。シ

ステムに携わる一人ひとりがそれぞれ実践を重ねて多様な経験を積むことが肝要であ

る。 

実践を通じて修得するといっても、それが、既存のシステムの改修、改善では不十分

である。既存のシステムには、それを設計した人の思想が入っている。改善にとどまる

限りにおいては，その思想を踏襲することになるので、真に自分の考えたシステムには

ならない。できれば、白紙のキャンバスを前にしてシステムを描くという経験が望まし

い。その点、伊勢神宮の式年遷宮は極めて優れた先人の知恵だと思う。２０年に一度、

社殿と神宝を新調するという１３００年にわたって繰り返されてきたという式年遷宮

は、技術者育成という観点でも素晴らしいシステムである。幸い、筆者はこれまでの会

社生活の中で、そうしたゼロからシステムを設計するというチャンスを多くいただいた。

しかし、残念ながら、身の回りを見渡すと、そういう経験を持っている後輩が極めて少

ないのが実状である。日本の社会インフラを支えてきた多くのシステムが、数十年前に

作られたあと、スクラップアンドビルドすることなく、改修を繰り返してきた。これは、

２０２５年の崖で指摘されているように、日本のデジタル化の遅れの一因であるが、そ

れと同時に、システム技術者の育成という観点でも大きな課題である。 

 

３．システムイノベーションのケーススタディ 

２章で述べたように、システム志向を身につけるには、具体的な社会課題に対して、

それを解決するシステムをゼロから描くという経験が一番有効である。しかし、そのよ

うな経験の場がなかなか作れない現状において、研修で対応できないかと考えて企画し

たのが、システムイノベーションのケーススタディである。 

一般に、知識の伝達・共有ではなく、実践的な問題解決能力を育て、協調性・探究心

といった素質を伸ばすための教育アプローチとしてケーススタディが有効と言われて

いる。ケーススタディは、実際に起った出来事（ケース）を教材としてケースを疑似体

験することで、現実の問題解決能力を身につけるもので、ビジネス、医療・看護や教育

といった分野での適用がよく知られている。システムの分野も、ケーススタディが広く

行われている上記分野と同様に、同じ状況でも人や組織によって対応方法が異なり、一

つの解決策で画一的に課題を解決できるものではなく、ケーススタディが有効であると

考えた。 

ＳＩＣの人材育成協議会の場で提案したところ、主査である木村先生からもご賛同い

ただき、タスクチームを組成して検討に着手したのが２０２０年の４月である。一言で、

実際にシステムイノベーションを起こした事例を教材にすると言っても、教材となりう

るシステムは無数にある。また、ある一つのシステムに着目したとしても、どういう論

点でそのシステムを取り上げるかも色々考えられる。例えば、課題解決のためのシステ
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ムアーキテクチャを論点にすることもできるし、システムをサスティナブルにするため

のビジネスエコシステムをどう構築するかという議論も可能である。そこで、システム

を議論するときの論点の全体像を描いてから、それぞれの論点を議論するにふさわしい

ケースを探すというアプローチを取ることができれば理想ではある。しかし、その全体

像に完成形は存在しないので、抽象的な議論を続けるよりも、具体的にケース作成を積

み重ねながら、その全体像も固めていくこととした。そのため、当初の企画段階から、

本講座はシリーズで実施する計画とした。 

タスクメンバで、候補となるシステム事例を挙げて議論した結果、第１回は、東日本

旅客鉄道株式会社（以下、ＪＲ東日本と略す）の首都圏輸送管理システムＡＴＯＳ 

(Autonomous Decentralized Transport Operation Control System)を題材とし

て取り上げることに決定した。ＡＴＯＳは、世界に類を見ない超過密複雑輸送を支えて

いる日本が誇るシステムの一つである[5]ことが、選択の最大の理由である。どのよう

にその複雑な制御を実現しているかという観点だけでも学びが多い。そして、ＡＴＯＳ

は１９９６年の導入以来、約２０年かけて首都圏全域に展開されたが、実運用を続けな

がらシステムを拡張していったという観点でも議論の価値がある。さらに、今なお現在

進行形で新たな課題に対応し続けているという点でも貴重な題材である。 

もちろん、企画側の一方的な思いだけでは、ケースを作成することはできない。幸い

にも、ＪＲ東日本のＡＴＯＳ関係者には本ケーススタディのご協力に快諾いただいた。

そして、ケース作成のためにＡＴＯＳ開発の詳細についてヒアリングさせていただくだ

けでなく、研修当日に、講演や受講生との議論にも参加していただけることになった。

ＡＴＯＳを対象としたケーススタディ講座の企画を本格的に検討開始してから約５ヶ

月間、ケース文書（ＡＴＯＳ開発前夜の状況を記した背景編と、実際に課題をどのよう

に解決したかを解説した解決編の２種類）の作成、カリキュラムの設計など、すべてが

手探りの中でケーススタディ開発を進めた。 

そして、２０２１年の１月２３日に、２９名の受講生に参加いただき、第１回を開催

することができた。その内容については、ＳＩＣニュースレターで木村先生が非常に詳

しくレポートしていただいている[6]のでここでは省略する。結論から言えば、ＡＴＯ

Ｓという超高級食材をどう調理するかは料理人の腕の見せ所ではあるが、残念ながら

我々料理人のレベルがＡＴＯＳのレベルには遠く及ばず、多くの反省点を残した。 

そこで、次のケース作成を進めつつ、もう一度この素材を調理し直すこととした。基

本的には、受講生同士の議論をより活性化させて、受講生にとっての気付きが多くなる

ことを目指した。そのために、事前課題として与える背景編での設問を見直したり、講

習を一日半に延ばしたりといった修正を加えた。そして、８月２７，２８日に、第２回

を開催した。受講生同士の議論の活性化に関しては、１回目と比べて大きく改善できた

自負する。ただ残念なことは２回とも対面ではなく、オンラインでの実施となったこと

である。受講生同士の議論の活性化という点では、いまだにオンラインでの実施では限

界がある。もちろん、問題点はそれだけではなく、まだ改善の余地は残っている。例え
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ば、議論をさらに活性化するためには、受講生に与える前提知識も多くする必要がある

が、そうすると事前の予習も含めて受講生の負荷が増して、申込みのハードルが高くな

ってしまう。加えて、現在も稼働し続けているシステムが対象なので、より詳細な情報

を与えようとすると、営業秘密の壁にぶつかってしまう。 

このようにまだ課題は残っているが、このケーススタディ自身が唯一絶対の正解のな

いテーマである。まさに「システム志向」でさらなる改善を重ねていきたい。第３回は、

ＳＩＣニュースレターでも紹介されたマツダ株式会社の SKYACTIV[7]を題材とする計

画で、ケーススタディの設計を進めている。今後も改善を重ねながら定期的に講座を開

催していく所存なので、多くの方にご参加いただきたい。 

 

４．まとめ 

本稿では、システム志向の重要性とその修得を目指したシステムイノベーションのケ

ーススタディの試みについて述べた。筆者の調べた限りにおいて、システムならではの

ケースメソッドについては、まだ研究の余地が大きいと思う。ＳＩＣとして、それを研

究対象とされる学術界の先生方と、豊富な素材を持っている産業界がタッグを組んで、

システムイノベーションのケーススタディを発展させていただきたいと思う。筆者も引

き続きそのお手伝いをできれば幸いである。 
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Ⅲ 寄稿（ＳＩＣ非会員） 

 

寄稿１ 

Future of Energy：テクノロジーがもたらす価格破壊と近づく 

限界コストゼロ社会 

東京ガス株式会社 ソリューション共創部 北澤英里子 様  

アブストラクト 

人類は過去二度に渡り、産業革命という既存社会の創造的破壊により、近代工業化社

会の礎を築いた。Rifkin[1]の分析によれば、①情報伝達、②エネルギー、③輸送の三

つの分野の飛躍的技術革新と、それらの奇跡的融合が、いずれの産業革命でも重要な役

割を果たしている。  

１８世紀後半にイギリスで発祥した第一次産業革命では、三つの分野それぞれで、

①蒸気輪転機、②石炭、③蒸気機関車への転換が同時進行することによって、近代社

会の第一歩を踏み出した。 

１９世紀後半からの第二次産業革命では、場所をアメリカに移し、①電話、②石

油、③内燃機関によって現代社会へと発展した。 

２１世紀に入り、①インターネット、②再生可能エネルギー、③自動運転が指数関

数的に進化し、次の１０年には社会システムが新たな創造的破壊の局面を迎える。 

本稿では、再生可能エネルギーの現状と将来について解説し、自動運転にも触れた

うえで新たな社会パラダイムについて言及する。 

Disclaimer:本稿は筆者の個人的見解に基づくものであり、所属団体の公式見解を必ず

しも反映していない。 

 

０．エネルギーとは 

 エネルギーは物理学的には、光らせる、音を出す、発熱する、モノを動かすという

働きをする力を指す。本稿で用いる「エネルギー」は、それらの力をもたらすエネル

ギー源を意味する。 

 中世の農耕社会では、人馬が最も経済的で利便性の高いエネルギー源で、「国力＝人

口」の時代であった。二度の産業革命を経て、機械化・自動化と石炭・石油へのエネ

ルギー源の転換により、工業化社会が実現した。現代では、「国力＝生産量（ＧＤ

Ｐ)」であり、そこにおいては、エネルギーの本質は労働力の代替・拡張である。本稿

ではエネルギーの物理的な性質には触れず、「経済性」と可用性に代表される「利便

性」の側面から解説する。 
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１．21 世紀のエネルギー：再生可能エネルギー 

1.1 情報化社会とエネルギー  

 現在はテクノロジーと情報化の時代で、それを支えるエネルギーのバックボーンは

電力システムであり、経済性と利便性の観点から、石油・石炭・天然ガスを燃料とす

る火力発電が主流である。 

 発電に占める化石燃料の変動費は\４～１０/kWh 程度であり、従来は資本費も含め

て\６/kWh 程度の石炭火力が最も経済的、というのが世界共通の認識であった。近年

では、シェール革命により、米国ではガス火力が石炭火力の価格を下回り、さらに指

数関数的な技術革新により、一部の地域では再生可能エネルギーが最も経済的な発電

手段となっている。以下、(1)陸上風力、(2)洋上風力、(3)太陽光の現状を俯瞰する。 

 

1.2 再生可能エネルギーの現状と進行する価格破壊 

（1）陸上風力 

世界では、北ヨーロッパ、南米の南、アフリカ西

岸のモロッコ、東岸のソマリア、中国の内陸などが

風況に恵まれている。技術革新により陸上風力は急

激なコストダウンが進み、例えば、アメリカでは、

１９８０年には￠５７/kWh であった卸売価格が２

０１８年には２０分の１の￠３/kWh にまで下落

し、現在も価格低減が進んでいる。アメリカよりも

更に安い地域がいくつもあり、モロッコでは￠２.

８/kWh、ブラジルでは￠２.０/kWh、メキシコでも 

￠２.０/kWh という卸売価格で取引されており、既

存の石炭火力すら代替するだけの経済性がすでに実現している。 

 

（2）洋上風力  

 洋上の風は陸上よりも発電に適しており、北極

と南極に近い海上は特に風況が良い。洋上風力の

価格は１０年で４分の１まで下落しているもの

の、石炭火力の変動費を下回る低コストを実現で

きているサイトはまだない。しかしながら、２０

１６年には既に２０２５年の業界到達目標価格

\１１/kWh をクリアする洋上風力が出始めてお

り、各国がこぞって開発に血道をあげている。 

 

世界の陸上風況 

出典：Ramez Naam[2] 

世界の洋上風況 

出典：Ramez Naam[2] 
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 現時点のコストが高くても各国が洋上風力に取り組む理由は、潜在的な魅力にある。

洋上では一定方向に強く連続した風が吹くため、陸上に比べて出力が安定しており、グ

リッドへの負荷も小さく、稼働率は最大６５%にも達する。また、風は夜に強い傾向が

あり、太陽光と補完関係にある。さらに、一つのサイトに広い面積が確保できるので、

多くのタービンを設置できるうえに、騒音や振動の問題がないことから、大型化による

出力アップも可能である。このようなことから、将来のコストダウンの余地が非常に大

きく、太陽光に恵まれていない地域では再エネの本命と言われている。 

 

（3）太陽光  

 太陽光発電のコストの大部分を占めていたパネル

の価格は、１９７７年には 1Wp(約 10 ㎝×10 ㎝)あた

り$７７もしたが、２０１９年には￠２２と、４２年

間で３５０分の１にまで下落し、現在も指数関数的

に下落し続けている。その結果、世界各地で太陽光

発電のコストは、火力発電の燃料費すら大きく下回

り始めている。具体的なサイトの例を挙げると、チ

リ：￠２.１５/kWh、メキシコ：￠２.０/kWh、ブラジ

ル：￠１.７５/kWh、またポルトガルでは￠１.４８

/kWhという価格破壊が実現している。 

 

1.3 再エネの課題(可用性)とそれを補完するバッテリー 

 これまで見てきたように、自然に恵まれた地域では既に再エネは経済性で火力発電

を上回っているが、課題もある。第一に、広大な設置面積が必要で人口密度の高い地

域には向かない。また、現在の交流送配電システムにおいては、ネットワークに慣性

力が必要なため、再エネの導入には上限がある。最大の課題は可用性で、太陽光・風

力は発電量が天候に左右され出力の制御が難しく、大量に導入されると停電を引き起

こす恐れがある。それを補完するのがバッテリーである。 

再エネと同様、バッテリーの技術も指数関数的に進化を続けている。例えば、リチ

ウムイオン電池は１０年前には$１１６０/kWhもしたが、２０１８年にはその６分の

１以下になり、現在もさらに下落が続いている。ただし、リチウムイオン電池はモバ

イル向けが主な用途なため、エネルギーシステムにはオーバースペックで、まだ価格

が高い。２０１８年の価格でも一回の充放電のバッテリーコストは\６/kWh 以上であ

るため、現状の電力ネットワークでは、コストが問題とならない周波数調整などのア

ンシラリーサービスにしか使われていない。 

 しかし、バッテリー技術の進化は半導体におけるムーアの法則と同様の経験則（収

穫加速の法則）が成り立ち、それを織り込んで今後の価格を予測すると、２０３０年

太陽光パネルのコスト 

出典：Ramez Naam[2] 
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までにさらに３分の１から５分の１に下落する。このレベルにまで来ると、一回の充

放電コストは\１/kWhで、再エネの発電コストを加えても\３/kWh を下回る。これは既

存の火力発電所を廃炉にして、新たに再エネ＋バッテリーのシステムを構築する方が

経済的であることを意味する。詳しくは２章で解説する。 

 

1.4 日本向けた選択肢の再エネとゼロエミ社会に 

(1) 日本の再エネ 

 日本では、残念ながら、この再エネとバッテリーの技術の進化の恩恵にはあまり預か

れない。現時点の日本の再エネのＦＩＴ買取価格は、陸上風力が\１８/kWh、洋上風力

が\３６/kWh、太陽光が約\１３/kWh で、いずれも火力発電の燃料費を大きく上回り、経

済性に乏しい。その理由を太陽光発電を例に説明する。 

 

＜太陽光システムの原価構成＞                    （千円/kW）                                  

  

 

上表は２０１６年時点での原価構成の公表値である。パネル本体の価格には、収穫加

速の法則が成り立ち、今後もコストダウンが進むことが予想されるが、設備工事や架

台といった周辺要素が占める割合が既に６割を超えているため、システム全体のコス

トダウンは進みにくい。加えて、日本は日射に恵まれず、赤道の南北に位置する日射

量の多い地域と比較すると半分程度の発電量しか収穫できないため、kWhあたりの発

電単価は２倍になる。 

 陸上風力や洋上風力にも、システム価格のコストダウンが進まないことと風況に恵

まれないことで、海外ほどの経済性は出ない。地熱やその他の再エネにも課題が多

く、人口密度の高い日本では再エネを将来のエネルギーシステムの主軸に据えること

は難しい。 

 

(2) ゼロエミ社会実現に向けた日本の選択肢 

菅政権が世界に公約しているカーボンニュートラルを実現するためには、再エネ以

外に日本が取り得る手段としては、原子力、化石燃料+ＣＣＳ（ＣＯ2 Capture & 

Storage）などが候補として挙がっている。 

出典：太陽光発電競争力強化研究会 報告書 平成 28年 10 月 （造成費以外） 

調達価格等算定委員会 平成 29 年度以降の調達価格等に関する意見(案) （造成費） 
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原子力については、現在の既設の発電所で賄える発電量は、日本の総電力消費の２

０％以下なので、原子力を主力とするためには新規の発電所を建設する必要がある。

イギリスで現在建設中のヒンクリーポイントＣサイト(１６０万 kW×２基)の政府買取

保証価格は\１４.６/kWh であり、日本では震災対策等の費用が上乗せされるため、経

済性の面で競争力がない。原子力に対する国民感情を度外視したとしても、原発に頼

るという選択肢は現実的ではない。 

化石燃料＋ＣＣＳという選択肢については、捕捉したＣＯ2の貯蔵が大きな課題と

なる。ＣＣＳが成り立つ地域とは、ＣＯ2を埋め戻すことができる既存のガス田や油

田を保有する地域で、それらを利用して貯蔵のコストを抑えることができるが、化石

燃料資源に恵まれない日本で貯蔵地を探すのは、かなりの難題である。代替案とし

て、ＣＯ2を液化して貯蔵コストが安い海外に輸送し埋設するという方法も論理的に

は可能であるものの、安全性と経済性の面が未解決である。 

唯一、経済的にも成り立つ日本の選択肢は海外の安価なＣＯ2フリーの電力を水素

又は水素化合物に変換して輸入することである。その手段については、水素の液化、

メチルシクロヘキサンの利用、空中のＣＯ2と水素を反応させるメタン合成、そして

窒素と水素を反応させるアンモニア合成といった四つの方法が実用化に向けて実証段

階にある。このうち、私見ではアンモニア合成が本命と考えている。 

 

2．再エネとバッテリーが変える 21 世紀の社会 

2.1 再エネ+バッテリー（Solar Wind & Battery：以下ＳＷＢ）による創造的破壊  

 １章で見てきたように、既存の火力発電所を廃炉にしてＳＷＢを新たに構築する方

が合理的な地域が出現している。実際に既存のビジネスがディスラプトされた例を紹

介する。 

(1) 石炭火力・石炭産業 

２０１８年にインディアナ州の電力会社（Northern Indiana Public Service 

Co.）が石炭火力からＳＷＢへの転換計画を公表した。石炭火力はこの電力会社の６

５％の発電量を占めていたが、10年以内にすべてを廃炉にしてＳＷＢに転換すること

により、５％の料金値下げを公約した。ＳＷＢが石炭火力よりもすでに経済的である

という事実が全米を驚かせ、多くの州がこれに追随している。 

石炭は魅力を失い、２００８年に７４１.４６の最高値を記録したダウジョーンズの

石炭インデックスは２０２１年２月現在 7.5前後で推移しており、最高値から９９％

も下落した。石炭産業は既に終わっている。 

(2) ガス火力 

 ２０１７年に TESLAが南オーストラリア州のホーンズデールに 100MWのバッテリー

を新設し、同州の周波数制御市場に参入した。同市場に参加していた発電所の総容量

は 5000MWで、TESLA の規模は市場の２％に過ぎないが、運転コストが安いため、同市
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場の総取引量の５５％を奪い取った。平均の市場価格も９０％下落し、価格競争力の

ない老朽ガス火力の多くが廃炉となった。 

(3) 発電機メーカー 

 １１０年の長きにわたって、ＤＪＩＡ３０種に採用され続けてきたＧＥも再エネの

影響を受けている。２０１０年代にＯＥＣＤ諸国の政府は一斉に再エネに補助金をつ

けだした。その煽りを受けて、ＧＥの原子力と火力の発電システムの販売が大打撃を

受け、２０１７年に株価が急落した。いずれは再エネへの補助金が無くなり、導入量

が頭打ちになると判断したＧＥは、再エネビジネスへの進出が遅れた。 

 しかし、指数関数的な技術革新により、再エネは補助金なしでも既にその時点で火

力・原子力に対して十分競争力を有しており、ＧＥの予想に反して導入に一層の加速

がつき、同社の発電システムの受注はさらに激減して、株価も７４％下落し、ＤＪＩ

Ａ３０種からも除外された。 

 １９７０年代にデジカメを発明したコダックは、同社の主力製品である銀塩フィル

ムにこだわり、デジタル技術の指数関数的な革新を読み誤ったために、２０１２年に

経営破綻した。ＳＷＢも指数関数的に技術が進化しており、これからも多くの産業を

ディスラプトするだろう。 

(4) ＧＯＤ(Generation 

On Demand) 

Parity 

 電力会社の販売価格は

送配電コストに発電コス

トを加えたもので、それと

太陽光発電のコストがイ

ーブンになるところをＧ

ＲＩＤパリティ（ひし形の

点）という。ソーラーがこ

の価格を下回ると、パネル

を屋根につけることで、電力会社から買うよりも電気を安く調達できる。実際には太陽

光だけでは夜や雨の日は使えないので、ＧＲＩＤパリティが実現しても電力会社から電

気を買い続ける必要がある。 

しかし、ソーラーとバッテリーを設置すれば、いつでも使えるようになる。この価

格が送配電コストと対等になるところを Generation on Demand 略してＧＯＤパリテ

ィという（黒丸の点）。この価格をソーラー+バッテリーが下回ると、電力会社から電

気を買う経済合理性がなくなり、送配電網がディスラプトされる。 

送配電網のコストは場所によって異なるが、かなり高い地域も多く、日射に恵まれてい

る地域では、送配電網がディスラプトされるのも時間の問題となる。                        

出典：Tony Seba[3] 
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(5) 変わる世界の産業地図 

 これまで日本の素材産業は技術力を背景に輸出産業であったが、これからは技術に加

えて人件費とエネルギーコストの勝負となる。現在は例えば中国や韓国のエネルギーが

安く、粗鋼は中国、半導体は韓国に後れをとっている。 

今後は、日本や韓国といった再エネに恵まれない東アジアから東南アジアの地域で

は、電力料金が高止まりし、素材産業の競争力は徐々に失われていくと予想される。

代わって台頭するのは豪州、南アフリカ、チリ、中東などの再エネ先進国で、既にそ

ういった変化は始まっている。 

具体的には、アイスランドは、ボーキサイトを輸入して安い地熱電力でアルミを精

錬している。イスラエルは、太陽光発電で海水を淡水化し水大国となっている。ま

た、アフリカでも、太陽光発電を利用して空気中の水蒸気から水を製造する技術も実

用段階に入っている。素材産業の世界地図は変わりつつある。 

(6) ＳＷＢによる電力システム再構築 

 既存の発電所を廃炉にし、ＳＷＢで新たな電力システムを構築する未来の社会につ

いて言及したが、そのフィージビリティについて検討を加える。 

  Dorr[4]は、ＳＷＢだけで全ての電力を賄い、他の電力ネットワークからの調達や

需要抑制などは行わないということと、技術革新については収穫加速の法則が継続す

るという前提の下で、新たなシステムの構築コストを試算している。 

右の図の横軸は、既存の発電所の総容量に対

する新設すべき再エネ（Solar & Wind：以下

ＳＷ）の比率を表す。例えば、”4x”は既存

の発電所総容量の４倍を意味する。縦軸は、

ＳＷを補完するのに必要なバッテリー（以下

Ｂ）も含めた総コストを表す。ＳＷの規模が

小さい時には大量のＢを必要とするが、ＳＷ

が大きくなるにつれて、Ｂの容量が減り、総

コストはＳＷの大きさに対して下に凸の曲線

(以下 Uカーブ)を描く。この U カーブの最小

点を見つけることが、筆者の専門であるオペ

レーションズ・リサーチ(ＯＲ)のテーマの一

つである。                     出典：Adam Dorr & Tony Seba[4] 

Dorr[4]は、カリフォルニア、テキサス、ニューイングランドの三つの独立系統運

用機関(ISO）についてＳＷＢの最適点を試算した。その結果、ＳＷの規模は既存の発

電容量の３.５～５倍でＢの容量は３５～９０時間であった。この試算値を全米５０州

に適用した結果、アメリカ全土をＳＷＢで賄うために必要な投資は２００兆円、１年

間に２０兆円の投資を継続すると１０年で完成する。これはアメリカの年間ＧＤＰの
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１％に過ぎないので、意外と現実的な数字である。 

しかも、ＳＷＢシステムは冗長性の塊なので、実際に発電される電力は、全米の電

力消費量の約２倍となる。加えて注目すべきは、Ｕカーブは最小点近傍で非常に勾配

が緩やかなため、僅か２０％の追加投資でさらに総消費量の１００～２００％の電力

を発電できる。このことは、非常に安いマージナル投資で大量のエネルギーを得られ

ることを意味しており、一度はアジア諸国に奪われた素材産業すら、復活の可能性を

秘めている。 

 Seba[5]は日射の強いインドで同じ試算をし、必要な SW容量が既存の発電所総量の

４.８倍で、Ｂの容量は２１時間分、投資規模は３７兆円、その時の余剰電力量が３６

５TWhで年間消費量の約３６％と報告している。さらに２０％（７兆円）の追加投資

によって余剰電力は８５２TWhに増加、ほぼ日本の年間電力消費量に相当し、この時

の発電コストは僅か\１.０/kWhである。 

 

2.2 ＣＡＳＥ からＴａａＳ（Transportation as a Service）へ 

 ＣＡＳＥ（Connected, Autonomous, Shared, Electrified）は次世代の輸送の

四つのトレンドを一つの言葉にまとめたものである。自動車産業の枠を超えて、輸送

サービスやエネルギー、ITも巻き込んで、１００年に一度の大変革をもたらし、Ｔａ

ａＳという巨大市場に成長することが期待され、自動車メーカーのみならず、異業種

からも多くの企業が参入の機会を狙っている。まずＣＡＳＥについておさらいをす

る。 

(1)Connected 

車は今や車輪の上に乗ったコンピュータとソフトウェア、そして多数のセンサーの

集合体で、常時ネットワークに繋がっていて、ソフトはサーバーからインターネット

でダウンロードされる。 

(2)Autonomous 

自動運転はＡＩをはじめとする情報技術の集積であり、現在はそれらを効率的に機

能させる、いわば新たなＯＳ開発の段階にある。ＰＣでは Macと Windows、スマホで

は iOSと Android などＯＳを制するものが勝者総取りを実現しているが、一方でＯＳ

はせいぜい二つしか併存できない。自動運転に関しても例外ではなく、覇権をめぐる

開発競争に、様々な分野の有力企業がしのぎを削っている。 

主なプレーヤーは、GM(Cruise)、BMW や TOYOTA(PONY-AI)に代表される自動車メ

ーカー、TESLAなどのＥＶメーカー、AMAZON(Zoox)、Nuro といった物流企業、

Google(Waymo)、Apple などの巨大ＩＴ、それに、Uber（２０２０年に撤退）、Lyft

といったライドシェアサービスなどである。 

現在、リードしているのは Google で、それを追うのが TESLA や GMである。自動運

転を実現するＡＩは、サーバーにオンラインでつながった車の事故情報を世界中から
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吸い上げ、毎日学習して進化する。TESLA は「２０１８年時点で同社の自動運転が、

人間の運転よりも既に６.４倍安全であった」という実績を公表している。自動運転が

普及する近い将来は、交通事故がほぼ無くなる。 

(3)Shared 

Shared の代表は Uber や Lyft で、その実体はオンデマンドの白タクだが、従来のタ

クシーよりも遥かにレベルの高いサービスを実現している。具体的には、車を呼ぶと最

短時間で最寄りの場所にピックアップに来る。しかも安価で、多くの利用者を運転とい

う付加価値を生まない単純労働から解放した。 

ライドシェアは２０１６年に多くの大都市でタクシーの航行を上回り、２０１７年

にはサンフランシスコで、Uber＋Lyft が全乗用車の総航行マイルの２０％ を占める

までに至っている。米国における２０１２年のタクシーの総利用回数は１４億回で、

２０１８年には半減したものの、ライドシェアと合わせると４８億回に増加してお

り、新たなライドの需要を創出している。 

(4)Electrified 

数年前まで電気自動車(ＥＶ)は趣味の車という位置付けであったが、今は実用化が

進んでいる。現状のＥＶの性能を、複数の観点からガソリン車（ＩＣＥ：Internal 

Combustion Engine）と比較する。 

 EVの電気代はＩＣＥのガソリン代の１０分の１、可動部品の点数はＥＶが２０点以

下でメンテナンスフリーなのに対して、ＩＣＥは２０００点近くもあり定期的なメン

テナンスが必要。生涯走行可能距離はＥＶが５０万マイルもあるのに対して、ＩＣＥ

は１５万マイル。自家用車の年間走行距離は１万マイル程度なので、この距離の違い

はほとんど無意味だが、商用車は年間に１０万マイル走るため、ＩＣＥは 1年半に一

度の買い替えが必要だが、ＥＶは５年に一度で済むので、この違いは大きい。 

 発売当初にはＥＶの新車価格はＩＣＥの２倍以上であったが、現在ではほぼ同額

で、２０３０年には半額以下となると予想されている。唯一、一回の充電での航続距

離は、ＥＶはＩＣＥに及ばない。しかし、これも次節で解説するＴａａＳが実現すれ

ば、大きな問題とはならないため、ＥＶは経済性と利便性の面から２０３０年までに

はＩＣＥを駆逐する。 

ちなみに、ＥＶにはバッテリー駆動のＢＥＶと水素駆動のＦＣＶがあるが、車体価

格、燃費、充填インフラ、加速応答性など、ほとんどすべての面でＢＥＶが優位なた

め、世界はＢＥＶにシフトしている。 

(5)ＴａａＳ 

ＣＡＳＥが実現して花開くＴａａＳの最も有望なアプリケーションは自動運転 EVタ

クシーで、その市場は世界で２００兆円と予測されている。Google は２０１８年１２

月にアリゾナ州フェニックスで商用サービスを開始しており、他社も追随している。 

魅力は安価なこと。アメリカのタクシーのコストは$3.5/マイル、Uberなどのライ
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ドシェアは$１.５/マイルに対して、自動運転タクシーは$０.３５/マイルである。こ

れはＩＣＥを維持するコストよりも安いので、ＩＣＥの自家用車を保有する合理的な

理由がなくなる。 

TESLA は$０.１８/マイルで自動運転タクシーを提供すると公言しており、この価格

は東京２３区内のタクシーの３０分の１で、東京の近郊電車の運賃よりも安い。ドア

to ドアのサービスが前提の自動運転タクシーが実現すれば、鉄道を使う機会も激減す

る。 

2.3 ＴａａＳがもたらす破壊 

自動運転タクシーが実現すると、自家用車はディスラプトされ、アメリカを例にと

ると、年間で１兆ドルの家計支出が減る。加えて、運転時間を他の生産的な仕事に充

てることで、さらに１兆ドルの付加価値が生まれ、これらを併せるとアメリカのＧＤ

Ｐの１０%に相当する。 

また、駐車専用スペース（アメリカでは都市部の１８％）が不要となり、都市は緑

地公園、遊歩道、共用スペース、新ビジネスの拠点、住宅などの新たな用途に再設計

される。 

さらに、都心部と郊外の不動産価格にも変化が起きる。今は都心部へのアクセス時

間が不動産価格を決める最大要因だが、ＴａａＳは移動を快適にするため、都心から

の距離は不動産価格の決定要因にならなくなる。その結果、郊外の地価が上昇し、都

心の地価が下落する。アメリカを例にとった試算では、郊外の地価合計が１００兆円

上昇し、逆に都心の地価の合計が１００兆円下落する。エレベータの発明によって昇

降の不便さが解消し、高層階の価格が低層階より高くなったのと同様に、環境のよい

郊外の方が、ごみごみした都心よりも地価が高い時代がくるかもしれない。 

環境面をみると、８０%の省エネルギー、９０%のＣＯ2削減が実現するとともに、

大気も浄化され、ＷＨＯの推計では世界で年間６００万人とも言われる大気汚染によ

る死亡者が救済される。 

自動運転は事故を起こさないので交通事故も激減し、世界の年間死者１２０万人、

負傷者２０００～４０００万人がほぼゼロになる。 

これまでは、ＴａａＳのポジティブな効果について紹介したが、ネガティブな側面

もある。交通事故関連の産業は想像以上に多く、ＧＤＰの３%に相当するが、それが消

滅する。全労働人口の１%を占めるドライバーは全員失業する。自動車の保有が減り、

車の販売台数は７割減少することで、ＧＤＰは２%減り、日本にとっては大打撃とな

る。 

各国の政府は、今すぐにでも、ＴａａＳがもたらす負の経済影響に対する政策を講

ずる必要があるが、これに気付いている指導者はいない。 

ＴａａＳが破壊するもう一つの代表例が石油産業である。現在世界で一日に 1億バ
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レルが消費されているが、輸送用（６０％）、石油化学製品の原材料（１３％）、電

力・空調用燃料（１４％）などが主な用途である。ＴａａＳの実現により乗用車・小

型トラックの燃料需要(３６％)が無くなり、再エネにより電力・空調用需要（１

４％）が無くなるので、ほぼ確実に半分の需要が消える。さらに、潤滑油(５％)と大

型トラックの燃料（８％）も需要が無くなる可能性があり、合計で三分の二の需要が

消失する可能性すらある。長年に渡ってサウジの石油相を務めたヤマニ氏の予

言：”The stone age didn‘t end for lack of stone, and the oil age will 

end long before the world runs out of oil.” が正に現実となる。 

 

3．限界コストゼロ社会の到来とパラダイムシフト：ＧＤＰから 

ＱＯＬ(Quality of Life)へ 

２０２０年からの１０年にエネルギー（再エネ）と輸送（自動運転）に飛躍的な技

術革新が起きることを見てきたが、加えて AI をはじめとする情報通信技術のさらなる

発展が融合し、これまで人類がＳＦの世界だと考えていた新たな未来の到来が現実味

を帯びてきた。その一つは、レイ・カーツワイルが主唱するシンギュラリティの実現

であるが、それが起きるかどうかは別として、２０２０年代における情報伝達（Ｉｏ

Ｔ）、エネルギー（ＳＷＢ）と輸送（ＴａａＳ）の共通点は、限界コストがほぼゼロに

収斂することである。この三つの分野に限らず、教育、音楽・映像の分野では、既に

コストがゼロに近づいており、今後は食料、医療の分野もこれに続いていく。 

 コストがゼロに近づくことは、人類にとって福音であるが、資本主義にとっては脅威

となる。自由競争下における資本主義では、売上げから得られる利益で投下資本を回収

するが、限界コストがゼロに近づくと短期価格もゼロに近づき、利益で投下資本を回収

できなくなる。資本主義社会と限界コストゼロ社会は相容れないパラダイムの可能性が

ある。 

 具体的な例として、アメリカのＰＪＭの卸電力市場での出来事を紹介する。ＰＪＭ

とは(Pennsylvania-New Jersey-Maryland)の略で、三つの州を中心とする地域の送

配電を管轄しているＩＳＯである。アメリカの卸電力市場のしくみは、シングルプラ

イスオークションで、発電事業者は限界コストでの入札が義務付けられている。 

ＰＪＭに卸電力市場が導入された当初、競争原理が機能し、卸価格は順調に下落、

多くの老朽火力は市場から淘汰された一方で、新規の発電所に対する投資意欲は減退

した。そのため、短期的に需給が逼迫し、卸価格は再び高騰したが、それでも発電所

への投資は生まれなかった。新設の発電所が増えれば、市場価格が再び下落して、発

電所の投資コストを回収できないということを投資家が知っていたからだ。その結

果、電源が不足する事態をまねき、絶えず停電の危機に直面するようになった。 

卸電力市場の設計に失敗し、停電の危機を招きながらも、対応策として容量市場と

いう新たな市場を創設し、投資を促がしたが、未だに問題は解決していない。市場に
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任せればすべてうまくいくという市場原理主義に基づいた資本主義の限界が見える。 

これは、遠いアメリカだけの話ではなく、日本でも九州電力管内では、太陽光発電

の出力が高くなりすぎると、卸価格は０.０１円で清算されており、いつＰＪＭの二の

舞となってもおかしくない。 

 もう少し身近な例に日本の携帯電話サービスがある。これまでは DOCOMO、AU、

SOFTBANK の寡占による暗黙の協定で、価格は高止まりしてきたが、現在は楽天の新規

参入や政府主導の値下げにより、価格破壊が起きようとしている。将来、顧客争奪戦が

起こると、携帯電話サービスの限界コストはほぼゼロなので、値下げのスパイラルに歯

止めがかからず、利益が大幅に減少するリスクがある。そうなると、次世代の設備投資

が不可能となり５G、６G への投資に支障が出るかもしれない 

 このように、限界コストがゼロになると資本が投下されなくなるものの、水、電力、

通信、食料、交通、教育などの必要財には初期投資が不可欠である。必要財の初期投資

を継続する策の一つとしてコモンズ化という概念がある。企業所有ではなく、国家所有

でもない運営のありようで、日本で古くから「いりあい」というしくみで実現してきた

考え方と同様だ。詳細は Rifkin[1] 

 これまで私たちは生きるために必要な財・サービスを獲得するため、効率的な生産を

目指して仕事をしてきた。第一次産業革命では、水力・石炭蒸気による軽工業の機械化、

第二次では石油による重工業の機械化と電化、さらに、情報技術と自動化によって、飛

躍的に生産効率を向上させてきた。しかし、今後、ＡＩとロボットが、現在の私たちの

仕事のほとんどを、限界コストゼロで肩代わりしてくれる時代が来れば、生産の効率性

は大きな問題ではなく、ＧＤＰは人類の目標とはなりえない。 

古代ギリシャでは、奴隷制の発達により、市民の多くは肉体労働から解放され、時間

に余裕ができたことから、民主政治と学問、芸術が発展した。 

近い将来には、テクノロジーの力で人類は労働から解放され、多くの仕事は人間を必

要としなくなる。人々の価値観が急変し、従来の教育はほぼ無意味となる中で、テクノ

ロジーの進化は、我々人類に人間としての本来の生き方（Quality of Life:ＱＯＬ）

を再定義することを迫るだろう。それに成功することこそが国家、社会、個人の目標と

なる。 
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寄稿２    

変貌する科学技術と社会を歴史的視点から捉える 

新潟大学 人文社会科学系 教授 佐藤 靖 様 

 

１．近年の科学技術の変貌 

 最近１０年間を振り返ると、科学技術には多くの変化があり、世界や日本も変わった。

その複雑な変化の全体を捉えるのは容易でないが、俯瞰的にみたときに何がいえるだろ

うか。最も大きな潮流は、やはりデータの利活用を最大限追求しようとする動きが社会

全体に浸透したことだろう。２０１２年に米国オバマ政権がビッグデータ戦略を打ち出

した頃から、ビジネスや国家の未来がデータにかかっているという認識が一気に世界に

広がった。人工知能（ＡＩ）分野でも機械学習、特に深層学習（ディープラーニング）

の実用性が高まり、広範なＩｏＴ関連技術の進展と併せて、第４次産業革命が起きつつ

あるといわれるようになった。さらに２０１０年代末にかけて、デジタル化によって業

務のプロセスやモデルを変革するデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）が社会全

体で叫ばれるようになる。こうして、あらゆる経済社会活動においてデータの重要性が

高まってきた。 

 もう一つ、科学技術と社会のマクロな変化を挙げるならば、持続可能性の達成に向け

た動きの加速だろう。２０１０年代初頭、気候変動への対処の見通しはまだかなり不透

明だった。一部先進国だけが温室効果ガス排出の削減義務を負う京都議定書の実効性は

乏しかったからである。しかし、２０１５年に国連総会で持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）が採択され、さらに気候変動対策の新たな枠組みとしてパリ協定が合意されると、

世界が持続可能性の実現に本腰を入れ始める。これらの枠組みは、各国に負担を配分す

るのでなく、各国が技術開発を重視しつつボトムアップで目標達成を目指すアプローチ

をとっていた。実際、現在各国では民間セクターも積極的に関与しつつ、気候変動対策

が急速に展開している。 

 このような近年の科学技術と社会の趨勢は、政府や企業では所与の前提として扱われ

ているが、その背景はどう理解すれば良いのだろうか。本稿では以下、データの重要性

の高まりと、持続可能性への動きの加速のそれぞれについて、より幅広いタイムスパン

で捉えてみることで、現在の科学技術の構造的な特質を考えてみたい。 

 

２．データの重要性の高まり 

 現在のデータ重視の流れを直接的に作り出したのは、１９９０年代以降のインターネ

ットの普及によるデジタルデータの爆発的増加と、２０１０年代のＡＩの進化に支えら
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れたデータ解析の有用性増大といった技術上の要因である。だが歴史的にみると、その

背景にはより長期的で複雑な社会経済的状況を認めることができる。 

 そもそもデータ重視という考え方は、基本的にプロセス志向ではなく結果志向の性格

をもつ。さまざまな事象ないし現象の間の相関関係や因果関係を高い確度で確認するこ

とで有用な知見を生み出す。しかしそうした相関関係や因果関係が生じているメカニズ

ムが正確にはどうなっているのかという問いには踏み込まない。有用な知見が導き出さ

れればそれで良いのであって、その背後にある理屈は二次的な重要性しかもたないので

ある。このような意味でのデータ重視の考え方というのは、いつ頃から社会に広がって

きただろうか。様々な見方があるだろうが、ここでは１９７０年代以降に各種のリスク

への対応が高度化するなかでデータの役割が拡大してきた過程に注目する。 

 １９６０年代の環境運動や反戦運動の高まりを経て、１９７０年代には科学技術の負

の側面への対処が重要な社会的課題となった。米国では原子力、宇宙開発などの分野の

軍産複合体による巨大システム開発に批判的な視線が向けられ始め、それらを支えてい

たエリート科学者の権威が相対化されるとともに、原子力発電所や有害な化学物質のリ

スクなどに合理的に対応することが求められるようになった。その際には、リスクを定

量的に評価し、費用対効果などを勘案しながら対応方策を決める必要がある。例えば化

学物質については、動物実験のデータを基に、さまざまな仮定・推定を交えて外挿を行

い、リスクを評価する。その過程では化学物質が人体への毒性を発現するに至る機序も

考慮はされるが、最終的には動物実験のデータがものをいう。つまり、リスクへの対応

においては実体的な専門的知見よりもむしろデータに基づく統計的知見が重視されが

ちなのである。 

 原子力発電所のリスクへの対応でも、データに基づく定量的評価の占める位置が増し

てきた。日本では原子力発電所の過酷事故についてゼロ・リスクが長らく追求されたが、

米国では確率論的リスク評価（ＰＲＡ）の手法が１９８０年代以降用いられるようにな

った。ＰＲＡでは、巨大システムで生じ得る故障シナリオを網羅的・体系的に洗い出し、

部品の試験データなどを基に各故障シナリオの発生確率を推定し、それらを組み合わせ

てシステム全体の故障確率を算出する。ＰＲＡでも多くの仮定や推定が入り込むため、

リスクの評価結果の不確実性は大きいが、さまざまな故障シナリオの相対的重要度が明

らかになるという利点が大きい。つまり、データに基づく分析により、費用対効果の高

い安全対策を講じることが可能になるのである。 

 １９９０年代に入ると、リスクへの対応だけでなく、医療、教育、そして広く公共政

策の意思決定において実証的データが重視されるようになる。カナダの医学者ゴード

ン・ガイアットは１９９１年、エビデンスに基づく医療（ＥＢＭ）の概念を提唱した。

これは、医師が診療を行う際に、学術的な知見や自身の経験などを基礎とした推論に拠

るのではなく、最善のエビデンス、すなわち臨床試験データの分析結果に基づいて意思

決定を行うべきであるという考え方である。教育分野でも、教育効果などに関する実証

的なデータを重視するエビデンスに基づく教育（ＥＢＥ）が注目されるようになり、さ
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らに２０００年代には公共政策全般についてエビデンスに基づく政策立案（ＥＢＰＭ）

が台頭し始めた。これらはすべて、専門家の権威や経験よりも、現実にうまく機能する

ものは何かを示すデータを重視していこうという考え方に基づくものである。意思決定

において重要なのはその背後の理論ではなく、現実のデータであるという、結果重視の

姿勢がそこにある。 

最近では特に、欧米や日本でＥＢＰＭが全政府的に推進されている。これは、各国の

財政悪化の進行と関係がある。財政再建が優先度の高い国家的課題になってくると、政

策の費用対効果の追求や説明責任の担保が強く要請される。そうしたニーズを満たす手

段としてＥＢＰＭは大変有力であり、関連の制度の整備が加速しているのである。米国

では２０１９年にＥＢＰＭ基盤法が成立し、日本でも２０１８年に各府省にＥＢＰＭ推

進の責任者が置かれて具体的な取り組みが進んでいる。このように公的部門でも、効果

的・効率的な意思決定への要請があるなか、データ基盤の構築と公開、そしてその利活

用を重視する流れが強まっている。 

 

３．持続可能性への戦略の具体化 

 最近１０年間、世界では持続可能性の実現に向けた流れも一気に強まってきた。特に

気候変動問題については、世界全体で官民による具体的かつ現実的な取り組みが進んで

きており、今後の科学技術のあり方を規定する基礎的条件となりつつある。こうした展

開は、持続可能性の追求に関わるこれまでの歴史的経緯を振り返れば、新しい段階のも

のとして捉えることができる。 

 持続可能性に関しては、１９７０年代にも資源の枯渇などが懸念されたが、気候変動

問題が国際的に重要なアジェンダとして登場したのは１９８０年代である。科学者らに

よる問題提起をきっかけに、関連の科学的知見をとりまとめ発信する組織として１９８

８年に気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）が設置された。その後、１９９２年

には気候変動枠組条約が採択され、国際的に気候変動対策を進める基盤が築かれる。 

しかし１９９７年に合意された京都議定書は、気候変動対策の初の国際的なアクショ

ンプランとして画期的なものではあったが、実効性に乏しかった。中国などの発展途上

国に温室効果ガス排出の削減義務が課されず、米国なども結局合意から離脱しただけで

なく、そもそも先進国全体で温室効果ガス排出を５％削減するという目標が、持続可能

性という観点からは根拠を欠いたものだからである。結局、このような矛盾が２００９

年のポスト京都議定書の交渉決裂へとつながり、やむをえず京都議定書の（日本などが

参加しない形での）単純延長に追い込まれた。同年には、ＩＰＣＣに関係する研究者ら

のメールが暴露され、データの捏造の疑いが持ち出された、いわゆるクライメートゲー

ト事件も起きており、気候変動対策は難しい局面に陥る。 

ようやく２０１５年に合意されたパリ協定も、その成否は当初明確とはいえなかった。
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各国が自主的に温室効果ガス排出の削減目標を設定し、その達成状況を各国で確認する

というボトムアップ型のスキームが果たしてうまく機能するのか、このスキームが発展

途上国にも実際に広がっていくのか、懸念もあった。しかし、その頃企業社会でも長期

的な持続可能性に配慮する、いわゆるＥＳＧ（Environmental, Social, Governance）

の観点が本格的に重視されるようになり、ＳＤＧｓの理念も社会全体に着実に浸透して

くるなどの変化があった。各国政府も、さまざまな技術開発やイノベーションを重視し

ながら、温室効果ガスの排出削減の意欲的な目標を打ち出してきた。日本も本年４月、

２０３０年の温室効果ガス排出削減目標を２０１３年度比で２６％減から４６％減に

上方修正したことは記憶に新しい。最近５年ほどで、官民双方の積極的な関与のもと、

カーボンニュートラルの実現に向けた現実的な見通しが急速に見えてきている。 

なお、近年では温室効果ガスの排出削減対策（気候変動の緩和）だけでなく、すでに

現実化している被害の回避・軽減（気候変動への適応）の重要性が増大している。気候

変動は、ローカルな地形や海流などの影響を受けて数～数十 km の単位で異なる形で現

れるので、そのくらいのメッシュで中長期的な気温、降水量の変化や洪水、豪雪などの

可能性を予測し、それに応じて農業、インフラ、保健などの分野で対応策を練っていく

必要がある。日本でも２０１８年に気候変動適応法が制定され、科学技術と社会の連携

により気候変動への適応を進める体制が整ってきたところである。 

 

４．科学技術と時代の基礎的条件 

 本稿では、近年の科学技術の大きな特徴であるデータ利活用の重視と持続可能性の取

り組みの具体化について、その歴史的経緯を概観してきた。これらの流れは一見、技術

的・物理的な現実が必然的にもたらしたものであるようにもみえる。データの量・多様

性の拡大や、地球システムの有限性といった条件が、これらの流れを直接的に作り出し

たといえるからである。しかし、データ重視の流れは、１９７０年代以降の社会全体の

実証主義的な結果志向の高まりや１９９０年代以降の費用対効果の重視といったより

幅広い文脈のなかで捉えることも可能である。持続可能性への動きの加速についても、

京都議定書の反省を踏まえた２０１０年代のボトムアップ型の国際スキームの構築、技

術開発とイノベーションの重視への考え方の転換、世界の企業の姿勢の変化といった、

社会経済的な方向転換が決定的に作用した。科学技術のマクロな変動は、時代の基礎的

条件の動きのなかに位置づけられるのである。 

 最近では、新型コロナウイルスのパンデミックや、米中対立によるデカップリングの

動きなど、社会経済の基礎的条件がまた大きく変わりつつある。グローバリズムや経済

合理性の単線的な深化は所与の前提でなくなり、より複雑な社会経済構造への変化が起

こる可能性がある。それは、データ重視の流れや持続可能性への実現への動きという、

２０１０年代に急成長したモメンタムを制約・修正するマクロな背景となるかもしれな

い。科学技術の全体的特徴や性格が時代を反映して変化してきたという歴史的示唆は、
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今後の科学技術の方向性を考えるうえでの一つの視点となり得る。 
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寄稿３ 

個別分散協調系スマートシティのすすめ 

東京大学生産技術研究所 教授 野城 智也 様 

 

｢ひとつのシステム｣への疑問 

スマートシティについて様々な動きが進んでいる。都市ＯＳをはじめとした基盤シス

テムの整備に向けての真摯な取組みをされている方々の努力には頭が下がる思いであ

る。 

ただ、取組みの周囲にいる方々の中には、夢が拡がりすぎて、｢一つのシステムで都市

を動かしていく｣という意味合いの言説を唱える方もおられる。確かに、理屈としては、

ごもっともな言説である。しかし、筆者は、その現実性に疑問をもたざるを得ない。 

その第一の理由は、システムが重たくなりすぎることである。住宅にある特定機器を

ＩｏＴで制御するために、東京全体の空間情報が必要になることはまず考えられない。

少なくとも、現時点の技術水準で考える限り、エッジ側で何もかも情報処理することは、

その能力容量を考えると合理的ではない。かといってクラウドでの大量のデータ処理は、

その送受信には負荷となり、用途上問題になるようなコマンドの遅れを生むおそれもあ

る。現実的には、サービスに必要な範囲・粒度のデータを、エッジの処理容量や送受信

の遅れが問題にならないように、エッジとクラウドで分担しながら処理していくことが

現実的であると思われる。こう考えると、何もかもを詰め込んだ一つの巨大なシステム

で都市の様々なモノ・コトを動かしていくという考え方には疑問を抱かざるを得ない。

（｢何でも使えるというシステムは、実は何にも使えない｣ということの好例かもしれな

い） 

加えて第二の理由（これはより本質的な理由であると思われるが）は、｢個｣に対し

て、巨大な単一システムが対応することの難しさである。筆者は、スマートシティ

は、図１に示す、三つの世界、すなわち人・社会、現実空間、サイバー空間の関係が

うまくいかないと成立しないと考えている。たとえ、サイバー空間のなかで緻密な論

理でスマートシティを組み上げても、様々な価値観をもつ人やその社会集団が抱える

個々別々の事情や、そこから発せられる要求条件に応じられなければ、その緻密な論

理は価値を持ち得ない。また、現実空間の構成や状況の何をサイバー空間のなかに映

しこめばよいのかについても、用途・目的によって異なり一律に決めきれるものでは

ない。三つの世界の間の関係の多様性、個別性に対して、単一のシステムが対応でき

るのか、疑問をもたざるを得ない。 
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個別分散協調系という考え方 

では、どうすれば良いのか？ いま、日常生活や業務のなかで、様々な用途のサイバ

ーフィジカルシステム（以下ＣＰＳ）が用いられている。これらのＣＰＳは、特定の人・

社会集団の事情・要求条件や現実空間の構成・状況を反映した用途を提供していること

に成功しているＣＰＳであると見なすことができる。すなわち、ある特性・目的・関心・

利害をもった人・社会集団にかかわる特定のコトに関して、図１に示す三つの世界を結

びつけることに成功したシステムと見なすことができる。 

      

 

図１ スマートシティが繋ぐべき三つの世界 

 

筆者は、単一のシステムで都市全体を覆うという発想ではなく、こうした既に特定の

用途を提供することに成功しているＣＰＳを紡ぎあわせていくことで、徐々に都市空間

に多種多様なサービスの網がかかっていくというスマートシステムのあり方を提唱し

ている。そして、そのようなあり方を個別分散協調系スマートシティと呼んでいる。地

に足のついたＣＰＳをサブシステムとして紡ぎあわせて、トータルシステムを構成して

いくというのが、個別分散協調系のスマートシティの考え方である 
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スタートアップ企業の強み・弱み 

では、どのように紡いでいけばよいのか？ その方法を述べるまでに、重要なプレー

ヤとその二側面を指摘しておきたい。 

それは、何らかの特定のコトにかかわる用途のＣＰＳを提供することに成功したスタ

ートアップ企業の方々である。彼らは特定領域で、前記の三つの世界を結びつけること

に成功した方々である。ともすれば組織内で稟議書がぐるぐるまわり、動きがどうして

も重たくなり、そうこうするうちに、｢何でも使えることを標榜しながら何にも使えな

いシステム｣を構想してしまいがちな大規模組織とは対照的に、板子一枚下は地獄とい

う感覚で動いておられるスタートアップ企業が、特定領域に特化することで、成功を収

めていくのはある意味では当然である。彼らは、個別分散協調系スマートシティの重要

な担い手といってよい。 

但、スタートアップ企業は群雄割拠といえる状況のなかで戦っておられるだけに、そ

の多くの方々は、他の競争相手との差別化を図ろうとするマインドが強いような印象を

筆者は受けている。競争環境は、よりよいモノをより安く実現する環境であるから決し

て悪いことではないが、他者との差別化指向だけが作用し続けている限り、紡ぎあわせ

るという動機付けは生まれにくく、個別分散協調系スマートシティの構想は絵に描いた

餅で終わってしまう。こうしたことから、他との差別化指向をもつスタートアップ企業

の方々にも、積極的に乗っていただける紡ぎあわせ方が必要になる。 

 

繋ぐために中間的な Hub を作る 

では具体的には、どうしたらよいのか？ 

筆者は、繋ぎやすくする仕組みを提供することに尽きると考える。それは、繋げと強

制するものではない。繋ぎやすくすることで、何かの拍子で繋いでみたら、繋いだ者同

士、１＋１が３にでも４にでもなるようなシナジー効果の成功体験できるような、誰で

もが利用できる仕組みである。 

ここでいう、繋ぎやすさとは、単に技術的な繋ぎやすさだけを指すのではなく、繋ぐ

ための利害調整のハードルの低さも指す。技術面についていえば、 

- 繋ぐ接点数を減らす、 

- 何らかの繋ぎ方の約束事をつくる（おそらく、デジュール的というよりも、デファ

クト的なスタンダード）、 

- 誰かが繋ぐための煩雑な作業を一手に引き受ける 

などの要件が満たす仕組みを構築すれば解決できる。 

これに対して、利害調整はなかなか厄介である。いわば繋ぐための取引コストが高け
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れば皆腰が引けてしまう。特に、他者との差別化志向が強い者同士の利害調整は大変で

あることは想像がつく。 

筆者は、こうした技術的要件や、想像されうる利害調整の問題を乗り越えるためには、

図２に示すような中間的な Hubを作ることが至当であると考える。 

 

図２ 中間的なＨｕｂ 概念図 

お互い繋ぎあおうとしている者同士が、その相対の組み合わせごとに、いちいち技術

調整と利害調整をしなければならないというのでは、とてもではないが、繋げやすい仕

組みであるとは言い難い。これは、情報通信分野での所謂Ｍ対Ｎ問題であるといってよ

い。特に、スタートアップ企業は、その経営体力から、とてもではないが、Ｎ個の相手

といちいち技術調整・利害調整をすることは難しいといわねばならない。Ｍ 対Ｎの構

造が放置されている限り、スタートアップ企業の参入障壁になる可能性は高い。 

それに対して、図２に示す構造は、ハブに接続さえすれば、そのハブに接続している

他者と繋げることができるという仕組みである。言い換えれば、Ｎ個の相手ではなく、

１回だけ技術調整、利害調整をハブの運営者との間で行えば他者と繋げることができる。

繋ぐための取引期コストは一気に節減され、接続に十分なメリットが見出されると判断

できるならば、スタートアップ企業としては手間暇をかけてよい労力であると思われる。 

図２に示したハブ構造は、いま世界を世間するＧＡＦＡなどのＩＴ巨人が提供する構

造と似ていると仰る方もおられるであろう。しかし、重大な違いがある。それは、筆者

が図示しているハブは、その利用者・提供者から切り離された中立的な者によって運営

されている仕組みで、その運営者によってハブを通過するデータを閲覧・複写・保存す

ることはない仕組みであり、この点がＧＡＦＡとは異なる。 

ＧＡＦＡの場合は、その提供する便利なアプケーション・サービスを私たちが利用し

ているうちに、知らず知らずのうちにハブ（プラットフォーム）を使っているという仕

組みとなっており。言い換えれば、ハブを通過するデータは、運営者・提供者にその意

志があれば閲覧・複写・保存できる構造となっている。 
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自らが集め処理したデータに価値のひとつの源泉をおいているスタートアップ企業

にとってみれば、ＧＡＦＡ型よりも、筆者の主張する繋ぐ仕組みの方がのりやすいと推

察される。そのように考えて、人・社会集団、現実空間、サイバー空間の間で良い関係

を築くことで有効な用途を果たすＣＰＳを提供している、数多くのスタートアップ企業

が、そのＣＰＳをこのような中間的なハブへと繋いでくれれば、総体としては、個別分

散協調系のスマートシティが紡ぎあわされていくことになる。 

こうした考え方に基づいて、筆者は、以下のような、紡ぎあわせるための繋ぐシステ

ムを提案し、いま社会実装に取り組んでいる。 

 

中間的なＨｕｂの実例１：ＩｏＴ-Ｈｕｂ 

ＩｏＴにかかわる通信プロトコルや、Ｔｈｉｎｇｓ（モノ）が属するプライベートク

ラウドは多種多様で、そのままではＭ対Ｎの問題が顕在化してしまう。そこで、図３に

示すように、ＩｏＴ-Ｈｕｂに Things Driver あるいは Cloud Driver を介して接続

さえすれば、それらの相違を超えて、Things 同士が相互接続できる仕組みである（詳

しくは（注）参照）。Things Driver や Cloud Driver を作り込むおりに、Things の

製造者、プライベートクラウドの運営者は、どのデータやコマンドを繋ぐのか繋がない

のかを選択的に設定することで、自らの利害や外部から干渉されては困る Thigs の機

能を保護することができる。スタートアップ企業からみれば、ＩｏＴ-Ｈｕｂを介して

様々なＴｈｉｎｇｓと組み合わせて新たなアプリケーションサービスを創造するため

の参入障壁が大きく引き下がることになる。ＩｏＴ-Ｈｕｂは、既に複数企業で採用さ

れるなど、社会実装されつつある。 

 （注） https://www.og-cel.jp/search/1296261_16068.html 

       

図３ ＩｏＴ-Ｈｕｂの仕組み 
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中間的なＨｕｂの実例２：コモングランド 

空間記述の方法がバラバラでは、サイバー空間と、現実の建築・都市空間を、機能上

滑らかに繋いでいくことに支障が出てしまう。そこで、筆者は建築家豊田啓介氏の提唱

するコモングランドという構想に共鳴し、それが、本稿でいう中間的なＨｕｂとして機

能していくよう、その研究開発活動を応援している。コモングラウンドとは、筆者が理

解する限り、 

- 空間スケールの相違 

- 用途の相違 

- 時間スケールの相違（動的制御か静的制御の相違） 

- 分散処理か中央処理かの相違 

を越えて、さまざまな人・組織が共用で参照できる空間記述のモデルである。言い換え

れば、サイバー空間と現実空間を繋ぐ際に必要となる空間記述方法のハブの役割を果た

すコモングラウンドを提供することで、現実空間とサイバー空間は、連携する者同士が

技術的調整や取引コストを払うことなく、それぞれの目的・用途に応じて高度に連携し

ていくことが可能になる。筆者は、豊田啓介氏や、同僚とともに、２０２１年１０月に、

東京大学生産技術研究所にインタースペース連携研究センターを設立し、多くの方に共

用・参照いただける空間記述モデルのＨｕｂづくりを推進することになっている。 

 

おわりに ： 普請（ふしん）という言葉から学ぶ 

本稿では、人・社会集団、現実空間、サイバー空間を繋ぎ用途を発揮しているＣＰＳ

を紡ぎあわせていく、個別分散協調系スマートシティという考え方と、その紡ぎあわせ

方について、筆者自らの試みを重ね合わせながら、提案させていただいた。中間的なハ

ブという考え方は、｢普請｣という言葉と発想が似ているかもしれない。というのは、建

築工事や土木工事を意味する｢普請｣は、もともと仏教用語で｢普く（あまねく）請う（こ

う）｣という意味であったという。本稿での提案は、中間的なハブを、皆で神輿を担ぐ

ようにして、構築し運営するという考え方に拠っている。ある意味では、現実空間での

普請の考え方を、サイバー空間・現実空間の組み合わせ、すなわちデジタルツインの領

域にも拡張したとご理解いただいてもよいように思われる。 
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寄稿４ 

列車の安全を支える鉄道信号システムの革新 

松本信号システムコンサルタント代表・元ＪＲ東日本旅客鉄道株式会社執行役員  

松本雅行 様 

 

１．はじめに 

来年（２０２２年）は日本の鉄道開業１５０年目の年にな

る。良く知られているように、新橋（現汐留）～横浜（現桜

木町）に初めての鉄道が開通したのが１８７２年１０月１４

日（旧暦９月１２日）であった。つい最近、品川再開発の現

場から当時の築堤の遺構が高輪ゲートウェイ駅の前に発見

された。しかも、そこには信号機柱の基礎の石積みもあった

のである（写真１）。 

このように信号装置は日本初の鉄道とともに使用され、その後の発達経緯を見ると、

大きな事故の対策として新しい信号装置を導入後、その盲点をつく形で新たな事故が発

生し、また別の対策を施すという、いわばイタチゴッコのような形で発達してきたのが

実情である｡初めの頃、信号装置は運転事故をいかに防ぐかの目的で、事故を契機に導

入が進められてきたが、今日では、安全性をベースにしつつ運転効率やお客様へのサー

ビス向上などへのニーズから新しいシステムの開発が行われている。 

本文では、鉄道信号の歴史を振り返り、特にＪＲ東日本になってからの輸送業務の革

新的なシステムの導入経緯にもふれ、今後の鉄道信号システムのあり方について述べて

いる。 

２．鉄道信号の歴史 

初めは馬に乗った旗振りが、汽車に先行して走って安全を確保

していたが、列車速度が向上し線路の分岐点も増えると、要所要

所にポリスメンという見張員を置いて、危害（両手頭上）、注意（片

腕頭上）、無難（片腕横に）の手合図を出して安全な列車運行を行

っていた。その後、一定の場所に常置の合図を掲げる「セマフォ

ア・シグナル」と呼ばれる信号機が設置され、後に腕木式信号機

へと発展していった。このセマフォア・シグナルが日本に導入さ

れている（図１）。さらに、ある区間に１列車以上が同時進入しな

いようにするための閉そく装置、列車の存在を検知するため発明

写真 1 高輪遺構の信号機柱基礎 
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された軌道回路、分岐器の開通方向と信号機に関連を持たせる連動装置などが考案され、

２０世紀初頭にはこれらの信号装置によって、今日の鉄道信号の基礎が築かれた。はじ

めは機械式のものであった信号装置もリレーを使用した電気式となり、さらに電子回路、

コンピュータを用いたシステムに発展してきている。 

鉄道信号の中で、列車の速度を制御する列車制御、駅での信号や転てつ機を動かす連

動制御、列車全体の運行を統括する運行管理について発展の経緯、システム化の考え方

などについて以下に述べる。 

３ 列車制御 

運転士が信号を見落としたりすると事故を起こすので、停止信号に近づいていること

を知らせる車内警報装置が考案され装備された。しかし、この警報も失念して三河島事

故が起こったので、自動的に停止させる機能を付加した自動列車停止装置（ＡＴＳ）が

登場した。この装置は、運転士が警報を見落としたり無視したりすると、自動的にブレ

ーキがかかるというシステムになっており、１９６６年には国鉄の全線に整備された。 

ところが、この装置にも弱点があった。それは、運転士が了解したとして「確認ボタ

ン」を押すと警報がキャンセルされるという機能があったため、確認後に運転士がミス

をすれば運転事故は起きてしまうのである。これを解決するために開発されたのが新型

ＡＴＳ（ＡＴＳ-Ｐ）である。 

ＡＴＳ-Ｐは、停止信号に近づくと「パタ

ーン速度」を発生させ、走行速度と比較し

ながら、速度オーバすると自動的にブレー

キがかかる機能を有している。１９８８年

１２月１日に京葉線に導入されたが、その

５日後に東中野駅において運転士の不注意

による列車追突事故が発生したので、その

後の導入計画が加速されるとともに、５年間で２,０００億円の安全投資を行うことと

なった。 

一方、高速・高密度運転線区では、信号の見落としは重大な事故に結びつく。許容速

度を車内に現示しその指示に従って自動的にブレーキをかける機能を実現する装置は

自動列車制御装置 (ＡＴＣ)として知られている。営団日比谷線にバックアップシステ

ムとして、１９６３年に日本で初めて設備されたが、本格的な車内信号ＡＴＣは１９６

４年に名古屋鉄道に導入された。 

東海道新幹線では時速２１０キロの高速運転をするため、地上信号機を目視で確認す

るのは難しいと考えられたので、１９６４年の開業当初からＡＴＣが導入された。また、

国鉄の在来線でも、営団地下鉄線との直通運転の必要性から、１９７１年に常磐緩行線

で初めてＡＴＣが導入されている。 
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軌道回路の電流で信号を伝送するＡＴＣは連続制御方式であるため、運転士の信号見

誤りのときも安全な運転ができるなど、点制御方式のＡＴＳに比べて格段に安全性が向

上した。 

１９８７年にＪＲ東日本となってからまもなく、次世代の信号通信システムについて

検討する委員会が発足し、次世代にふさわしいシステムとして、列車検知のための軌道

回路を無くし、無線を使用して列車位置を伝送する列車制御システムが望ましいとの方

向性が出された。しかし、１９８１年に導入されていた山手・京浜東北線ＡＴＣの更新

において、いきなりこのシステムを導入するにはハードルが高いことから、山手・京浜

東北線には軌道回路を残した形の新しいＡＴＣとすることとした。 

従来のＡＴＣは、東海道新幹線当時のリレー回路主体の古い技術が使用されているた

め、列車本数を増やすことができず、急に強いブレーキがかかるため乗り心地が悪い上、

地上装置が重厚長大で多大な投資が必要であるなどの問題を抱えていた。 

先行列車の手前に列車を安全に停止させるために必要な情報は、「先行列車の位置」、

「そこまでの距離」と「列車速度」だけである。本来あるべき姿を考え、先行列車の位

置情報を後続列車に伝送し、後続列車は自分自身の位置を常に認識して、停止点までの

距離を計算し、自分の速度と曲線、勾配などを考慮し適切なブレーキをかければよいわ

けである。これが新しく開発したデジタルＡＴＣ (Ｄ-ＡＴＣ)であり、運転間隔を短縮

できるため高密度運転可能となり混雑緩和ができた。かつ汎用情報機器の活用や分散構

成のシステムによりスリムで低コストの地上設備とすることができた。さらに、車両加

減速性能の向上に追随して、地上設備の変更なしで列車間隔が短縮可能なフレキシビリ

ティーも備えている。このようなシステムを構築できたのはコンピュータをはじめとし

たＩＣＴの発展によることは言うまでもない。Ｄ-ＡＴＣの機能概要図を図２に示す。 

２００３年１２月に京浜東北線の一部で実用化し、２００９年には山手線、京浜東北

線全線に設置された。また、東北・上越新幹線にも、新幹線の「Ｓ」をつけたＤＳ-Ａ

ＴＣを開発し、２００２年１２月の八戸新幹線の開業から使用開始し、２００９年には

全線に設備し、さらに、北陸新幹線も同システムが使用されている。東海道新幹線にも

一部方式が異なるＡＴＣ-ＮＳというシステムが２００６年８月に導入されている。 

ＪＲ東日本となった当初の方向付けにしたがって、無線を使った軌道回路のない新し

い列車制御システムの検討開発が１９９５年から始まり、１０年にわたった現地試験を

実施し、最後のプロトタイプ試験は実用機に近い形で、２００３年１０月から２００５

年２月まで、昼間の営業運転時間でのモニタラン走行試験を累積で約１００万 km 以上

実施，夜間実際に列車を制御するコントロールラン試験を全部で２８回行った。この結

果、プロトタイプシステムは、機能、安全性共に問題がないことが検証できた。 

無線式列車制御システム（ＡＴＡＣＳ:Advanced Train Administration and 

Communications System）は情報技術と自律分散技術を使用した新しい列車制御シス

テムであり，主な機能は以下の通りである。 
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・列車間隔制御 ： 列車速度は、直接制御するのではなく、列車の停止限界(ＬＭ

Ａ)からの許容速度を計算することによって行われる。列車間隔の制御は、第一に

列車位置を地上の拠点装置に送ることから始まる。次に、拠点装置はその列車がど

こまで動けるかのＬＭＡを列車位置と進路情報から決定し、各列車に伝送する。さ

らに、車上コンピュータはブレーキ性能と勾配、曲線、速度制限などの条件を考慮

して、ＬＭＡまでに停止できるようなパターン速度を作成してブレーキ制御を行う。 

・踏切制御 ： ＡＴＡＣＳでは地上と車上との間のデータ交換によって踏切を制御

する。列車接近警報時間を調整するため、速度と列車性能から踏切到達時間を推定

し、拠点装置に伝送し、踏切装置を動作させる。その後、その情報を列車に送って

パターン速度を再度計算する。もし、踏切が動作してなかったら、踏切の手前まで

に停止する。 

・他の機能 ： 他に作業安全管理， 

 転てつ機制御、双方向距離制御と 

臨時速度制限などがある。 

ＡＴＡＣＳは２０１１年１０月に仙

石線に、２０１７年１１月には埼京線

で実用化されている。ＡＴＡＣＳの機能概要図を図３に示す。 

 

４ 連動制御 

鉄道ができた初めの頃、列車の進路を変えるには、駅の係員が分岐器まで行って転換

していた。しかし、列車の本数が増え、行き違いをする場合は、同時に複数の分岐器を

操作し、列車に合図を送らなければならないので、一人で扱うことができなくなった。

複数の人で受け持つと相互に連絡や確認が必要になるが、人間の注意力のみで安全を確

保するには限界がある。そこで、分岐器の開通方向と信号機の動作に連携（連鎖）を持

たせ、列車の安全を確保する仕組みが必要となり、この機能を連動制御といい、実現す

る装置は連動装置と呼ばれている。 

信号機、分岐器相互間の連鎖を機械的に行う機械連動装置が１８５６年に英国で発明

された。ワイヤーや鉄管で信号機と分岐器を動かし、分岐器が開通して進行できる条件

が整った時のみ信号機が「進行」を指示し、これで安全を確保している。日本では１８

８７年に品川駅で初めて使用された。 

機械連動装置は、保守に手間がかかることなどのため効率的ではなかったので 、電

気によってリレーを動作させる継電連動装置が１９２９年に米国で考案された。これは

リレー回路の組み合わにより連鎖を施し、リレーの接点で信号機や転てつ機を制御して

いるもので、一つの進路上にいくつかの信号機や転てつ機があっても一つの「てこ」と
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よぶスイッチを操作することによって、必要な転てつ機を自動的に転換し、信号を現示

するという優れた機能を持っている。日本では１９３３年に京王帝都・渋谷駅などに導

入された。 

戦後まもなく発明されたトランジスターはＩＣへ、さらにはコンピュータへとエレク

トロニクス技術が２０世紀半ばから急速に進歩したが、これらの技術を使って開発実用

化されたのが電子連動装置で、１９６１年に英国で実用化された。ハ－ド、ソフトの特

長を生かして機能の拡充と多様化も図ることが可能となった。駅構内線路のレイアウト

変更がソフトウェアの変更で対処できるので改修工事が容易になり、また、旅客案内装

置との結合も可能となり、旅客サービスにも寄与するなどの特長を持っている。このよ

うに、電子連動装置は従来の継電連動装置に比べてすぐれており、１９８５年に東神奈

川駅に導入されて以降、老朽化した旧来の継電連動装置の取り替えなどを契機に積極的

に導入されている。 

ところが電子連動化に取り組んできたものの、現場の信号機や転てつ機の制御はケー

ブルを用いて電気的に行っていたため、膨大な配線作業とその確認作業は旧態依然であ

った。このため、多大な労力と一つ間違えると大きな事故につながるという欠点を有し

ていたのである。 

この問題を解決するため、光ケーブルを使用して制御データをまとめて送り、これを

解読するコンピュータである「現場端末」を各信号機器に置いて制御するようにするネ

ットワーク信号制御システムを開発した。ＩＰプロトコルの情報通信を用い、これまで

現場で行わなければならなかった膨大な試験も工場内で行え、試験能率の向上を図るこ

とができるとともに、現場端末自体および各信号機器の自己診断機能を持たせているの

で、これらを集中監視・制御することで保守性の向上にもつながった。 

このネットワーク信号制御システムは２００７年２月に武蔵野線の市川大野駅に導

入され、２０１６年６月には京葉線全線で使用開始されている。 

 

５ 運行管理 

先に紹介した連動装置は駅単位に設備されているので、それを取り扱う「扱い者」も

駅毎に配置されていた。一方、その線区全体の列車の運行状況を把握し、交通整理する

「指令員」も必要である。そこで、この指令員が指令センタから複数駅の連動装置を介

して転てつ機や信号機を遠隔制御する装置として列車集中制御装置 (ＣＴＣ)が１９３

６年１月に大阪電気軌道（現近畿日本鉄道）の天理線において実用化された。 

このＣＴＣにより線区の運転取り扱いは、中央の指令に一元化され、その能率は以前

に比べて格段と向上したが、列車本数が増大してくると人間の処理では追いつけなくな

り、また取り扱い誤りを皆無にすることができないなどの限界もあった。そこで、この

人間による業務を、列車の動きにもとづきあらかじめ決められた手順（プログラム）に
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したがって進路を自動的に制御するようにし、業務のさらなる効率化と信頼性の向上を

図ろうとして開発されたのが、プログラム進路制御装置 (ＰＲＣ)である。 

ところが、地方幹線はある程度ＣＴＣ・ＰＲＣ化が進んでいたが、経営の基盤を支え

る東京圏では、列車運行形態が超高密度でかつ複雑なため運行管理の自動化がきわめて

困難であったため、全ての運転取扱業務を駅で扱う旧態依然とした運行管理を行ってい

た。 

１９７０年以降、国鉄は大きな債務に直面した背景を受け、事業を再編するため、１

９８７年に民営化のうえ分割された。その一つであるＪＲ東日本では、技術革新時代に

ふさわしいサービスを提供するため、列車ダイヤ乱れ時のきめ細かな旅客サービスの提

供、早期平常ダイヤに復帰機能、安全性の確保、指令業務の軽減と業務の効率化、駅業

務の省力化、保守作業管理など社員の働きやすい環境を作ることなどを目指すこととし、

東京圏の高密度線区の運行管理システムについて１９８８年夏に検討を始めた。 

１９９０年に決定された方針では、対象１７線区、旅客案内対象２５０駅、線路総延

長１,１００ｋｍ, 対象列車数約６,２００本を支える業務に対する大規模な刷新が示

された。指令員の業務軽減と業務効率化、駅の業務の省力化と安全性の確保、きめ細か

な旅客案内サービスの提供を目的とするため、東京圏に東京圏輸送管理システム (ＡＴ

ＯＳ:Autonomous decentralized Transport Operation control System) を開発

導入することとした。 

高密度の輸送管理に関する業務面からのシステムコンセプトを以下のように定めた。 

1. 駅での運行管理に関する関連業務の軽減・削減 

2. 運行管理業務は運転整理を中心とした指令中心の業務への移行 

3. 旅客案内をダイヤ情報と連動することによる旅客サービスの向上 

4. 駅・区所における運転情報の共有

化 

5. 保守作業の効率化と安全性の向

上 

東京圏の輸送管理は、列車運行形態

が超高密度でかつ複雑なため、自動化

がきわめて困難であった。これらのコ

ンセプトを実現するために各駅にコン

ピュータを配置し、駅単独で制御でき

る自律分散システムを採用し、中央シ

ステムと駅システム間を１００Ｍbps

の高速光伝送網で結び、中央から送ら

れるダイヤデータにもとづいて、駅で
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自律的に列車制御を行っている。これにより、高密度線区に必要な高い応答性をもたせ

ることができた。東京圏ではＡＴＯＳを導入したことにより、情報の伝達や作業性は以

前のＣＴＣやＰＲＣと比較すると大幅に改善できている。ＡＴＯＳの目指す方向を図４

に示す。 

こうしたシステム機能の実現可能性の問題以外にも、システムの導入ならびに業務の

変化についても懸念があった。東京圏全体の運行管理業務を一斉に置き換えることは現

実的でない。列車は毎日、早朝から深夜まで運行している一方、システム導入のために

列車運行を止めるわけにはいかず、システムの置き換えや業務の入れ換えに許される時

間は短いことが挙げられる。これに対しては、アシュアランス技術により線区ごとにシ

ステムの段階的構築をできるようにして解決した。駅装置の構築を始めに行い、次に駅

装置と線区別中央装置、中央装置との連携を行うことで、駅側から指令側へのシステム

化を段階的に進めるのである。 

そしてもう一つ重要なポイントとして、構築したシステムを本格運用したときにシス

テム障害や誤動作を起こすことが許されないことである。システム故障やメンテナンス

による、システムの一部の停止が、線区全体に運行停止が波及することは避けなければ

いけなかった。これには、自律分散技術によりシステム全体を構成したことにより、あ

る駅の障害が他の駅には波及せず、中央と駅との間の伝送回線が障害を受けダイヤデー

タが送られなくとも、駅単独で自律的に動作することが可能となっている。 

ＡＴＯＳは、１９９６年１２月に中央線で第一号システムが稼動開始し、１９９８年

に山手・京浜東北線で使用開始し、以降東京圏の主な線区に展開され、２０２０年４月

現在では東京圏の２４線区、約１,３００Ｋｍに広がっている。

写真２に東京圏の輸送指令室を示す。 

新幹線では、新幹線運行管理システム (ＣＯＭＴＲＡ

Ｃ:COMputer aidedTRAffic Control system)が東北・上越

新幹線開業時から設備されていたが、北陸新幹線への対応をは

じめ新しい施策に対応ができないものであった。しかも、ＣＯ

ＭＴＲＡＣでは、大きな総合表示盤を設けて列車の運行状況を

表示していたので、広大なスペースを必要とし、指令間の連携

がスムーズでなく、新駅設置への拡張性がないなどの問題もあ

ったので、ＣＲＴ主体の指令システムに改めることにした。そこで老朽取替に際して、

新幹線の業務全体をネットワークで結び、情報の共有化・一元化を行うようにし、また

運行管理は危険分散とレスポンスの向上のため自律分散方式とすることとした。 

新幹線総合システム（ＣＯＳＭＯＳ:COmputerized Safety Maintenance and 

Operation System）は、輸送計画システム、運行管理システム、構内作業管理システ

ム、保守作業管理システム、車両管理システム、設備管理システム、集中情報監視シス

テム、電力系統性システムの８つのシステムから構成された、トータルシステムである。

各情報は、中央から、駅、乗務員区所、車両基地、保守区に高速デジタル回線を経由し
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て配信している。さらに、各駅のＰＲＣが、この回線経由のダイヤデータにもとづき、

列車の進路制御、電気掲示器に列車の出発時刻を表示するほか、ホーム、コンコースに

案内放送を流している。しかも、大型表示盤を廃止してＣＲＴに各種情報を表示するよ

うにしたため、フレキシビリティが高くなり、線区拡張が容易となり、のちの北陸新幹

線、北海道新幹線の開業に寄与することとなった。 

このＣＯＳＭＯＳは１９９５年に使用開始し、２０１５年３月には北陸新幹線対応の

ＣＯＳＭＯＳが使用開始されている。 

 

６ 信号の将来 

これまで述べてきたように、列車制御、連動制御、運行管理それぞれのシステムの改

良が進み、革新的なシステムとなってきている。しかし、それぞれのシステムは最適で

あっても、システム・オブ・システムズの観点に立てばさらに全体最適なシステムとす

ることができると考える。 

列車制御システムだけでは、先行列車との間隔が十分にあるからと加速制御すること

になってしまう。しかし、運行管理システムでは列車の全体運行を把握しているので、

先行列車の先に列車が団子状態となっていると、加速運転をする必要はないと判断でき

る。このように列車制御システムと運行管理システムとが連携することによって無駄な

電力の消費が防げるので省エネルギー運転が可能になる。また、事故などで列車が止ま

った後に運転再開するときにも、同時に運転開始すると一時期に電力が集中するため、

容量の大きな変電所が必要となるが、運行管理システムから各列車の運転再開タイミン

グを制御することができれば、変電所の容量も小さくすることも可能となり、設備費の

低減にも寄与することとなる。 

また、マルスやスイカなどの営業システムと連携すれば、指定券の予約状況を見て、

列車の増発計画を立てたり、自動改札のお客様の通過状況から臨時列車の運行の判断も

できるようになる。 

一方、地上の装置と車上の装置の取替え時期が異なっているため、どうしても既存の

システムの仕様に合わせざるを得ないという問題もある。この問題の解決とし、車上の

装置を新旧のいずれにも対応できるように新車導入時から併用可能な装置を搭載して

おくという方法もある。これまでは新旧の装置を２つ搭載しなければできなかったので、

コスト面からも実現はできていなかった。しかし、コンピュータによるソフトウェアで

対応すれば、新旧２つのソフトウェアを用意しておき、初めは旧システムの動作をして

いるが地上装置が新システムに置き換わった時点で、車上を新システムに切換えるだけ

で済む。このように、ひとつのコンピュータでソフトウェアの切り替えによってどちら

の方式にも対応できるようにしておくことが有効となる。さらに、列車制御方式が異な

る線区での相互乗り入れを考えると、異なるソフトウェアを両方搭載することによって、
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インターオペラビリティが向上しどの線区にも制約なく乗り入れが可能となるので、こ

の方向の技術開発にも力を入れていく必要があるだろう。 

さらにこれまで、ＰＲＣは線区ごとに独立していたが、クラウド技術により、一つの

システムでいくつもの線区の運行管理を行うことも可能となろう。こうすることにより、

これまで財務的な理由で運行管理システムを導入出来ていなかった、中小私鉄や第三セ

クタの鉄道にも安価な経費で運行管理システムの恩恵にあずかることも可能となろう。 

信号革新がなぜ必要か、鉄道信号システムの発展の経緯から述べ、問題点、解決策に

ついても解説した。最終的には、これまで構築してきたシステムを、システム・オブ・

システムズの観点から見なおすことによって、全体最適なシステムとすることができ、

業務の効率化、旅客サービスの向上を図ることがわれわれ鉄道システムに携わる技術者

の目標であると考える。 
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